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は じ め に 

 

現在、日本では、少子高齢化社会の進行、家族形態及び地域  

コミュニティの変容等、取り巻く社会経済情勢が急速に変化す

る中、女性があらゆる分野で活躍する機運が高まっています。 

このような状況を踏まえ、平成１０年度に「松原市男女協働 

参画プラン～輝けまつばら 女と男で～」を策定して以降、  

５年ごとに見直しを行い、平成３１年度には「第４期まつばら

男女かがやきプラン」を策定し、様々な男女共同参画の推進に

取り組んでまいりました。 

そして、この度、令和６年度から５年間を計画期間とする「第５期まつばら男女かがやき

プラン」を策定しました。 

本プランの理念は「誰もがいきいきと活躍できる松原市」の実現に向けて、「誰もが   

働きやすい職場環境」、「家庭生活の充実」、「安心・安全な地域」の３つを重点目標に掲げ、   

女性に対する暴力（ＤＶ）やハラスメント、新型コロナウイルス感染症の影響による   

女性への負担など、女性の活躍を妨げる課題に積極的に取り組み、ＳＤＧｓのゴールの  

ひとつである「ジェンダー平等の実現」に向け、職場、家庭、地域社会において、すべての

人々にチャンスがあり活躍できるまちづくりを目指します。 

また、本市は平成２５年１１月にＷＨＯが推奨するセーフコミュニティ国際認証都市と

なり、その後も市民の皆様との協働による安心・安全なまちづくりを推し進めたことにより、

令和５年１１月には３度目の国際認証を取得しました。 

本プランを通じて、市民の皆様と行政との協働によるまちづくりについて理解を深めて

いただくとともに、あらゆる場面で人権の尊重と、誰もがいきいきと活躍できるための  

取り組みの輪がさらに広がっていくことを願っております。 

最後に、本プランの策定にあたり、貴重なご意見やご提言をいただきました松原市男女 

共同参画推進審議会の委員の皆様をはじめ、ご協力いただきました全ての皆様に、深く感謝

いたしますとともに、計画の実現に向けて、より一層のお力添えを賜りますようお願い  

申し上げます。 

令和６年４月 

松原市長 澤井 宏文  
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第１章 プラン策定にあたって 

１．基本的な考え方 

（１）プランの目的 

～「誰もがいきいきと活躍できる松原市」の実現～ 

平成５年の世界人権会議や平成７年の第４回世界女性会議において、女性の権利は人

権であることが改めて確認され、女性問題は人権問題だということが世界共通の認識と

なっています。また、ＳＤＧｓのゴールである「ジェンダー平等の実現」として位置づ

けられ、あらゆる分野における女性の活躍を推進するため、ジェンダー視点の主流化・

女性活躍等を実施することとしています。 

国においては、日本国憲法に個人の尊重、法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現

に向けた様々な取り組みが進められてきていますが、現実には、まだ男女間の不平等を

感じる人も多く、より一層の努力が必要とされています。取り組みとしては、平成２８

年に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」、平成３０年に「政治分野の男

女共同参画の推進に関する法律」が施行されています。しかしながら、国際機関「世界

経済フォーラム」が毎年公表している政治・経済等４分野における日本のジェンダー・

ギャップ指数は、令和５年では、１４６カ国中１２５位と下位であり、依然として、社

会の各分野において女性の参画が進んでいない事や、仕事や子育て等の両立の困難さな

ど、社会全体で多くの課題があることが示されています。加えて、令和２年、「新型コロ

ナウイルス感染症」が瞬く間に世界で流行し、我が国においても多くの方が感染し、緊

急事態宣言に伴う外出禁止等の措置により、様々な制限が課せられ感染拡大防止のため、

経済活動の人的な抑制を余儀なくされ、特に雇用環境においては女性への影響が大きく

なり、改めて女性への支援が必要であることがわかりました。 

本プランは、平成３１年度（令和元年度）から令和５年度までの「第４期まつばら男

女かがやきプラン」の検証を行い、改めて、市民が人権を尊重しつつ責任を分かち合い、

その個性と能力を十分に発揮し、利益を均等に享受することができる男女共同参画社会

の実現を目指すものです。本プランをもって、松原市の男女共同参画の推進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進し、職場で、家庭で、地域社会で、すべての人々にチャン

スがあり活躍できるまちづくりとして、「誰もがいきいきと活躍できる松原市」を実現

します。 

 

（２）プランの位置づけ 

本プランは、男女共同参画社会基本法第１４条第３項に基づき、人権の尊重と「男女

共同参画社会」の実現に向けて策定する基本的な計画であり、「松原市男女輝きまちづ

くり条例」第１１条に基づくものです。 

また、以下の法律に基づき、３つの市町村計画を包含します。 

①「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づく「配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画」（以下、

「松原市ＤＶ対策基本計画」という。） 
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②「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく「女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する施策についての計画」（以下、「松原市女性活躍推進計画」

という。） 

③「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づく「困難な問題を抱える

女性への支援に関する基本計画」（以下、「松原市困難女性支援計画」という。） 

 

 

２．プラン策定の経緯 

（１）これまでの市による取り組みの概要 

平成１０年度に「松原市男女協働参画プラン～輝けまつばら 女と男で～」（平成１

１年～２０年度）を策定し、その後、社会経済情勢など様々な変化に対応するため、

平成２０年度に男女共同参画推進懇話会を設置し、平成２１年１月に次期松原市男女

共同参画プランに係る提言書を受け、平成２１年度には必要な見直しを行い、「まつば

ら男女共同参画プランＳｅｃｏｎｄ ｓｔａｇｅ」として改訂しました。 

その後、平成２６年度には、「第３期まつばら男女かがやきプラン」として改訂しま

した。しかし、社会の様々な分野で課題は残されており、その課題を解決していくた

めには、市・市民・事業者等及び教育関係者が協働して取り組みを進めていく必要が

あります。 

男女が共に輝き、豊かで活力ある魅力に満ちたまちづくりの実現を目指すため、平

成２６年４月より、人権交流センター（はーとビュー）内に、「男女共同参画センター」

を設置し、平成２７年４月には、施策の確固たる基盤を築くことを目的に、「松原市男

女輝きまちづくり条例」「松原市男女輝きまちづくり条例施行規則」を制定してまいり

ました。 

また、同条例に基づき、社会情勢を勘案していく中、平成３１年度（令和元年度）

に、「第４期まつばら男女かがやきプラン」として改訂し、施策を展開していきました。 

加えて、令和４年５月より、「松原市配偶者暴力相談支援センター」を設置し、ＤＶ

被害者の支援としてのさらなる体制整備を図りました。 

 

（２）「第４期まつばら男女かがやきプラン」の目標達成状況 

① 男女共同参画意識に関する取り組みの内容と状況 

市民等を対象にした講座や講演会等を市職員が率先して企画し、研修会等に参加し

ながら、地域、職場、学校、家庭において考える場を提供してきました。また、保育

ボランティア派遣事業を実施し、子育て中の方も市主催の講座に参加しやすいように

取り組みました。 

（主な取り組み） 

・市民向けセミナー、パネル展の実施 

・市政出前講座 

・保育ボランティア派遣事業 
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今後も、「男女共同参画」を進展させ、性別に関わらず誰もが輝いて生活していくこと

ができる都市を目指していくためにも、全庁的な取り組みを行い、家庭や職場での男女

共同参画意識の啓発に力を入れていくとともに、学校や地域でのより一層の意識啓発を

進めていきます。 

※「松原市政世論調査」⇒ 令和元年度・令和４年度の比較 

■現在の男女の地位はどの程度平等になっていると思いますか。 

 

令和元年度 令和４年度 令和元年度 令和４年度 令和元年度 令和４年度 令和元年度 令和４年度 令和元年度 令和４年度 令和元年度 令和４年度

家庭では 11.5% 10.3% 29.2% 45.4% 29.0% 14.4% 5.2% 10.8% 3.1% 4.1% 8.4% 6.2%

職場では 17.2% 20.4% 33.7% 35.3% 17.2% 18.2% 3.7% 7.0% 1.3% 0.8% 9.7% 8.0%

学校では 2.9% 2.1% 8.6% 10.3% 44.4% 45.1% 2.1% 4.1% 0.8% 0.5% 20.6% 24.5%

地域では 6.8% 6.4% 16.4% 22.7% 33.7% 29.1% 4.4% 7.2% 1.8% 1.8% 19.8% 22.2%

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ

男性が優遇
されている

どちらかとい
うと男性が優
遇されている

平等である
どちらかとい
うと女性が優
遇されている

女性が優遇
されている

わからない

Ｅ

 
 

       【家庭では】                    【学校では】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【職場では】                    【地域では】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ：男性が優遇されている   Ｂ：どちらかというと男性が優遇されている   Ｃ：平等である 

Ｄ：どちらかというと女性が優遇されている   Ｅ：女性が優遇されている   Ｆ：わからない 



- 4 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する取り組みの内容と状況 

仕事と子育てや介護の両立支援として、毎年、年度当初の保育所の待機児童ゼロを実

施し、延長保育や病後児保育等の保育サービスや介護サービス等も実施してきました。

特に留守家庭児童会室においては、平成２７年度より、全学年の活動を実施しており、

子育ての更なる充実という観点から、市内に９ヶ所の子育て支援センターを設置してお

ります。また、働くことにやりがいを望む女性に対する起業セミナーや、キャリア教育

を行い、事業所・法人指導監査等事務事業として産休等の規定がない法人等に対して指

導するなど、女性をはじめとする誰もが働きやすい環境づくりを実施しました。 

 

（主な取り組み） 

・年間を通しての保育所待機児童ゼロの実施 

・延長保育、病後児保育、留守家庭児童会室等の多様な保育サービスや介護サービス等

の実施 

・子育て支援センターの充実 

・女性の起業応援事業 

・事業所・法人指導監査等事務事業 

・自殺予防対策 

・女性特有のがん検診や妊婦健康診査事業 

 

市民アンケートでは、「子育ての時期は一時仕事をやめて家庭に入る。」という意識が、

令和元年度では、５４．７％、令和４年度では、４５．７％で、同時に「結婚しても子

どもが生まれても、仕事を続ける」という意識が、令和元年度では、３６．５％、令和

４年度では、４２．３％で、若干ではあるが、「家庭に入る」という意識と「仕事を続け

る」という意識が良い傾向になっています。 

また、一方で、「女性が長く働き続けることを困難にしている原因」として、特に「出

産、育児」・「家族等の介護」を多くの方が挙げています。「仕事を続けたい」のに、出産・

子育て・介護等を理由に断念することがないよう、働く意欲と就業が結びつくことは大

切なことです。 

  

令和４年度 松原市政世論調査（市民アンケート）について 

アンケート送付数：1,000人  回答者総数：388人 

（性別）男性：139人、女性：213人、無回答：36人 

（年齢）10歳代：5人、20歳代：30人、30歳代：25人、 

40歳代：57人、50歳代：78人、60歳代：54人、 

70歳代：87人、80歳代以上：43人、 

80歳以上：12人、無回答：9人 

令和元年度 松原市政世論調査（市民アンケート）について 

アンケート送付数：1,000人  回答者総数：383人 

（性別）男性：158人、女性：212人、無回答：13人 

（年齢）20歳代：25人、30歳代：42人、40歳代：56人、 

50歳代：54人、60歳代：67人、70歳代：97人、 

80歳代以上：31人、無回答：11人 
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※「松原市政世論調査」⇒ 令和元年度・令和４年度の比較 

■あなたは、女性が職業を持つことについて、次のうちどれが望ましいと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「松原市政世論調査」⇒ 令和４年度 

回答者 割合

1 251 64.7%

2 148 38.1%

3 121 31.2%

4 104 26.8%

5 78 20.1%

6 76 19.6%

7 64 16.5%

8 62 16.0%

9 61 15.7%

10 51 13.1%

11 43 11.1%

12 22 5.7%

13 21 5.4%

夫、妻の転勤

その他

わからない

職場での結婚退職、出産退職の慣行や雰囲気

家族等の無理解や反対

子どもの教育

昇進等の男女の差

女性はすぐやめる、労働能力が劣るという考え方

自分の健康

保育所の保育時間と就労時間が合わない

■女性が長く働き続けることを困難にしている原因と考えられるものはどんなことですか。

   次の中から、そう思うものすべて選んでください。（回答者388人）

項目

出産、育児

家族等の介護

家事　

 
  

A B C D E F

結婚して子どもが生
まれても、仕事を続
ける

結婚するまでは仕事
をするが、その後は
しない

結婚してから子ども
が生まれるまでは仕
事をするが、その後
はしない

子育ての時期は一時
仕事をやめて家庭に
入り、子どもの手が
離れてから再び仕事
を続ける

はじめは職業を持た
ずに結婚してから、
または子育てが終
わってから職業を持
つ

女性は職業を持たな
いほうがよい

令和元年度 36.5% 1.5% 2.4% 54.7% 4.0% 0.9%
令和４年度 42.3% 3.5% 5.9% 45.7% 3.8% 0.0%
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③ 女性に対する暴力の根絶に関する取り組みと状況 

毎年１１月の「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に「性暴力救援センター・大

阪ＳＡＣＨＩＣＯ」との協働で、市役所内でのパネル展の実施や、ＤＶ・デートＤＶに

ついてのセミナーを開催し、ＤＶ等の認識や相談先等の啓発活動を協働で実施しました。 

相談業務では、人権交流センター（はーとビュー）おいて女性相談員を配置し、ＤＶ

被害者等の支援を関係機関と連携を図っています。また、庁内においては、関係部署が

集まり、「松原市ＤＶ対策連絡会議」を定期的に開催し、今まで以上に一層の連携を深め

ました。「有限会社フェミニストカウンセリング堺」による女性カウンセリングや「ＮＰ

Ｏ法人やんちゃまファミリーｗｉｔｈ」による母親のためのピアサロン「ココ・カラｗ

ｉｔｈ」等の相談しやすい身近な窓口を開設しています。 

さらに、令和４年５月より、「松原市配偶者暴力相談支援センター」を設置し、被害者

に寄り添い一日も早い自立に向けた支援に取り組んでいます。 

 

（主な取り組み） 

・女性に対する暴力防止事業（パネル展・ＤＶ防止セミナー） 

・松原市ＤＶ対策等連絡会議 

・女性カウンセリング 

・母親のためのピアサロン ココ・カラｗｉｔｈ事業 

・松原市配偶者暴力相談支援センターの設置 

 

ＤＶは、人権侵害であり、犯罪行為です。相談により、ＤＶ被害者に寄り添い、自信

や自尊心をつなぎ止め、支えていくことが重要です。 

令和４年度の市民アンケートからも、「夫婦間において「平手で打つ」「殴るふりをす

る」という事が暴力であることを知っていますか。」について、「知っている」が９０％

近く認識されているものの、まだ若干数、そうした行為を暴力として認識していないこ

とが分かります。また、「ＤＶ等女性に対する暴力に関する相談窓口を知っていますか。」

については、「知っている」が５０％を超える状況にはあるものの、今後もより一層、安

心できる相談体制を充実し、生涯にわたり安心して自分の健康を守る社会の構築を目指

すことが必要です。 

 

※「松原市政世論調査」⇒ 令和４年度 

 

 

 

 

 

 

  

知っている 知らない
回答者数 361 47
割合 87.1% 12.9%

■夫婦間において「平手で打つ」「殴るふりをする」
ということが暴力であることを知っていますか。

知っている 知らない
回答者数 210 155
割合 57.5% 42.5%

■ＤＶ等女性に対する暴力に関する相談窓口を
知っていますか。
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（３）第５期まつばら男女かがやきプランの策定過程 

第４期まつばら男女かがやきプランの期間が令和５年度で満了になることから、本

市では、次期プランの策定を決め、令和５年８月２１日、男女共同参画推進審議会に

その基本的方向性について諮問しました。これを受けて、学識経験者２名、本市内で

活動する８名から構成される同審議会で、４回の審議会を開催し検討していただき、

令和６年３月１８日、同審議会からその答申を受けました。 
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第２章 プランの概要 

１．構成 

本プランは、松原市が目指す男女共同参画の理想像を実現するため、３つの「重点目

標」を設定しています。これらを達成するため、「第４期まつばら男女かがやきプラン」

の考え方を踏襲し、その３つの「基本課題」に対して、市民の認知を図り、効果的・効

率的に施策を推進するため、１２の施策の「基本的な方向」、３０の「取り組む施策」で

構成しています。 

◆理想像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

誰もがいきいきと活躍できる松原市 

重点目標１ 誰もが働きやすい職場環境 

 
 性別を問わず、誰もがその能力を最大限に発揮し、そ

れぞれの分野で輝けるとともに、さまざまな視点から考

え活気のある職場環境づくりを目指す。 

重点目標２ 家庭生活の充実 

 男性と女性がお互いを尊重し、共に家事や育児、介

護、教育などを担い、家族としてのパートナーシップ

強化を目指す。 

重点目標３ 安心・安全な地域 

 誰もが安心・安全に暮らしていくことができるよう

にするため、地域活動やボランティア活動に参画しや

すくし、地域の活性化を目指す。 

基
本
課
題
１ 

あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る 

女
性
の
活
躍
推
進 

基
本
課
題
３ 

 

男
女
共
同
参
画
意
識
の
醸
成 

基
本
課
題
２ 

誰
も
が
健
や
か
に
安
心
し
て 

暮
ら
せ
る
社
会
づ
く
り 
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２．施策の基本課題と基本的な方向 

 
３つの重点目標を実現するため、３つの基本課題に沿った施策を展開します。 

 

 

 

女性が家庭や職場において、意欲を持って活躍できる社会の実現に向け、様々な支

援の整備や多様な働き方についての啓発・情報発信に取り組んでいきます。 

なお、本プランを「松原市女性活躍推進計画」として位置づけ、取り組みを充実し

ていきます。 

＜基本的な方向＞ 

① 働く場における男女共同参画の促進 

② 多様な働き方のための支援 

③ 仕事と生活の調和の推進 

 

 

 

 

あらゆる暴力を根絶するため、パネル展や市民向けの講座等での啓発活動や松原市 

配偶者暴力相談支援センターをはじめとする相談体制の充実を図り、生命を守る体制に

取り組んでいきます。なお、本プランを「松原市ＤＶ対策基本計画」として位置づけ、

取り組みを充実していきます。 

また、経済的・精神的等、困難な課題を持っている女性に対し、関係機関と連携を 

図りながら、支援に取り組む事に努めます。なお、本プランを「松原市困難女性支援計

画」として位置づけ、取り組みをしていきます。 

＜基本的な方向＞ 

① あらゆる暴力の根絶 

② 松原市配偶者暴力相談支援センターと関係機関との連携による相談支援体制 

の充実 

③ 自立支援の充実 

④ ハラスメント防止対策の推進 

⑤ 自殺予防対策の推進 

⑥ 防災・防犯対策の推進 

 

 

 

 

  

基本課題１ あらゆる分野における女性の活躍推進 

基本課題２ 誰もが健やかに安心して暮らせる社会づくり 
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それぞれのライフスタイルを見直しながら、男女平等意識を学習し、対等な立場の

構築を図りながら、家族・地域での支え合いによる共助社会の実現に取り組んでいき

ます。また「性の多様性」について、互いを尊重し、認め合う社会の実現にも取り組

んでいきます。 

 

＜基本的な方向＞ 

① 男女平等意識を育てる教育・学習の推進 

② 性の多様性を認め合う社会の実現 

③ 地域での支え合いによる共助社会の実現 

 

３．プランの期間と推進 

本プランの期間は、令和６年度から５年間とします。プランの内容については、市政

を取り巻く社会情勢や市民の多様なニーズに対応して、必要に応じて見直しを行うもの

とします。 

また、施策を推進していくため、ＰＤＣＡ（Ｐｌａｎ計画・Ｄｏ実施・Ｃｈｅｃｋ点

検・Ａｃｔｉｏｎ改善）を実施し、市政の課題等と照らし合わせながら、メリハリのあ

るプランにしていくため、中間見直しを行い、現時点での施策について、検証していき

ます。 

 

４．取り組みの発展 

平成２６年度より、人権交流センター（はーとビュー）内の男女共同参画センターを

拠点として男女共同参画事業を実施してきました。 

事業をより発展させるため、男女共同参画センター以外の市内公共施設へ出向き、セ

ミナーやイベント等を実施するとともに、こうした取り組みを、ＳＮＳ等を活用して発

信していきます。それらを通して、男女共同参画事業の啓発と情報発信を行い、今まで

以上に、同センターを活用してもらえるよう、市民に広く周知していきます。 

また、市内で男女共同参画の視点で活動しているＮＰＯ法人をはじめ、子育て支援・

介護支援等をしている団体間での交流・連携を深めたり、男女共同参画フェスタ（かが

やきフェスタ）の拡大版を実施したり、今まで以上に男女共同参画事業の充実を図って

いきます。 

 

 

  

基本課題３ 男女共同参画意識の醸成 
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【男女共同参画センターでの取り組み】 

  

市民向けセミナー ぷち起業＆キャリアカフェ 

親子まつり ココ・カラ with 

松原 MAJA（マハ） かがやきフェスタ 
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基本的な方向 取り組む施策

男性に対する家事・育児・介護等の理解促進

男性の育児休業・育児参加休暇取得率の向上
促進

（３）生涯にわたる健康の保持増進

関係法令遵守及び就業条件整備への意識啓発

就労・能力開発・再就職するための支援

多様な就業形態の普及啓発・起業家に対する支援

基本課題

②多様な働き方のための支援

管理職への女性職員登用の推進

女性の積極的な雇用についての意識啓発

子育てに関する意識啓発・支援

審議会などの委員への女性の積極的登用の推進

（１）仕事と家庭生活などの両立支援

（２）家庭生活における男女共同参画の促進

健康づくりの支援

仕事と育児・介護の両立など、ワーク・ライフ・バ
ランスの実現のための性別による固定的な役割
分担意識や、性別に基づくアンコンシャス・バイ
アスに関する普及・啓発

多様な子育てサービスの継続支援と待機児童
ゼロの推進

５．計画体系

①働く場における男女共同参画の促進

③ワークライフバランスの推進

１

、
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
推
進

介護サービスの継続実施
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地域における共助意識の普及啓発

男女が共に輝けるような視点を持って活動する団
体の活動促進

地域の関係団体との連携強化

性の多様性を認める制度の運用・周知

市民と協働で行う自殺予防の意識啓発

相談体制の充実

防止体制の整備と啓発

困難な問題を抱える女性への支援

関係機関との連携の強化及び機能的な体制づくり

①あらゆる暴力の根絶

男女の平等意識、相互理解と協力及び家庭生活の
大切さなどの教育の促進

女性の視点を盛り込んだ防災・防犯対策の促進

暴力をしない、許さない意識啓発

被害者等の心身的ケア

被害者の安全確保

男女共同参画センター等の相談窓口の周知

相談支援の機能の強化

自立支援の機能の強化

２

、
誰
も
が
健
や
か
に
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
づ
く
り

３

、
男
女
共
同
参
画

意
識
の
醸
成

④ハラスメント防止対策の推進

①男女平等意識を育てる教育・学習の
　推進

③地域での支え合いによる共助社会の
　実現

⑤自殺予防対策の推進

⑥防災・防犯対策の推進

③自立支援の充実

②性の多様性を認め合う社会の実現

②松原市配偶者暴力相談支援セン
　ターと関係機関との連携による相談
　支援体制の充実
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第３章 基本施策 

基本課題１．あらゆる分野における女性の活躍推進 

基本的な方向 ①働く場における男女共同参画の促進 

＜現状と課題＞ 

社会のあらゆる分野で女性の参画が進んできており、雇用形態や働き方も多様化して

きているものの、管理職への女性の登用はあまり進んでおらず、令和４年度の市民アン

ケートでは、職場において「男性が優遇されている（「どちらかというと男性優遇」も含

む）」が過半数を超えています。市として、行政や民間企業において、事業実施過程にお

いて、女性の意見を反映させ、女性が意思決定できる組織づくりを促進するとともに、

事業者等に対する男女共同参画意識の啓発、働きやすい職場環境づくりを推進していき

ます。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 審議会などの委員への女性の積極的登用の推進 各審議会事務局

の担当課 

２ 管理職への女性職員登用の推進 人事課 

３ 

女性の積極的な雇用についての意識啓発 

・チラシ等を通じた情報提供と啓発（松原市企業人権協議

会・松原商工会議所等との連携） 

・法改正などの周知と情報提供 

産業振興課 

 

基本的な方向 ②多様な働き方のための支援 

＜現状と課題＞ 

令和４年度の市民アンケートでは、「子育ての時期は一時仕事をやめて家庭に入り、

子どもの手が離れてから再び仕事を続ける」のが望ましいと考えている割合が過半数近

くあります。子育てをしながら働くということの困難さがいまだに多くあります。また、

非正規雇用労働者やひとり親等、生活上の困難に陥りやすい女性が増加している中、働

く意思や能力のある人が自らの生き方を自らの意思で決定できるための環境づくりや

女性が安心して暮らせるための環境整備を進める必要があります。 

そのために、事業者に対する意識啓発とともに、多様な就業形態の普及啓発や起業の

支援、再就職のための支援などを進めていきます。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 
関係法令遵守及び就業条件整備への意識啓発 

・就職差別撤廃に向けての啓発活動 産業振興課 

２ 

就労・能力開発・再就職するための支援 

・雇用就労支援事業（就労相談、講座・講習、等） 産業振興課 

人権交流センター 

３ 

多様な就業形態の普及啓発・起業家に対する支援 

・女性の起業家応援事業 

・女性起業家によるまつばら女子フェスタの開催 
人権交流センター 
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基本的な方向 ③ワーク・ライフ・バランスの推進 

＜現状と課題＞ 

令和４年度の市民アンケートでは、「女性が長く働き続けることを困難にしている原

因と考えられるもの」として、「出産・育児」、「家族等の介護」、「家事」、「保育所の保育

時間と就労時間が合わない」、「家事」が上位に上がっています。少子・高齢化により、

核家族化や人間関係の希薄化が進んでいます。妊娠中の母親、子育て・介護に関わる人、

ひとり親家庭等が孤立しないようにするために、様々なライフスタイルでも安心して仕

事と子育て・介護等を両立できるような職場・家庭・地域での支えが必要です。また、

男性の家事や育児、介護に対する理解促進とともに、子育てや介護に専念したい人が休

暇をとりやすい職場環境づくりと男性の働き方の見直しをしていく必要があります。性

別による固定的な役割分担意識や性別に基づく「アンコンシャス・バイアス」（無意識に

よる思い込み）が解消されていくことで、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調

和）が実現されます。結果として、それが男性にとっても自分らしく自由な生き方の実

現につながることへの理解を進めるとともに、家事や育児、介護、地域活動などへの積

極的な参加を促していきます。 

ワーク・ライフ・バランスの意識啓発をさらに進め、子育て支援・介護支援の充実、

すべての人の健康の保持増進を図り、安心して妊娠・出産・育児・介護ができる環境づ

くりを推進していきます。 

 

（１）仕事と家庭生活などの両立支援 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

仕事と育児・介護の両立など、ワーク・ライフ・バランスの実現のための性別に

よる固定的な役割分担意識や、性別に基づくアンコンシャス・バイアスに関する

普及・啓発 

・男女共同参画フェスタの実施 

・パネル展等での意識啓発 
人権交流センター 

２ 

多様な子育てサービスの継続支援と待機児童ゼロの推進 

・延長保育、病後児保育、留守家庭児童会室等の保育 

サービス 

・公立保育所運営管理事業 

・私立保育所入所・運営助成事業 

・母子・父子相談事業 

・母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援給付金事業 

子ども支援課 

子ども施設課 

・市の講座・セミナー等における一時保育の実施 

・子どもの居場所事業 
人権交流センター 

３ 

介護サービスの継続実施 

・介護保険事業 

・地域包括支援センターでの相談支援 

・家族介護支援事業 

高齢介護課 
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（２）家庭生活における男女共同参画の促進 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

子育てに関する意識啓発・支援 

・男女共同参画フェスタの実施 

・市民向け参加体験型セミナーや講演会 

・「親子まつり」の実施 

人権交流センター 

・子育て交流会 地域保健課 

２ 

男性に対する家事・育児・介護等の理解促進 

・男女共同参画フェスタの実施 

・市民向け参加体験型セミナーや講演会 

・パネル展等での意識啓発 

人権交流センター 

・パパママ教室 子育て支援課 

３ 
男性の育児休業・育児参加休暇取得率の向上促進 

・関係法令の周知・情報提供 人事課 

 

（３）生涯にわたる健康の保持増進 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

健康づくりの支援 

・健康診査事業      ・健康相談事業 

・健康教育事業      ・予防接種事業 
地域保健課 

・母子健康手帳の交付   ・訪問指導事業 子育て支援課 
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基本課題２．誰もが健やかに安心して暮らせる社会づくり 

基本的な方向 ①あらゆる暴力の根絶 

＜現状と課題＞ 

ＤＶやセクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為、性犯罪・性暴力等の被害者の

多くは女性であり、これらの暴力は絶対に許されるものではなく、根絶していかなけれ

ばなりません。 

本市においては、年間約１２５件（令和２年度～令和４年度平均）のＤＶ相談があり、

身体的暴力の他に精神的、精神的暴力、生活費を渡さないなどの経済的暴力など被害内

容も多様化しています。被害者の中には自分さえ我慢すればという思いから、なかなか

相談に踏み出せない人も少なくありません。 

ＤＶ等のあらゆる暴力に対する正しい理解を図り、暴力を「しない、させない、許さ

ない」という意識づくりを進めるため、パネル展や市民向けの講座による啓発の取り組

みを継続し、ＤＶや性暴力被害など、あらゆる暴力防止に関する学習・啓発に取り組ん

でいきます。また、各関係機関との連携を強化し、機能的な体制づくりを図ります。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

暴力をしない、許さない意識啓発 

・パープルリボン普及イベント 

・ＤＶやデートＤＶに関する啓発冊子等による啓発 
人権交流センター 

２ 

関係機関との連携の強化及び機能的な体制づくり 

・職員対象研修 

・松原市ＤＶ等対策連絡会議 

・松原市配偶者暴力相談支援センターの設置 

人権交流センター 

 

基本的な方向 ②松原市配偶者暴力相談支援センターと関係機関との連携による相談支

援体制の充実 

＜現状と課題＞ 

暴力とは、相手を怖がらせたり、心や身体を傷つけたりして、自分の思い通りに動か

そうとするすべての態度、行動のことで、配偶者や交際相手等からの暴力、性暴力、様々

なハラスメント、ストーカー行為及び子ども等に対する虐待は、重大な人権侵害であり、

命に関わる社会問題です。また、高齢者や障害者、外国人、性的マイノリティの方の中

にも暴力の被害を受けている人が少なくありません。 

国では令和６年４月より、改正ＤＶ防止法が施行され、身体的な暴力に加えて、言葉

や態度、自由や名誉、財産に対する脅迫による精神的な暴力であっても裁判所が被害者

に近づく事などを禁止する「保護命令」を出せるようになり、保護命令の期間も６ヶ月

から１年へと延長になりました。 

被害者の相談、保護、自立等の切れ目のない支援を行っていくため、関係機関と連携

を図りながら被害者等に寄り添い、被害の状況に応じた総合的支援を行い、緊急の場合

には、一時保護等、被害者の安全の確保を行っていきます。 
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また、国が発表した「女性活躍・男女共同参画の重点方針２０２３」では、配偶者等

からの暴力への対策強化が打ち出され、配偶者暴力相談支援センターの一層の周知を行

うよう示されています。 

市民アンケートでは、ＤＶ等の相談窓口について知らない人が約半数います。本市で

は、誰もが安心・安全に相談できる体制を充実させるため、令和４年５月より、「松原市

配偶者暴力相談支援センター」を設置しました。配偶者暴力相談支援センターが果たす

機能として、①相談又は相談機関の紹介、②カウンセリング、③被害者及び同伴者の緊

急時における安全確保及び一時保護、④被害者の自立促進のための情報提供その他の援

助、⑤保護命令制度の利用についての情報提供その他援助、⑥被害者を居住させ、保護

する施設の利用についての情報提供その他の援助があります。女性相談員による被害者

の支援と自立を行うとともに、さらなる相談窓口の周知に努めます。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

相談支援の機能の強化 

・研修による女性相談員のスキルアップ 

・関係機関との情報交換等による連携強化 

・配偶者暴力相談支援センターの設置 

人権交流センター 

２ 

男女共同参画センター等の相談窓口の周知 

・広報まつばらやホームページによる周知 

・配偶者暴力相談支援センターパンフレットによる周知 

・かがやきだよりによる周知（年３回発行） 

人権交流センター 

３ 

被害者の安全確保 

・大阪府女性相談センターや子ども家庭センター、松原市 

配偶者暴力相談支援センター、警察等の他機関と連携強化 

人権交流センター 

子育て支援課 

 

基本的な方向 ③自立支援の充実 

＜現状と課題＞ 

被害者が暴力から逃れ、新たな生活を始めるために、自立生活に向けた安全の確保、

経済基盤の確立、子どもがいる場合の様々な手続きについての支援が必要です。また、

被害者は暴力の場所から逃れた後も長期的にわたる精神的・身体的不調を抱えている場

合もあり、継続した心身的ケアが必要です。さらに、子どもの面前で行われる暴力は児

童虐待にあたり、子どもの心に深い傷を残し、心身の発達や人格の形成に大きな影響を

及ぼすため、子どもに対する心身的ケアも必要です。 

被害者とその子どもを含む同伴者が地域で安心した生活を送ることができるよう、相

談事業において、庁内機関が連携し、被害者の自立支援に向けた情報提供や支援を実施

します。また、地域における関係団体とも連携し、継続した自立支援に努めます。 

さらに、令和６年４月より、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が施行

されるにあたり、日常生活や社会生活を営むうえで、経済的・精神的等、困難な課題を

持っている女性に対し、各関係機関と連携を図りながら支援することにより、性別によ

る困難を抱えることのない社会づくりに取り組むように努めます。  
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 取り組む施策 主な関係課 

１ 

自立支援の機能の強化 

・松原市ＤＶ等対策連絡会議 

・松原市配偶者暴力相談支援センターの設置 
人権交流センター 

２ 
地域の関係団体との連携強化 

・性暴力救援センター・大阪ＳＡＣＨＩＣＯの周知及び連携 人権交流センター 

３ 

被害者等の心身的ケア 

・松原市配偶者暴力相談支援センターの設置 

・大阪府女性相談センターや子ども家庭センター、松原市 

配偶者暴力相談支援センター等の他機関と連携強化 

人権交流センター 

子育て支援課 

４ 
困難な問題を抱える女性への支援 

・庁内各関係部署との連携強化 庁内関係部署 

 

基本的な方向 ④ハラスメント防止対策の推進 

＜現状と課題＞ 

職場におけるパワーハラスメントやセクシュアル・ハラスメント、性的指向・性自認

に起因するハラスメント、女性に対するマタニティハラスメント等の暴力は、重大な人

権侵害であるとともに、労働者の就労意欲低下、能力発揮の妨げの要因となります。ま

た職場だけでなく、学校や地域など様々な場でハラスメントによる被害が起こっていま

す。ハラスメントのない職場でいきいきと働くことができる労働環境の実現にむけて、

研修などの実施により事業者・労働者の啓発を図ります。また、ハラスメントに対する

認識と理解を深めるための啓発を強化するとともに、相談窓口の周知と相談体制の充実

を図ります。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

防止体制の整備と啓発 

・事業主及び労働者に対して、リーフレット等による啓発 

・職員対象研修 

人権交流室 

教育研修センター 

人事課 

２ 
相談体制の充実 

・相談者の状況に応じた相談窓口の周知と情報提供 人権交流室 
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基本的な方向 ⑤自殺予防対策の推進 

＜現状と課題＞ 

少子高齢化の進展により核家族化が進むなど、人間関係が希薄化しており、身近に相

談できる場所がなく、孤独を感じている人も少なくありません。 

松原市においては男性の自殺率が高くなっています。悩み事を周囲に相談できず、自

殺に追い込まれることがないように取り組みを進めていくことが大切です。自殺予防対

策を総合的に推進するために、「松原市自殺予防対策推進計画」に基づき、本市のこれま

での取り組みを発展させ、かつ全庁的な取り組みとして推進するとともに、男女共同参

画の視点からも自殺予防を図ります。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

市民と協働で行う自殺予防の意識啓発 

・啓発冊子の作成と配布 

・ゲートキーパー養成講座 

・こころの健康促進講座 

・市政出前講座 

・関係機関とのネットワーク強化 

人権交流室 

地域保健課 

障害福祉課 

産業振興課 

 

基本的な方向 ⑥防災・防犯対策の推進 

＜現状と課題＞ 

誰もが安心して暮らせる地域社会を築くためには、年齢や性別にかかわらず、あらゆ

る人が参画し、それぞれのニーズを反映させていく必要があります。 

被災時等においては、女性や高齢者、障害者、外国籍住民等、あらゆるニーズを反映

させていくため、また、防犯対策においても子どもや女性、高齢者等が犯罪に巻き込ま

れない環境整備のため、男女共同参画の視点を取り入れた施策を進め、安心・安全なま

ちづくりに努めます。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

女性の視点を盛り込んだ防災・防犯対策の促進 

・地域防災体制推進事業 危機管理課 

・防犯対策事業 市民協働課 

 

  



- 21 - 

 

基本課題３．男女共同参画意識の醸成 

基本的な方向 ①男女平等意識を育てる教育・学習の推進 

＜現状と課題＞ 

男女共同参画社会を実現していく上で、男女がともに対等な存在であるという意識形

成を子どもの頃から行うことが重要です。次世代を担う子どもたちが男女共同参画への

理解を深め、個性が尊重される中で健やかに成長し、それぞれが生き生きと活躍できる

ような将来の選択につながる教育の推進や、卒業後の進路だけでなく、子どもたち一人

ひとりの内面の成長・発達を促し、男女を問わず一人の人として自立していく力などを

育むような教育の推進を図ります。そのために、教職員等が男女共同参画について正確

な理解が深まるような研修を実施していきます。 

最近では、インターネット等の利用に起因した児童の性的搾取や誹謗中傷の書き込み

の被害が増加しており、児童・生徒が心身に有害な影響を受け、その人権が著しく侵害

されています。さらに学校においては、児童・生徒一人ひとりにタブレット端末が貸与

され、授業が行われております。 

児童・生徒をそのような被害をから守るため、児童・生徒及びその保護者がインター

ネット等の利用に潜む危険性等について正しく認識し、理解する必要があります。その

ために、児童・生徒及び保護者、学校その他の機関・団体等が連携しながら、情報リテ

ラシーについて取り組みを進めていきます。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 

男女の平等意識、相互理解と協力及び家庭生活の大切さなどの教育の促進 

・松原市人権啓発推進協議会との連携 人権交流室 

・学校園への出前講座 
人権交流室 

教育推進課 

・教職員対象研修 教育研修センター 

 

基本的な方向 ②性の多様性を認め合う社会の実現 

＜現状と課題＞ 

社会全体が性の多様性について、互いを認め合い、尊重し合う社会の実現に向けて、

国や地方自治体をはじめ、民間の活動を含めて、理解を深めるための啓発活動等、様々

な活動が行われています。 

本市では、令和５年５月より、「松原市パートナーシップ・ファミリーシップ制度」を

開始し、誰もが安心・安全で暮らせる社会づくりを目指していきます。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 
性の多様性を認める制度の運用・周知 

・松原市パートナーシップ・ファミリーシップ制度 人権交流センター 
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基本的な方向 ③地域での支え合いによる共助社会の実現 

＜現状と課題＞ 

核家族化や人間関係の希薄化により子育てや介護で孤立している人、ひとり親家庭、

単身高齢者、外国籍住民等、地域において不安や負担を抱える人が少なくありません。 

こうした問題を解決するため、地域で暮らす一人ひとりが、隣近所に関心を持ち、育

児、介護等において「困ったときにはお互いさま」という気持ちで助け合える環境づく

りが必要です。 

市民にとって身近な場から男女共同参画を推進し、地域力の向上を図るため、地域に

根ざし、男女共同参画の視点を持って活動する団体と行政が協働し、地域課題の解決に

向けた取り組みを推進していきます。また地域活動において、すべての人が対等な立場

で参加し、それぞれの意見が反映される組織づくりを促進します。 

 取り組む施策 主な関係課 

１ 
男女が共に輝けるような視点を持って活動する団体の活動促進 

・松原市市民活動サポートサロン運営事業 市民協働課 

２ 

地域における共助意識の普及啓発 

・セーフコミュニティ推進事業 

・地域国際化支援事業 
市民協働課 

・子ども・子育て応援事業 

・地域子育て支援拠点事業 
子育て支援課 

・介護予防事業 

・老人クラブとの連携 
高齢介護課 

・民生委員・児童委員協議会との連携 

・地区福祉委員会との連携 
福祉総務課 

・市民向け参加体験型セミナー 人権交流センター 
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基本課題を点検する主な指標   

基本 

課題 項 目 現状値 
目標値 

（第 5期プラン） 

1 

市における審議会に占める女性の割合 
25.8% 

40% 
（令和 5 年度） 

市（市長部局）における管理職（課長級以上）のうち、

女性職員の割合 

9.3% 
増加 

（令和 4 年度） 

市男性職員の「育児参加休暇」取得率 
64.7% 

増加 
（令和 4 年度） 

市における６歳未満の子どもがいる男性職員の家事・

育児関連時間が３時間以上の割合（１週間の１日平

均） 

70.0% 
80% 

（令和 5 年度） 

年間を通じての保育所待機児童数 
0 人 

0 人 
（令和 5 年 4月 1日） 

社会での女性の活躍がより進んだと思う市民の割合 
58.2% 

70% 
（令和 4 年度） 

2 

夫婦間や恋人同士における「平手で打つ」「殴るふり

をしておどす」を暴力として認識する市民の割合 

87.1% 
100% 

（令和 4 年度） 

夫婦間や恋人同士における「友だちや身内とのメール

や電話をチェックしたり、付き合いを制限したりす

る」行為について、暴力として認識する市民の割合 

70.0% 
100% 

（令和 4 年度） 

子どもの面前行われるＤＶは、子どもへの暴力（児童

虐待）と認識する市民の割合 

80.6% 
100% 

（令和 4 年度） 

ＤＶ等女性に対する暴力に関する相談窓口の周知度 
57.5% 

100% 
（令和 4 年度） 

3 

人権交流センター（はーとビュー）内にある男女共同

参画センターの周知度 

22.3% 
50% 

（令和 4 年度） 

男女共同参画に関する講座などの参加者数 
780人 

1,000 人 
（令和 4 年度） 

子育てや介護、ＤＶ、ハラスメントなど、困ったとき

に家族以外で相談できる相手がいる市民の割合 

82.1% 
100% 

（令和 4 年度） 

社会全体として男女の地位は、平等になっていると思

う市民の割合 

29.1% 
50% 

（令和 4 年度） 

第５期まつばら男女かがやきプランに関する事業を

共同実施する市民公益活動団体等の数 

8 団体 
増加 

（令和 4 年度） 
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男女共同参画政策のあゆみ 
女性問題、男女共同参画をめぐる国内外の動き 

● 国連・国の動き 

国連を中心とする動き 
１９７５年（昭和５０年）に「国際婦人年世界会議」が開催されました。この会議では、「平等・

発展・平和」を目標に世界的規模で女性の地位向上を図るために、各国のとるべき措置のガイド

ラインとなる「世界行動計画」が採択されました。 

１９７９年（昭和５４年）国連総会では、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条

約（女子差別撤廃条約）」が批准され、男女平等へ向けた各国の具体的な取り組みの指針とされま

した。 

１９８５年（昭和６０年）には、２０００（平成１２年）年までに各国が効果的な取り組みを行

うためのガイドラインとして、「２０００年に向けての婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」

が採択されました。 

１９９５年（平成７年）には、「第４回世界女性会議」が中国の北京で開催され、女性のエンパ

ワーメント（力をつけること）や女性の人権尊重のために世界が取り組むべき課題の「行動綱領」

と「北京宣言」が採択されました。 

２０００年（平成１２年）には、国連特別総会「女性２０００年会議」で「北京行動綱領」に関

する各国の実施状況についての検討と評価をするとともに、女性に対するあらゆる形態の暴力に

関する多くの取り組みが提案されました。 

２００５年（平成１７年）の「第４９回国連婦人の地位委員会（北京＋１０）」では、男女平等

に関する達成事項を確認するとともに、女性の自立と地位向上に向けた取り組みをより一層推進

していくことが確認されました。 

 

国内の動き 
わが国においても、国際的な動きと軌を一にして、男女共同参画の取り組みが進められてきま

した。 

１９８５年（昭和６０年）の女子差別撤廃条約の批准にあたっては、男女平等を推進するため

国内の「民法」・「国籍法」・「国民年金法」・「労働基準法」の改正、「男女雇用機会均等法」の制定、

家庭科の男女共修の学習指導要領の改訂等の法的整備がなされ、大きく進展しました。 

１９９６年（平成８年）には、「第４回世界女性会議」の成果を国内的に実現するため、新たな

国内行動計画として「男女共同参画２０００年プラン」が策定されました。 

１９９９年（平成１１年）には、男女共同参画社会の形成に向けての取り組みの法的根拠とな

る「男女共同参画社会基本法」が制定され、５つの基本理念と国、地方公共団体、国民の責務等

が明らかにされました。 
２０００年（平成１２年）１１月には、「ストーカー行為等の規制等に関する法律(ストーカー

規制法)」が施行され、ストーカー行為等を処罰するなど必要な規制と、被害者に対する援助等を

定めています。 

２０００年（平成１２年）１２月には、男女共同参画社会基本法に基づく「男女共同参画基本計

画」が策定され、取り組むべき施策の方向性と具体的施策が示されました。また、２００１年（平

成１３年）には、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（ＤＶ防止法）が施行

されました。 

２００５年（平成１７年）１２月には、「男女共同参画基本計画（第２次）」が、閣議決定し、男

女共同参画社会の実現に向けた次なる取り組みが開始されました。 

２００７年（平成１９年）７月には、保護命令制度の拡充など、ＤＶ防止法が一部改正され、２

００８年（平成２０年）１月に施行されました。 

２０１０年（平成２２年）に策定された「第３次男女共同参画基本計画」は、基本法施行後１０

年間で人々の意識改革や制度改革が浸透せず、必ずしも十分に男女共同参画が進まなかったとい

う反省に立ち、女性の活躍による経済社会の活性化や男性・子どもにとっての男女共同参画、地
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域における身近な男女共同参画の推進等の強化を図り、実効性のあるアクションプランとすると

しています。 

２０１３年（平成２５年）１０月には「ストーカー行為等の規制等に関する法律(ストーカー規

制法)」が一部改正され、電子メールを送信する行為の規制が加わり、警告等を行うことができる

警察本部長等が拡大されました。 

２０１４年（平成２６年）１月には「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法

律」が一部改正され、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及びその被害者についても、配

偶者からの暴力及びその被害者に準じて、法の適用対象とされることとなりました。 

平成２５年度版男女共同参画白書では、人口減少と少子高齢化の下にある我が国が、国、地域、

企業、世帯等あらゆるレベルで再び力強い成長の歩みを取り戻すためには、女性の活躍こそ原動

力であり、成長戦略の中核となるとしています。 

２０１５年（平成２７年）９月には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性

活躍推進法）が施行され、国・地方公共団体及び事業主において、必要な施策や基本方針及び事業

主の行動計画の策定等を定めなければなりません。 

２０２４年（令和６年）４月には「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（困難女性

支援法）が施行され、国・地方公共団体において、必要な施策や基本方針及び事業主の行動計画の

策定等を定めなければなりません。また同年４月には「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律」が一部改正され、身体的な暴力に加え、精神的・経済的な暴力もＤＶとされ、

裁判所による保護命令も６ヶ月の期間から１年間に変更となりました。 

 

● 大阪府の動き 
大阪府では、１９８１年（昭和５６年）に「女性の自立と参加を進める大阪府行動計画」を、さ

らに１９８６年（昭和６１年）には第２期行動計画「２１世紀をめざす大阪府女性プラン」を策定

されました。 

１９９１年（平成３年）には、第３期行動計画「女と男のジャンプ・プラン」が策定され、１９

９７年（平成９年）には「新 女と男のジャンプ・プラン」が策定されました。その間、１９９４

年（平成６年）には、女性の地位向上、活動拠点の施設として大阪府女性総合センター（ドーンセ

ンター）が開設されました。 

男女共同参画をめぐる様々な課題に的確に対応していくために、２００１年（平成１３年）に

男女共同参画社会基本法に基づく計画として、「おおさか男女共同参画プラン」が策定され、２０

０２年（平成１４年）には、男女共同参画社会の実現をめざす指針となる「大阪府男女共同参画推

進条例」が制定され、具体化のための施策が展開されています。さらに、計画期間の中間年度であ

る２００６年（平成１８年）には、策定以降の社会状況の変化と実施してきた施策を踏まえ、計画

内容の一部改訂されました。 

２００５年（平成１７年）には、「大阪府配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基

本計画」が策定されました。 

２０１１年（平成２３年）には「おおさか男女共同参画プラン（2011-2015）」を策定し、市町村

や NPO、大学、企業、経済団体等と連携・協働し、大阪全体で男女共同参画社会の実現に向けた取

り組みを推進するとしています。 

２０１６年（平成２８年）には「おおさか男女共同参画プラン（2016-2020）」を策定し、２０２

１年（令和３年）には「おおさか男女共同参画プラン（2021-2025）」を策定しました。 

 

● 松原市の取り組み 
本市では、１９８６年（昭和６１年）に婦人対策担当を総務部総務課に設置し、女性問題のため

の講演会や広報誌での啓発活動を行ってきました。１９９３年（平成５年）に企画財政部企画課

に移管し、１９９４年（平成６年）に企画課を政策推進室に名称変更すると同時に、婦人対策担当

を女性政策担当に名称変更しました。 
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１９９５年（平成７年）には、女性行動計画策定のために庁内組織として女性政策推進組織（本

部・連絡会議。研究会）を発足し、研究会において「男女平等に関する市民意識調査」の設計や現

状データの検討を重ね、行動計画策定の基礎資料となる報告書を作成しました。 

１９９６年（平成８年）に「女性政策審議委員連絡会議」を開催し、１９９８年（平成１０年）

２月に「松原市女性行動計画への提言～女性が働きやすいまちづくりにむけて」と題した提言を

受けました。 

その間、１９９７年（平成９年）４月に担当を教育委員会社会教育課に移し、１９９８年（平成

１０年）１１月、１０年間を計画期間とする「松原市男女協働参画プラン～輝けまつばら 女と

男で」を策定しました。 

２０００年（平成１２年）には、総務部人権文化室に移管しました。 

２００２年（平成１４年）、職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止及び排除のための

措置並びに適切な対応のための措置として、「セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する要綱」

を制定しました。 

「松原市男女協働参画プラン」の中間年である２００４年（平成１６年）には、全課を対象とす

る推進状況の調査をいたしました。 

２００８年（平成２０年）に「男女共同参画推進懇話会」を開催し、２００９年（平成２１年）

１月に「次期松原市男女共同参画プランに係る提言書」を受けました。 

２００９年（平成２１年）３月に地域・職場・学校・家庭において推進する施策を掲げ、２００

９年（平成２１年）４月から２０１３年（平成２６年）３月までの５年間を計画期間とする「まつ

ばら男女共同参画プラン Ｓｅｃｏｎｄ ｓｔａｇｅ」を策定しました。 

２０１３年（平成２５年）に「男女共同参画推進審議会」を開催し、２０１３年（平成２５年）

１２月に『松原市における「第３期まつばら男女共同参画プラン」の策定に関する基本的な考え

方について（答申）』を受けました。その中では、施策を進めるためにＰＤＣＡ（Ｐｌａｎ計画、

Ｄｏ実施、Ｃｈｅｃｋ点検、Ａｃｔｉｏｎ見直し）を行い、総花的なものにはせずメリハリのある

プランにすることが掲げられています。そのためにも、数値目標を設定し進捗を確認するととも

に、松原市固有の課題に対応すべく、地域で活動する多くの団体と協働してプランを進めていく

こととしました。 

２０１４年（平成２６年）４月に本プランにある主な取り組み等を実施する拠点として人権交

流センター内に男女共同参画センターを新たに設置します。また男女共同参画の視点で活動する

ＮＰＯ法人や市民公益活動団体の活動拠点としても利活用を促進します。 

２０１８年（平成３０年）に「男女共同参画推進審議会」を開催し、２０１８年（平成３０年）

１１月に『松原市における「第４期まつばら男女かがやきプラン」の策定に関する基本的な考え

方について（答申）』を受けました。その中で、「第３期まつばら男女かがやきプラン」の基本部分

を継承しつつ、社会情勢などの変化に対応したプランを策定しました。 

２０２３年（令和５年）に「男女共同参画推進審議会」を開催し、令和６（２０２４）年３月に

「第５期まつばら男女かがやきプラン」の策定に関する基本的な考え方について答申を受けまし

た。その中で、「第４期まつばら男女かがやきプラン」の基本理念は継承し、社会情勢などの変化

に対応したプランを策定しました。第５期プランでは、引き続き、数値目標を設定し進捗を確認

するとともに、男女共同参画センター以外での公共施設において事業の実施や市内で男女共同参

画の視点で活動している団体どうしの交流・連携の充実、男女共同参画フェスタの拡大版の実施

をしていきます。 
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日本国憲法（抜粋） 
（昭和二十一年十一月三日憲法） 

第 13条  

すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利につい

ては、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。 

 

第 14条  

すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、 

政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 
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男女共同参画社会基本法 
（平成 11年 6月 23日法律第 78 号） 

最終改正：平成 11年 12月 22日法律第 160号 
前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつ

つ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必

要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化

等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応して

いく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責

任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と

能力を十分に発揮することができる男女共同参画

社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の

実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要

課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進

を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本

理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の

形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進する

ため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力あ

る社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女

共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並

びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかに

するとともに、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の基本となる事項を定めることによ

り、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的

に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対

等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が

確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係

る男女間の格差を改善するため必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、当該機

会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人と

しての尊厳が重んぜられること、男女が性別によ

る差別的取扱いを受けないこと、男女が個人とし

て能力を発揮する機会が確保されることその他

の男女の人権が尊重されることを旨として、行わ

れなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社

会における制度又は慣行が、性別による固定的な

役割分担等を反映して、男女の社会における活動

の選択に対して中立でない影響を及ぼすことに

より、男女共同参画社会の形成を阻害する要因と

なるおそれがあることにかんがみ、社会における

制度又は慣行が男女の社会における活動の選択

に対して及ぼす影響をできる限り中立なものと

するように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会

の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体

における政策又は民間の団体における方針の立

案及び決定に共同して参画する機会が確保され

ることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成す

る男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の

養育、家族の介護その他の家庭生活における活動

について家族の一員としての役割を円滑に果た

し、かつ、当該活動以外の活動を行うことができ

るようにすることを旨として、行われなければな

らない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社

会における取組と密接な関係を有していること

にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的

協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共

同参画社会の形成についての基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
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含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施

する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男

女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に

準じた施策及びその他のその地方公共団体の区

域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の

社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成に寄与するように努

めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を実施するため必要な法制上又は

財政上の措置その他の措置を講じなければなら

ない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社

会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての報告

を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画

社会の形成の状況を考慮して講じようとする男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明

らかにした文書を作成し、これを国会に提出しな

ければならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴

いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議

の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定

があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計

画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更

について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘

案して、当該都道府県の区域における男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基

本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」

という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的

に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県

男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策についての基本的な計画（以下「市町村男

女共同参画計画」という。）を定めるように努め

なければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画

計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策

定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画

社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通

じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう

適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策につ

いての苦情の処理のために必要な措置及び性別

による差別的取扱いその他の男女共同参画社会

の形成を阻害する要因によって人権が侵害され

た場合における被害者の救済を図るために必要

な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査

研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の策定に必要な調査研究を推進する

ように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的

協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関

との情報の交換その他男女共同参画社会の形成

に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図る

ために必要な措置を講ずるように努めるものと

する。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の
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団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して

行う活動を支援するため、情報の提供その他の必

要な措置を講ずるように努めるものとする。 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会

議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三

項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は

関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政

策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び

関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政

府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす

影響を調査し、必要があると認めるときは、内

閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べ

ること。 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内を

もって組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内

閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見

を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命す

る者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員

の総数の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一

方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十

分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることが

できる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するため

に必要があると認めるときは、関係行政機関の長

に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料

の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求

めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必

要があると認めるときは、前項に規定する者以外

の者に対しても、必要な協力を依頼することがで

きる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組

織及び議員その他の職員その他会議に関し必要

な事項は、政令で定める。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律

第七号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画

審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）

第一条の規定により置かれた男女共同参画審議

会は、第二十一条第一項の規定により置かれた審

議会となり、同一性をもって存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四

条第一項の規定により任命された男女共同参画

審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、

第二十三条第一項の規定により、審議会の委員と

して任命されたものとみなす。この場合において、

その任命されたものとみなされる者の任期は、同

条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審

議会設置法第四条第二項の規定により任命され

た男女共同参画審議会の委員としての任期の残

任期間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五

条第一項の規定により定められた男女共同参画

審議会の会長である者又は同条第三項の規定に

より指名された委員である者は、それぞれ、この

法律の施行の日に、第二十四条第一項の規定によ

り審議会の会長として定められ、又は同条第三項

の規定により審議会の会長の職務を代理する委

員として指名されたものとみなす。 

（総理府設置法の一部改正） 

第四条 総理府設置法（昭和二十四年法律第百二十

七号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成一一年七月一六日法律第一〇二

号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律

（平成十一年法律第八十八号）の施行の日〔平成

一三年一月六日〕から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 〔略〕 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三

項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の

規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 
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第二十八条 この法律の施行の日の前日において

次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委

員その他の職員である者（任期の定めのない者を

除く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員

の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわ

らず、その日に満了する。 

一～十 〔略〕 

十一 男女共同参画審議会 

十二～五十八 〔略〕 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するものの

ほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置

は、別に法律で定める。 

附 則〔平成一一年一二月二二日法律第一六

〇号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、

平成十三年一月六日から施行する。〔後略〕 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
（平成13年法律第31号） 

最終改正：令和5年6月14日号外法律第53号 

改正内容：令和5年5月19日号外法律第30号（令和6年4月1日） 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条の四） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条―第三十一条） 

附則 

 
我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実

現に向けた取組が行われている。ところが、配偶者

からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権

侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ずし

も十分に行われてこなかった。また、配偶者からの

暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自

立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加え

ることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨

げとなっている。このような状況を改善し、人権の

擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者から

の暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講

ずることが必要である。このことは、女性に対する

暴力を根絶しようと努めている国際社会における

取組にも沿うものである。ここに、配偶者からの暴

力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整

備することにより、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」と

は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及

ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる

心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び

第二十八条の二において「身体に対する暴力等」

と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対す

る暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又は

その婚姻が取り消された場合にあっては、当該配

偶者であった者から引き続き受ける身体に対す

る暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者から

の暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出を

していないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしてい

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者

が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含

むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

を防止するとともに、被害者の保護（被害者の自

立を支援することを含む。以下同じ。）を図る責

務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画

等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務

大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五

項において「主務大臣」という。）は、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

に関する基本的な方針（以下この条並びに次条第

一項及び第三項において「基本方針」という。）

を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、

次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項

の市町村基本計画の指針となるべきものを定め

るものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策を実施するために必要な国、地方

公共団体及び民間の団体の連携及び協力に関

する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のための施策に関

する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更

しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関

の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該

都道府県における配偶者からの暴力の防止及び



- 33 - 

 

被害者の保護のための施策の実施に関する基本

的な計画（以下この条において「都道府県基本計

画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策を実施するために必要な当該都

道府県、関係地方公共団体及び民間の団体の連

携及び協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護のための施策の実

施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本

方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、

当該市町村における配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策の実施に関する基

本的な計画（以下この条において「市町村基本計

画」という。）を定めるよう努めなければならな

い。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は

市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道

府県基本計画又は市町村基本計画の作成のため

に必要な助言その他の援助を行うよう努めなけ

ればならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する女性

相談支援センターその他の適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとし

ての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設に

おいて、当該各施設が配偶者暴力相談支援センタ

ーとしての機能を果たすようにするよう努める

ものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる

業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に

応ずること又は女性相談支援員若しくは相談

を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学

的又は心理学的な指導その他の必要な指導を

行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合に

あっては、被害者及びその同伴する家族。次号、

第六号、第五条、第八条の三及び第九条におい

て同じ。）の緊急時における安全の確保及び一

時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進する

ため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関す

る制度の利用等について、情報の提供、助言、

関係機関との連絡調整その他の援助を行うこ

と。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関への連絡そ

の他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調

整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、女性相談支援センタ

ーが、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準

を満たす者に委託して行うものとする。 

５ 前項の規定による委託を受けた者若しくはそ

の役員若しくは職員又はこれらの者であった者

は、正当な理由がなく、その委託を受けた業務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行

うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行

う民間の団体との連携に努めるものとする。 

（女性相談支援員による相談等） 

第四条 女性相談支援員は、被害者の相談に応じ、

必要な援助を行うことができる。 

（女性自立支援施設における保護） 

第五条 都道府県は、女性自立支援施設において被

害者の保護を行うことができる。 

（協議会） 

第五条の二 都道府県は、単独で又は共同して、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図る

ため、関係機関、関係団体、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関連する職務に従事す

る者その他の関係者（第五項において「関係機関

等」という。）により構成される協議会（以下「協

議会」という。）を組織するよう努めなければな

らない。 

２ 市町村は、単独で又は共同して、協議会を組織

することができる。 

３ 協議会は、被害者に関する情報その他被害者の

保護を図るために必要な情報の交換を行うとと

もに、被害者に対する支援の内容に関する協議を

行うものとする。 

４ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体

は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公

表しなければならない。 

５ 協議会は、第三項に規定する情報の交換及び協

議を行うため必要があると認めるときは、関係機

関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳そ

の他必要な協力を求めることができる。 

（秘密保持義務） 

第五条の三 協議会の事務に従事する者又は従事

していた者は、正当な理由がなく、協議会の事務

に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 
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第五条の四 前二条に定めるもののほか、協議会の

組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であ

った者からの身体に対する暴力に限る。以下この

章において同じ。）を受けている者を発見した者

は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警

察官に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに

当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾

病にかかったと認められる者を発見したときは、

その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察

官に通報することができる。この場合において、

その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示

罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定

は、前二項の規定により通報することを妨げるも

のと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに

当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾

病にかかったと認められる者を発見したときは、

その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の

利用について、その有する情報を提供するよう努

めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護につ

いての説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に

関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応

じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配

偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容に

ついて説明及び助言を行うとともに、必要な保護

を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力

が行われていると認めるときは、警察法（昭和二

十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭

和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定

めるところにより、暴力の制止、被害者の保護そ

の他の配偶者からの暴力による被害の発生を防

止するために必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長

（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方

面については、方面本部長。第十五条第三項にお

いて同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力

を受けている者から、配偶者からの暴力による被

害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申

出があり、その申出を相当と認めるときは、当該

配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公

安委員会規則で定めるところにより、当該被害を

自ら防止するための措置の教示その他配偶者か

らの暴力による被害の発生を防止するために必

要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十

五号）に定める福祉に関する事務所（次条におい

て「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭

和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭

和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並

びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）

その他の法令の定めるところにより、被害者の自

立を支援するために必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警

察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又

は市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者

の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行

われるよう、相互に連携を図りながら協力するよ

う努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係

る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の

申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理

するよう努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（接近禁止命令等） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又

は生命、身体、自由、名誉若しくは財産に対し害

を加える旨を告知してする脅迫（以下この章にお

いて「身体に対する暴力等」という。）を受けた

者に限る。以下この条並びに第十二条第一項第三

号及び第四号において同じ。）が、配偶者（配偶

者からの身体に対する暴力等を受けた後に、被害

者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者。以下この条

及び第十二条第一項第二号から第四号までにお

いて同じ。）からの更なる身体に対する暴力等に

より、その生命又は心身に重大な危害を受けるお

それが大きいときは、裁判所は、被害者の申立て

により、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた

日から起算して一年間、被害者の住居（当該配偶

者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下

この項において同じ。）その他の場所において被

害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤

務先その他その通常所在する場所の付近をはい

かいしてはならないことを命ずるものとする。 

２ 前項の場合において、同項の規定による命令

（以下「接近禁止命令」という。）を発する裁判

所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、

当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、

接近禁止命令の効力が生じた日から起算して一

年を経過する日までの間、被害者に対して次に掲

げる行為をしてはならないことを命ずるものと

する。 

一 面会を要求すること。 
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二 その行動を監視していると思わせるような

事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得

ない場合を除き、連続して、電話をかけ、文書

を送付し、通信文その他の情報（電気通信（電

気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）

第二条第一号に規定する電気通信をいう。以下

この号及び第六項第一号において同じ。）の送

信元、送信先、通信日時その他の電気通信を行

うために必要な情報を含む。以下この条におい

て「通信文等」という。）をファクシミリ装置

を用いて送信し、若しくは電子メールの送信等

をすること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から

午前六時までの間に、電話をかけ、通信文等を

ファクシミリ装置を用いて送信し、又は電子メ

ールの送信等をすること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌

悪の情を催させるような物を送付し、又はその

知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り

得る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しく

はその知り得る状態に置き、その性的羞恥心を

害する文書、図画、電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。以下この号において同じ。）に係

る記録媒体その他の物を送付し、若しくはその

知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害

する電磁的記録その他の記録を送信し、若しく

はその知り得る状態に置くこと。 

九 その承諾を得ないで、その所持する位置情報

記録・送信装置（当該装置の位置に係る位置情

報（地理空間情報活用推進基本法（平成十九年

法律第六十三号）第二条第一項第一号に規定す

る位置情報をいう。以下この号において同じ。）

を記録し、又は送信する機能を有する装置で政

令で定めるものをいう。以下この号及び次号に

おいて同じ。）（同号に規定する行為がされた

位置情報記録・送信装置を含む。）により記録

され、又は送信される当該位置情報記録・送信

装置の位置に係る位置情報を政令で定める方

法により取得すること。 

十 その承諾を得ないで、その所持する物に位置

情報記録・送信装置を取り付けること、位置情

報記録・送信装置を取り付けた物を交付するこ

とその他その移動に伴い位置情報記録・送信装

置を移動し得る状態にする行為として政令で

定める行為をすること。 

３ 第一項の場合において、被害者がその成年に達

しない子（以下この項及び次項並びに第十二条第

一項第三号において単に「子」という。）と同居

しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ

戻すと疑うに足りる言動を行っていることその

他の事情があることから被害者がその同居して

いる子に関して配偶者と面会することを余儀な

くされることを防止するため必要があると認め

るときは、接近禁止命令を発する裁判所又は発し

た裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日以後、接近禁止命

令の効力が生じた日から起算して一年を経過す

る日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下この項に

おいて同じ。）、就学する学校その他の場所にお

いて当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住

居、就学する学校その他その通常所在する場所の

付近をはいかいしてはならないこと及び当該子

に対して前項第二号から第十号までに掲げる行

為（同項第五号に掲げる行為にあっては、電話を

かけること及び通信文等をファクシミリ装置を

用いて送信することに限る。）をしてはならない

ことを命ずるものとする。ただし、当該子が十五

歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項の場合において、配偶者が被害者の親族

その他被害者と社会生活において密接な関係を

有する者（被害者と同居している子及び配偶者と

同居している者を除く。以下この項及び次項並び

に第十二条第一項第四号において「親族等」とい

う。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な

言動を行っていることその他の事情があること

から被害者がその親族等に関して配偶者と面会

することを余儀なくされることを防止するため

必要があると認めるときは、接近禁止命令を発す

る裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てに

より、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日

以後、接近禁止命令の効力が生じた日から起算し

て一年を経過する日までの間、当該親族等の住居

（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居

を除く。以下この項において同じ。）その他の場

所において当該親族等の身辺につきまとい、又は

当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを

命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳

未満の子を除く。以下この項において同じ。）の

同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後

見人である場合にあっては、その法定代理人の同

意）がある場合に限り、することができる。 

６ 第二項第四号及び第五号の「電子メールの送信

等」とは、次の各号のいずれかに掲げる行為（電

話をかけること及び通信文等をファクシミリ装

置を用いて送信することを除く。）をいう。 

一 電子メール（特定電子メールの送信の適正化

等に関する法律（平成十四年法律第二十六号）

第二条第一号に規定する電子メールをいう。）

その他のその受信をする者を特定して情報を
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伝達するために用いられる電気通信の送信を

行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって、内閣府令で定めるものを

用いて通信文等の送信を行うこと。 

（退去等命令） 

第十条の二 被害者（配偶者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身

体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をい

う。以下この章において同じ。）を受けた者に限

る。以下この条及び第十八条第一項において同

じ。）が、配偶者（配偶者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者

が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者。以下この条、

第十二条第二項第二号及び第十八条第一項にお

いて同じ。）から更に身体に対する暴力を受ける

ことにより、その生命又は身体に重大な危害を受

けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の

申立てにより、当該配偶者に対し、命令の効力が

生じた日から起算して二月間（被害者及び当該配

偶者が生活の本拠として使用する建物又は区分

建物（不動産登記法（平成十六年法律第百二十三

号）第二条第二十二号に規定する区分建物をい

う。）の所有者又は賃借人が被害者のみである場

合において、被害者の申立てがあったときは、六

月間）、被害者と共に生活の本拠としている住居

から退去すること及び当該住居の付近をはいか

いしてはならないことを命ずるものとする。ただ

し、申立ての時において被害者及び当該配偶者が

生活の本拠を共にする場合に限る。 

（管轄裁判所） 

第十一条 接近禁止命令及び前条の規定による命

令（以下「退去等命令」という。）の申立てに係

る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がない

とき又は住所が知れないときは居所）の所在地を

管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 接近禁止命令の申立ては、次の各号に掲げる地

を管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対す

る暴力等が行われた地 

３ 退去等命令の申立ては、次の各号に掲げる地を

管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対す

る暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（接近禁止命令等の申立て等） 

第十二条 接近禁止命令及び第十条第二項から第

四項までの規定による命令の申立ては、次に掲げ

る事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力等を受けた

状況（当該身体に対する暴力等を受けた後に、

被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消され

た場合であって、当該配偶者であった者からの

身体に対する暴力等を受けたときにあっては、

当該配偶者であった者からの身体に対する暴

力等を受けた状況を含む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者からの更な

る身体に対する暴力等により、生命又は心身に

重大な危害を受けるおそれが大きいと認める

に足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令（以下この号

並びに第十七条第三項及び第四項において「三

項命令」という。）の申立てをする場合にあっ

ては、被害者が当該同居している子に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを

防止するため当該三項命令を発する必要があ

ると認めるに足りる申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てを

する場合にあっては、被害者が当該親族等に関

して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため当該命令を発する必要が

あると認めるに足りる申立ての時における事

情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警

察職員に対し、前各号に掲げる事項について相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有

無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当

該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日

時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた

措置の内容 

２ 退去等命令の申立ては、次に掲げる事項を記載

した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫を受けた状況（当該身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被

害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された

場合であって、当該配偶者であった者からの身

体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受

けたときにあっては、当該配偶者であった者か

らの身体に対する暴力又は生命等に対する脅

迫を受けた状況を含む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者から更に身

体に対する暴力を受けることにより、生命又は

身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと

認めるに足りる申立ての時における事情 

三 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警

察職員に対し、前二号に掲げる事項について相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有

無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当

該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日

時及び場所 
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ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた

措置の内容 

３ 前二項の書面（以下「申立書」という。）に第

一項第五号イからニまで又は前項第三号イから

ニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立

書には、第一項第一号から第四号まで又は前項第

一号及び第二号に掲げる事項についての申立人

の供述を記載した書面で公証人法（明治四十一年

法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を

受けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、接近禁止命令、第十条第二項

から第四項までの規定による命令及び退去等命

令（以下「保護命令」という。）の申立てに係る

事件については、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち

会うことができる審尋の期日を経なければ、これ

を発することができない。ただし、その期日を経

ることにより保護命令の申立ての目的を達する

ことができない事情があるときは、この限りでな

い。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまで

又は同条第二項第三号イからニまでに掲げる事

項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者

暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に

対し、申立人が相談し、又は援助若しくは保護を

求めた際の状況及びこれに対して執られた措置

の内容を記載した書面の提出を求めるものとす

る。この場合において、当該配偶者暴力相談支援

センター又は当該所属官署の長は、これに速やか

に応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項

の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官

署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助

若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規

定により書面の提出を求めた事項に関して更に

説明を求めることができる。 

（期日の呼出し） 

第十四条の二 保護命令に関する手続における期

日の呼出しは、呼出状の送達、当該事件について

出頭した者に対する期日の告知その他相当と認

める方法によってする。 

２ 呼出状の送達及び当該事件について出頭した

者に対する期日の告知以外の方法による期日の

呼出しをしたときは、期日に出頭しない者に対し、

法律上の制裁その他期日の不遵守による不利益

を帰することができない。ただし、その者が期日

の呼出しを受けた旨を記載した書面を提出した

ときは、この限りでない。 

（公示送達の方法） 

第十四条の三 保護命令に関する手続における公

示送達は、裁判所書記官が送達すべき書類を保管

し、いつでも送達を受けるべき者に交付すべき旨

を裁判所の掲示場に掲示してする。 

（電子情報処理組織による申立て等） 

第十四条の四 保護命令に関する手続における申

立てその他の申述（以下この条において「申立て

等」という。）のうち、当該申立て等に関するこ

の法律その他の法令の規定により書面等（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。次項及び第四項において同じ。）をもってす

るものとされているものであって、最高裁判所の

定める裁判所に対してするもの（当該裁判所の裁

判長、受命裁判官、受託裁判官又は裁判所書記官

に対してするものを含む。）については、当該法

令の規定にかかわらず、最高裁判所規則で定める

ところにより、電子情報処理組織（裁判所の使用

に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この

項及び第三項において同じ。）と申立て等をする

者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。）を用いてす

ることができる。 

２ 前項の規定によりされた申立て等については、

当該申立て等を書面等をもってするものとして

規定した申立て等に関する法令の規定に規定す

る書面等をもってされたものとみなして、当該申

立て等に関する法令の規定を適用する。 

３ 第一項の規定によりされた申立て等は、同項の

裁判所の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルへの記録がされた時に、当該裁判所に到達

したものとみなす。 

４ 第一項の場合において、当該申立て等に関する

他の法令の規定により署名等（署名、記名、押印

その他氏名又は名称を書面等に記載することを

いう。以下この項において同じ。）をすることと

されているものについては、当該申立て等をする

者は、当該法令の規定にかかわらず、当該署名等

に代えて、最高裁判所規則で定めるところにより、

氏名又は名称を明らかにする措置を講じなけれ

ばならない。 

５ 第一項の規定によりされた申立て等が第三項

に規定するファイルに記録されたときは、第一項

の裁判所は、当該ファイルに記録された情報の内

容を書面に出力しなければならない。 

６ 第一項の規定によりされた申立て等に係るこ

の法律その他の法令の規定による事件の記録の

閲覧若しくは謄写又はその正本、謄本若しくは抄

本の交付は、前項の書面をもってするものとする。

当該申立て等に係る書類の送達又は送付も、同様

とする。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、

理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論

を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示

せば足りる。 
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２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は

相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日

における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速

やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は

居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長

に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶

者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又

は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、

申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号

イからニまで又は同条第二項第三号イからニま

でに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記

官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内

容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力

相談支援センター（当該申立書に名称が記載され

た配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場

合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、

又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い

配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するも

のとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対

しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及

ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取

消しの原因となることが明らかな事情があるこ

とにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、

申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を

生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずる

ことができる。事件の記録が原裁判所に存する間

は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により接近禁止命令の効力の停止

を命ずる場合において、第十条第二項から第四項

までの規定による命令が発せられているときは、

裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなけれ

ばならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申

し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が接近禁止命令を取り消す場合に

おいて、第十条第二項から第四項までの規定によ

る命令が発せられているときは、抗告裁判所は、

当該命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保

護命令について、第三項若しくは第四項の規定に

よりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判

所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、

速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした

配偶者暴力相談支援センターの長に通知するも

のとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合

並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合

について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命

令の申立てをした者の申立てがあった場合には、

当該保護命令を取り消さなければならない。接近

禁止命令又は第十条第二項から第四項までの規

定による命令にあっては接近禁止命令が効力を

生じた日から起算して三月を経過した日以後に

おいて、退去等命令にあっては当該退去等命令が

効力を生じた日から起算して二週間を経過した

日以後において、これらの命令を受けた者が申し

立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした

者に異議がないことを確認したときも、同様とす

る。 

２ 前条第六項の規定は、接近禁止命令を発した裁

判所が前項の規定により当該接近禁止命令を取

り消す場合について準用する。 

３ 三項命令を受けた者は、接近禁止命令が効力を

生じた日から起算して六月を経過した日又は当

該三項命令が効力を生じた日から起算して三月

を経過した日のいずれか遅い日以後において、当

該三項命令を発した裁判所に対し、第十条第三項

に規定する要件を欠くに至ったことを理由とし

て、当該三項命令の取消しの申立てをすることが

できる。 

４ 裁判所は、前項の取消しの裁判をするときは、

当該取消しに係る三項命令の申立てをした者の

意見を聴かなければならない。 

５ 第三項の取消しの申立てについての裁判に対

しては、即時抗告をすることができる。 

６ 第三項の取消しの裁判は、確定しなければその

効力を生じない。 

７ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、第一

項から第三項までの場合について準用する。 

（退去等命令の再度の申立て） 

第十八条 退去等命令が発せられた後に当該発せ

られた退去等命令の申立ての理由となった身体

に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の

事実を理由とする退去等命令の再度の申立てが

あったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本

拠としている住居から転居しようとする被害者

がその責めに帰することのできない事由により

当該発せられた命令の期間までに当該住居から

の転居を完了することができないことその他の

退去等命令を再度発する必要があると認めるべ

き事情があるときに限り、退去等命令を発するも

のとする。ただし、当該退去等命令を発すること

により当該配偶者の生活に特に著しい支障を生

ずると認めるときは、当該退去等命令を発しない

ことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の

規定の適用については、同条第二項各号列記以外

の部分中「事項」とあるのは「事項及び第十八条

第一項本文の事情」と、同項第三号中「事項に」

とあるのは「事項及び第十八条第一項本文の事情
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に」と、同条第三項中「事項に」とあるのは「事

項並びに第十八条第一項本文の事情に」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者

は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若し

くは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又

は事件に関する事項の証明書の交付を請求する

ことができる。ただし、相手方にあっては、保護

命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を

呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に

対する保護命令の送達があるまでの間は、この限

りでない。 

第二十条 削除〔令和五年五月法律三〇号〕 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を

除き、保護命令に関する手続に関しては、その性

質に反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第

百九号）第一編から第四編までの規定（同法第七

十一条第二項、第九十一条の二、第九十二条第九

項及び第十項、第九十二条の二第二項、第九十四

条、第百条第二項、第一編第五章第四節第三款、

第百十一条、第一編第七章、第百三十三条の二第

五項及び第六項、第百三十三条の三第二項、第百

五十一条第三項、第百六十条第二項、第百八十五

条第三項、第二百五条第二項、第二百十五条第二

項、第二百二十七条第二項並びに第二百三十二条

の二の規定を除く。）を準用する。この場合にお

いて、次の表の上欄に掲げる同法の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 

第百十二条

第一項本文 

前条の規定による措

置を開始した 

裁判所書記官

が送達すべき

書類を保管し、

いつでも送達

を受けるべき

者に交付すべ

き旨の裁判所

の掲示場への

掲示を始めた 

第百十二条

第一項ただ

し書 

前条の規定による措

置を開始した 

当該掲示を始

めた 

第百十三条 書類又は電磁的記録 書類 

記載又は記録 記載 

第百十一条の規定に

よる措置を開始した 

裁判所書記官

が送達すべき

書類を保管し、

いつでも送達

を受けるべき

者に交付すべ

き旨の裁判所

の掲示場への

掲示を始めた 

第百三十三

条の三第一

項 

記載され、又は記録さ

れた書面又は電磁的

記録 

記載された書

面 

当該書面又は電磁的

記録 

当該書面 

又は電磁的記録その

他これに類する書面

又は電磁的記録 

その他これに

類する書面 

第百五十一

条第二項及

び第二百三

十一条の二

第二項 

方法又は最高裁判所

規則で定める電子情

報処理組織を使用す

る方法 

方法 

第百六十条

第一項 

最高裁判所規則で定

めるところにより、電

子調書（期日又は期日

外における手続の方

式、内容及び経過等の

記録及び公証をする

ためにこの法律その

他の法令の規定によ

り裁判所書記官が作

成する電磁的記録を

いう。以下同じ。） 

調書 

第百六十条

第三項 

前項の規定によりフ

ァイルに記録された

電子調書の内容に 

調書の記載に

ついて 

第百六十条

第四項 

第二項の規定により

ファイルに記録され

た電子調書 

調書 

当該電子調書 当該調書 

第百六十条

の二第一項 

前条第二項の規定に

よりファイルに記録

された電子調書の内

容 

調書の記載 

第百六十条

の二第二項 

その旨をファイルに

記録して 

調書を作成し

て 

第二百五条

第三項 

事項又は前項の規定

によりファイルに記

録された事項若しく

は同項の記録媒体に

記録された事項 

事項 

第二百十五

条第四項 

事項又は第二項の規

定によりファイルに

記録された事項若し

くは同項の記録媒体

に記録された事項 

事項 

第二百三十

一条の三第

二項 

若しくは送付し、又は

最高裁判所規則で定

める電子情報処理組

織を使用する 

又は送付する 

第二百六十

一条第四項 

電子調書 調書 

記録しなければ 記載しなけれ

ば 
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（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命

令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所

規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保

護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項に

おいて「職務関係者」という。）は、その職務を

行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれ

ている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有

無等を問わずその人権を尊重するとともに、その

安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしな

ければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被

害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する

理解を深めるために必要な研修及び啓発を行う

ものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止に関する国民の理解を深めるための

教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害

者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健

康を回復させるための方法等に関する調査研究

の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及

び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動

を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう

努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を

支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる

業務を行う女性相談支援センターの運営に要

する費用（次号に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき女性相

談支援センターが行う一時保護（同条第四項に

規定する厚生労働大臣が定める基準を満たす

者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴

い必要な事務に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県が置く女性

相談支援員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護

（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者

に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い

必要な事務に要する費用 

２ 市町村は、第四条の規定に基づき市町村が置く

女性相談支援員が行う業務に要する費用を支弁

しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都

道府県が前条第一項の規定により支弁した費用

のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものにつ

いては、その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げ

る費用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁し

た費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げる

もの 

二 市町村が前条第二項の規定により支弁した

費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章

までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻

関係における共同生活に類する共同生活を営ん

でいないものを除く。）をする関係にある相手か

らの暴力（当該関係にある相手からの身体に対す

る暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体

に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係

を解消した場合にあっては、当該関係にあった者

から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）

及び当該暴力を受けた者について準用する。この

場合において、これらの規定（同条を除く。）中

「配偶者からの暴力」とあるのは、「特定関係者

からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

第二条 配偶者 第二十八条の二に規定

する関係にある相手

（以下「特定関係者」と

いう。） 

、被害者 、被害者（特定関係者か

らの暴力を受けた者を

いう。以下同じ。） 

第六条第一

項 

配偶者又は

配偶者であ

った者 

特定関係者又は特定関

係者であった者 

第十条第一

項から第四

項まで、第十

条の二、第十

一条第二項

第二号及び

第三項第二

号、第十二条

第一項第一

号から第四

号まで並び

に第二項第

一号及び第

二号並びに

配偶者 特定関係者 
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第十八条第

一項 

第十条第一

項、第十条の

二並びに第

十二条第一

項第一号及

び第二項第

一号 

離婚をし、又

はその婚姻

が取り消さ

れた場合 

第二十八条の二に規定

する関係を解消した場

合 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準

用する第十条第一項から第四項まで及び第十条

の二の規定によるものを含む。第三十一条におい

て同じ。）に違反した者は、二年以下の懲役又は

二百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第三条第五項又は第五条の三の規定に

違反して秘密を漏らした者は、一年以下の拘禁刑

又は五十万円以下の罰金に処する。 

第三十一条 第十二条第一項若しくは第二項（第十

八条第二項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）又は第二十八条の二において読み替

えて準用する第十二条第一項若しくは第二項（第

二十八条の二において準用する第十八条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の規定により記載すべき事項について虚偽の記

載のある申立書により保護命令の申立てをした

者は、十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。ただし、第二章、第六

条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援セ

ンターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第

二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行

する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談

所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴

力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求め

た場合における当該被害者からの保護命令の申

立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号

並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用

については、これらの規定中「配偶者暴力相談支

援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施

行後三年を目途として、この法律の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必

要な措置が講ぜられるものとする。 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第四条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六

年法律第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成一六年六月二日法律第六四号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による

改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律（次項において「旧法」という。）

第十条の規定による命令の申立てに係る同条の

規定による命令に関する事件については、なお従

前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せら

れた後に当該命令の申立ての理由となった身体

に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危

害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの

法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する法律（以下「新法」とい

う。）第十条第一項第二号の規定による命令の申

立て（この法律の施行後最初にされるものに限

る。）があった場合における新法第十八条第一項

の規定の適用については、同項中「二月」とある

のは、「二週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後

三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置

が講ぜられるものとする。 

附 則〔平成一九年七月一一日法律第一一三

号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を

経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による

改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律第十条の規定による命令の申

立てに係る同条の規定による命令に関する事件

については、なお従前の例による。 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第三条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六

年法律第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二五年七月三日法律第七二号〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。 

（銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正） 

２ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十三年法律第

六号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

３ 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年法

律第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二六年四月二三日法律第二八号

抄〕 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第四条第一項及び第二項、第十

四条並びに第十九条の規定 公布の日 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条

まで、第十二条及び第十五条から第十八条まで

の規定 平成二十六年十月一日 

三 〔略〕 

（政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法

律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則〔令和元年六月二六日法律第四六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 

公布の日 

二・三 〔略〕 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の

施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

〔検討等〕 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の

施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律第六条第一項及

び第二項の通報の対象となる同条第一項に規定

する配偶者からの暴力の形態並びに同法第十条

第一項から第四項までの規定による命令の申立

てをすることができる同条第一項に規定する被

害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行

後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律第一条第一項に規定

する配偶者からの暴力に係る加害者の地域社会

における更生のための指導及び支援の在り方に

ついて検討を加え、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。 

附 則〔令和四年五月二五日法律第五二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則〔中略〕第三十八条の規定 公

布の日 

二～四 〔略〕 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法

律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律（令

和四年法律第六十七号。以下「刑法等一部改正法」

という。）及びこの法律（以下「刑法等一部改正

法等」という。）の施行前にした行為の処罰につ

いては、次章に別段の定めがあるもののほか、な

お従前の例による。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に対

して、他の法律の規定によりなお従前の例による

こととされ、なお効力を有することとされ又は改

正前若しくは廃止前の法律の規定の例によるこ

ととされる罰則を適用する場合において、当該罰

則に定める刑（刑法施行法第十九条第一項の規定

又は第八十二条の規定による改正後の沖縄の復

帰に伴う特別措置に関する法律第二十五条第四

項の規定の適用後のものを含む。）に刑法等一部

改正法第二条の規定による改正前の刑法（明治四

十年法律第四十五号。以下この項において「旧刑

法」という。）第十二条に規定する懲役（以下「懲

役」という。）、旧刑法第十三条に規定する禁錮

（以下「禁錮」という。）又は旧刑法第十六条に

規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含ま

れるときは、当該刑のうち無期の懲役又は禁錮は

それぞれ無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそ

れぞれその刑と長期及び短期（刑法施行法第二十

条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする

有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期（刑法施行

法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を同

じくする拘留とする。 

（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 

第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁判

の効力並びにその執行については、次章に別段の

定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せられ

た者に係る人の資格に関する法令の規定の適用

については、無期の懲役又は禁錮に処せられた者

はそれぞれ無期拘禁刑に処せられた者と、有期の

懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ刑期を

同じくする有期拘禁刑に処せられた者と、旧拘留

に処せられた者は拘留に処せられた者とみなす。 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の法

律の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しく

は廃止前の法律の規定の例によることとされる

人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せら

れた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同

じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せ

られた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられ

た者とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等一

部改正法等の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 
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（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一部

を改正する法律＝令和四年六月法律第六七号〕施

行日〔令和七年六月一日〕から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

附 則〔令和五年五月一九日法律第三〇号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 第二十一条の改正規定 民事訴訟法等の一

部を改正する法律（令和四年法律第四十八号。

附則第三条において「民事訴訟法等改正法」と

いう。）附則第一条第四号に掲げる規定の施行

の日〔令和六年三月一日〕 

（保護命令事件に係る経過措置） 

第二条 この法律による改正後の配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護等に関する法律（以下

「新法」という。）第十条及び第十条の二の規定

は、この法律の施行の日（以下この条において「施

行日」という。）以後にされる保護命令の申立て

に係る事件について適用し、施行日前にされた保

護命令の申立てに係る事件については、なお従前

の例による。 

２ 新法第十一条第二項及び第三項並びに第十二

条第一項及び第二項の規定は、施行日以後にされ

る保護命令の申立てについて適用し、施行日前に

された保護命令の申立てについては、なお従前の

例による。 

３ 新法第十八条第一項の規定は、施行日以後にさ

れる同項に規定する再度の申立てに係る事件に

ついて適用し、施行日前にされた同項に規定する

再度の申立てに係る事件については、なお従前の

例による。 

（民事訴訟法等改正法の施行の日の前日までの

間の経過措置） 

第三条 新法第十四条の二から第十四条の四まで

の規定は、民事訴訟法等改正法の施行の日の前日

までの間は、適用しない。 

２ 附則第一条第二号に規定する規定の施行の日

から民事訴訟法等改正法の施行の日の前日まで

の間における新法第二十一条の規定の適用につ

いては、同条中「第七十一条第二項、第九十一条

の二、第九十二条第九項及び第十項、第九十二条

の二第二項、第九十四条、第百条第二項、第一編

第五章第四節第三款、第百十一条、第一編第七章、

第百三十三条の二第五項及び第六項、第百三十三

条の三第二項、第百五十一条第三項、第百六十条

第二項、第百八十五条第三項、第二百五条第二項、

第二百十五条第二項、第二百二十七条第二項並び

に第二百三十二条の二の規定を除く。）を準用す

る。この場合において、次の表の上欄に掲げる同

法の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る」とあるのは、「第八十七条の二の規定を除く。）

を準用する」とする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第四条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法

律第六十七号）の施行の日（以下この条において

「刑法施行日」という。）の前日までの間におけ

る新法第三十条の規定の適用については、同条中

「拘禁刑」とあるのは、「懲役」とする。刑法施

行日以後における刑法施行日前にした行為に対

する同条の規定の適用についても、同様とする。 

（銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正） 

第五条 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十三年法

律第六号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第六条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六

年法律第四十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律の

施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措

置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第八条 政府は、この法律の施行後三年を経過した

場合において、新法の施行の状況を勘案し、必要

があると認めるときは、新法の規定について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ものとする。 

〔令和五年六月一四日法律第五三号抄〕 

（手続費用額の確定手続に関する経過措置） 

第百八十六条 前条の規定による改正後の配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律（第百九十七条及び第百九十八条において

「改正後配偶者暴力防止法」という。）第二十一

条において準用する民事訴訟法（以下この節にお

いて「準用民事訴訟法」という。）第七十一条第

二項の規定は、施行日以後に開始される保護命令

の申立てに係る事件（以下この節において「改正

後保護命令事件」という。）における保護命令に

関する手続の費用の負担の額を定める申立てに

ついて、適用する。 

（期日の呼出しに関する経過措置） 

第百八十七条 準用民事訴訟法第九十四条の規定

は、改正後保護命令事件における期日の呼出しに

ついて適用し、施行日前に開始された保護命令の

申立てに係る事件（以下この節において「改正前

保護命令事件」という。）における期日の呼出し

については、なお従前の例による。 

（送達報告書に関する経過措置） 

第百八十八条 準用民事訴訟法第百条第二項の規

定は、改正後保護命令事件における送達報告書の

提出について、適用する。 
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（公示送達の方法に関する経過措置） 

第百八十九条 準用民事訴訟法第百十一条から第

百十三条までの規定は、改正後保護命令事件にお

ける公示送達について適用し、改正前保護命令事

件における公示送達については、なお従前の例に

よる。 

（電子情報処理組織による申立て等に関する経

過措置） 

第百九十条 準用民事訴訟法第一編第七章の規定

（準用民事訴訟法第百三十二条の十三の規定を

除く。）は、改正後保護命令事件における準用民

事訴訟法第百三十二条の十第一項に規定する申

立て等について適用し、改正前保護命令事件にお

ける第百八十五条の規定による改正前の配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律第十四条の四第一項に規定する申立て等に

ついては、同条の規定は、施行日以後も、なおそ

の効力を有する。 

（釈明処分による電磁的記録の提出に関する経

過措置） 

第百九十一条 準用民事訴訟法第百五十一条第二

項の規定は、改正後保護命令事件における釈明処

分による電磁的記録の提出について適用し、改正

前保護命令事件における釈明処分による電磁的

記録の提出については、なお従前の例による。 

（口頭弁論調書に関する経過措置） 

第百九十二条 準用民事訴訟法第百六十条の規定

は、改正後保護命令事件における口頭弁論調書の

作成、記録及び口頭弁論の方式に関する規定の遵

守に係る証明について適用し、改正前保護命令事

件における口頭弁論調書の作成、記載及び口頭弁

論の方式に関する規定の遵守に係る証明につい

ては、なお従前の例による。 

２ 準用民事訴訟法第百六十条の二の規定は、改正

後保護命令事件における口頭弁論調書の更正に

ついて適用し、改正前保護命令事件における口頭

弁論調書の更正については、なお従前の例による。 

（尋問に代わる書面の提出等に関する経過措置） 

第百九十三条 準用民事訴訟法第二百五条第二項

及び第二百十五条第二項（準用民事訴訟法第二百

十八条第一項において準用する場合を含む。）の

規定は、改正後保護命令事件における証人の尋問

に代わる書面の提出又は鑑定人の書面による意

見の陳述に代わる意見の陳述の方式若しくは鑑

定の嘱託を受けた者による鑑定書の提出につい

て、適用する。 

（電磁的記録に記録された情報の内容に係る証

拠調べに関する経過措置） 

第百九十四条 準用民事訴訟法第二百三十一条の

二第二項及び第二百三十一条の三第二項の規定

は、改正後保護命令事件における電磁的記録に記

録された情報の内容に係る証拠調べについて適

用し、改正前保護命令事件における電磁的記録に

記録された情報の内容に係る証拠調べについて

は、なお従前の例による。 

（電子決定書の作成に関する経過措置） 

第百九十五条 準用民事訴訟法第百二十二条にお

いて準用する準用民事訴訟法第二百五十二条及

び第二百五十三条の規定は、改正後保護命令事件

における電子決定書の作成について適用し、改正

前保護命令事件における決定書の作成について

は、なお従前の例による。 

（申立ての取下げが口頭でされた場合における

期日の電子調書の記録に関する経過措置） 

第百九十六条 準用民事訴訟法第二百六十一条第

四項の規定は、改正後保護命令事件における申立

ての取下げが口頭でされた場合における期日の

電子調書の記録について適用し、改正前保護命令

事件における申立ての取下げが口頭でされた場

合における期日の調書の記載については、なお従

前の例による。 

（事件に関する事項の証明に関する経過措置） 

第百九十七条 改正後配偶者暴力防止法第十九条

の三の規定は、改正後保護命令事件に関する事項

の証明について適用し、改正前保護命令事件に関

する事項の証明については、なお従前の例による。 

（接近禁止命令等の申立て等に関する経過措置） 

第百九十八条 第二号施行日から施行日の前日ま

での間における改正後配偶者暴力防止法第十二

条第三項の規定の適用については、同項中「記載

し、又は記録した書面又は電磁的記録」とあるの

は「記載した書面」と、「第五十三条第一項又は

第五十九条第三項」とあるのは「第五十三条第一

項」とする。 

（罰則に関する経過措置） 

第三百八十七条 この法律（附則第二号及び第三号

に掲げる規定については、当該各規定）の施行前

にした行為並びにこの法律の規定によりなお従

前の例によることとされる場合及びなおその効

力を有することとされる場合におけるこの法律

の施行後にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第三百八十八条 この法律に定めるもののほか、こ

の法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定

める。 

（検討） 

第三百八十九条 政府は、この法律の施行後五年を

経過した場合において、この法律による改正後の

民事執行法その他の法律の規定の施行の状況に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

附 則〔令和五年六月一四日法律第五三号〕 

この法律は、公布の日から起算して五年を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

一 〔前略〕第三百八十八条の規定 公布の日 
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二 〔前略〕第百八十五条中配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律第十二条第

三項の改正規定、第百九十八条の規定並びに第三

百八十七条の規定 公布の日から起算して二年

六月を超えない範囲内において政令で定める日 

三 〔略〕 
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困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 
（令和 4年法律第 52号） 

最終改正：令和 4年 6月 17日号外法律第 68号 

改正内容：令和 4年 6月 15日号外法律第 66号（令和 6年 4月 1日） 
第一章 総則（第一条―第六条） 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等（第七条・第八条） 

第三章 女性相談支援センターによる支援等（第九条―第十五条） 

第四章 雑則（第十六条―第二十二条） 

第五章 罰則（第二十三条） 

附則 

 
第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、女性が日常生活又は社会生活

を営むに当たり女性であることにより様々な困

難な問題に直面することが多いことに鑑み、困難

な問題を抱える女性の福祉の増進を図るため、困

難な問題を抱える女性への支援に関する必要な

事項を定めることにより、困難な問題を抱える女

性への支援のための施策を推進し、もって人権が

尊重され、及び女性が安心して、かつ、自立して

暮らせる社会の実現に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第二条 この法律において「困難な問題を抱える女

性」とは、性的な被害、家庭の状況、地域社会と

の関係性その他の様々な事情により日常生活又

は社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱え

る女性（そのおそれのある女性を含む。）をいう。 

（基本理念） 

第三条 困難な問題を抱える女性への支援のため

の施策は、次に掲げる事項を基本理念として行わ

れなければならない。 

一 女性の抱える問題が多様化するとともに複

合化し、そのために複雑化していることを踏ま

え、困難な問題を抱える女性が、それぞれの意

思が尊重されながら、抱えている問題及びその

背景、心身の状況等に応じた最適な支援を受け

られるようにすることにより、その福祉が増進

されるよう、その発見、相談、心身の健康の回

復のための援助、自立して生活するための援助

等の多様な支援を包括的に提供する体制を整

備すること。 

二 困難な問題を抱える女性への支援が、関係機

関及び民間の団体の協働により、早期から切れ

目なく実施されるようにすること。 

三 人権の擁護を図るとともに、男女平等の実現

に資することを旨とすること。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は、前条の基本理念に

のっとり、困難な問題を抱える女性への支援のた

めに必要な施策を講ずる責務を有する。 

（関連施策の活用） 

第五条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱え

る女性への支援のための施策を講ずるに当たっ

ては、必要に応じて福祉、保健医療、労働、住ま

い及び教育に関する施策その他の関連施策の活

用が図られるよう努めなければならない。 

（緊密な連携） 

第六条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱え

る女性への支援のための施策を講ずるに当たっ

ては、関係地方公共団体相互間の緊密な連携が図

られるとともに、この法律に基づく支援を行う機

関と福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律

第四十五号）に規定する福祉に関する事務所をい

う。）、児童相談所、児童福祉施設（児童福祉法

（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項

に規定する児童福祉施設をいう。）、保健所、医

療機関、職業紹介機関（労働施策の総合的な推進

並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実

等に関する法律（昭和四十一年法律第百三十二号）

第二条に規定する職業紹介機関をいう。）、職業

訓練機関、教育機関、都道府県警察、日本司法支

援センター（総合法律支援法（平成十六年法律第

七十四号）第十三条に規定する日本司法支援セン

ターをいう。）、配偶者暴力相談支援センター（配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律（平成十三年法律第三十一号）第三条第

一項に規定する配偶者暴力相談支援センターを

いう。）その他の関係機関との緊密な連携が図ら

れるよう配慮しなければならない。 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第七条 厚生労働大臣は、困難な問題を抱える女性

への支援のための施策に関する基本的な方針（以

下「基本方針」という。）を定めなければならな

い。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、

次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項

の市町村基本計画の指針となるべきものを定め

るものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する

基本的な事項 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための

施策の内容に関する事項 
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三 その他困難な問題を抱える女性への支援の

ための施策の実施に関する重要事項 

３ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政

機関の長に協議しなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

（都道府県基本計画等） 

第八条 都道府県は、基本方針に即して、当該都道

府県における困難な問題を抱える女性への支援

のための施策の実施に関する基本的な計画（以下

この条において「都道府県基本計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項

を定めるものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する

基本的な方針 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための

施策の実施内容に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援の

ための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本

方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、

当該市町村における困難な問題を抱える女性へ

の支援のための施策の実施に関する基本的な計

画（以下この条において「市町村基本計画」とい

う。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は

市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 厚生労働大臣は、都道府県又は市町村に対し、

都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成の

ために必要な助言その他の援助を行うよう努め

なければならない。 

第三章 女性相談支援センターによる支援等 

（女性相談支援センター） 

第九条 都道府県は、女性相談支援センターを設置

しなければならない。 

２ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第

二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指

定都市」という。）は、女性相談支援センターを

設置することができる。 

３ 女性相談支援センターは、困難な問題を抱える

女性への支援に関し、主として次に掲げる業務を

行うものとする。 

一 困難な問題を抱える女性に関する各般の問

題について、困難な問題を抱える女性の立場に

立って相談に応ずること又は第十一条第一項

に規定する女性相談支援員若しくは相談を行

う機関を紹介すること。 

二 困難な問題を抱える女性（困難な問題を抱え

る女性がその家族を同伴する場合にあっては、

困難な問題を抱える女性及びその同伴する家

族。次号から第五号まで及び第十二条第一項に

おいて同じ。）の緊急時における安全の確保及

び一時保護を行うこと。 

三 困難な問題を抱える女性の心身の健康の回

復を図るため、医学的又は心理学的な援助その

他の必要な援助を行うこと。 

四 困難な問題を抱える女性が自立して生活す

ることを促進するため、就労の支援、住宅の確

保、援護、児童の保育等に関する制度の利用等

について、情報の提供、助言、関係機関との連

絡調整その他の援助を行うこと。 

五 困難な問題を抱える女性が居住して保護を

受けることができる施設の利用について、情報

の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の

援助を行うこと。 

４ 女性相談支援センターは、その業務を行うに当

たっては、その支援の対象となる者の抱えている

問題及びその背景、心身の状況等を適切に把握し

た上で、その者の意向を踏まえながら、最適な支

援を行うものとする。 

５ 女性相談支援センターに、所長その他所要の職

員を置く。 

６ 女性相談支援センターには、第三項第二号の一

時保護を行う施設を設けなければならない。 

７ 第三項第二号の一時保護は、緊急に保護するこ

とが必要と認められる場合その他厚生労働省令

で定める場合に、女性相談支援センターが、自ら

行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者

に委託して行うものとする。 

８ 前項の規定による委託を受けた者若しくはそ

の役員若しくは職員又はこれらの者であった者

は、正当な理由がなく、その委託を受けた業務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

９ 第三項第二号の一時保護に当たっては、その対

象となる者が監護すべき児童を同伴する場合に

は、当該児童の状況に応じて、当該児童への学習

に関する支援が行われるものとする。 

10 女性相談支援センターは、その業務を行うに当

たっては、必要に応じ、困難な問題を抱える女性

への支援に関する活動を行う民間の団体との連

携に努めるものとする。 

11 前各項に定めるもののほか、女性相談支援セン

ターに関し必要な事項は、政令で定める。 

（女性相談支援センターの所長による報告等） 

第十条 女性相談支援センターの所長は、困難な問

題を抱える女性であって配偶者のないもの又は

これに準ずる事情にあるもの及びその者の監護

すべき児童について、児童福祉法第六条の三第十

八項に規定する妊産婦等生活援助事業の実施又

は同法第二十三条第二項に規定する母子保護の

実施が適当であると認めたときは、これらの者を

当該妊産婦等生活援助事業の実施又は当該母子

保護の実施に係る都道府県又は市町村の長に報

告し、又は通知しなければならない。 

（女性相談支援員） 
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第十一条 都道府県（女性相談支援センターを設置

する指定都市を含む。第二十条第一項（第四号か

ら第六号までを除く。）並びに第二十二条第一項

及び第二項第一号において同じ。）は、困難な問

題を抱える女性について、その発見に努め、その

立場に立って相談に応じ、及び専門的技術に基づ

いて必要な援助を行う職務に従事する職員（以下

「女性相談支援員」という。）を置くものとする。 

２ 市町村（女性相談支援センターを設置する指定

都市を除く。第二十条第二項及び第二十二条第二

項第二号において同じ。）は、女性相談支援員を

置くよう努めるものとする。 

３ 女性相談支援員の任用に当たっては、その職務

を行うのに必要な能力及び専門的な知識経験を

有する人材の登用に特に配慮しなければならな

い。 

（女性自立支援施設） 

第十二条 都道府県は、困難な問題を抱える女性を

入所させて、その保護を行うとともに、その心身

の健康の回復を図るための医学的又は心理学的

な援助を行い、及びその自立の促進のためにその

生活を支援し、あわせて退所した者について相談

その他の援助を行うこと（以下「自立支援」とい

う。）を目的とする施設（以下「女性自立支援施

設」という。）を設置することができる。 

２ 都道府県は、女性自立支援施設における自立支

援を、その対象となる者の意向を踏まえながら、

自ら行い、又は市町村、社会福祉法人その他適当

と認める者に委託して行うことができる。 

３ 女性自立支援施設における自立支援に当たっ

ては、その対象となる者が監護すべき児童を同伴

する場合には、当該児童の状況に応じて、当該児

童への学習及び生活に関する支援が行われるも

のとする。 

（民間の団体との協働による支援） 

第十三条 都道府県は、困難な問題を抱える女性へ

の支援に関する活動を行う民間の団体と協働し

て、その自主性を尊重しつつ、困難な問題を抱え

る女性について、その意向に留意しながら、訪問、

巡回、居場所の提供、インターネットの活用、関

係機関への同行その他の厚生労働省令で定める

方法により、その発見、相談その他の支援に関す

る業務を行うものとする。 

２ 市町村は、困難な問題を抱える女性への支援に

関する活動を行う民間の団体と協働して、その自

主性を尊重しつつ、困難な問題を抱える女性につ

いて、その意向に留意しながら、前項の業務を行

うことができる。 

（民生委員等の協力） 

第十四条 民生委員法（昭和二十三年法律第百九十

八号）に定める民生委員、児童福祉法に定める児

童委員、人権擁護委員法（昭和二十四年法律第百

三十九号）に定める人権擁護委員、保護司法（昭

和二十五年法律第二百四号）に定める保護司及び

更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）に定

める更生保護事業を営む者は、この法律の施行に

関し、女性相談支援センター及び女性相談支援員

に協力するものとする。 

（支援調整会議） 

第十五条 地方公共団体は、単独で又は共同して、

困難な問題を抱える女性への支援を適切かつ円

滑に行うため、関係機関、第九条第七項又は第十

二条第二項の規定による委託を受けた者、困難な

問題を抱える女性への支援に関する活動を行う

民間の団体及び困難な問題を抱える女性への支

援に従事する者その他の関係者（以下この条にお

いて「関係機関等」という。）により構成される

会議（以下この条において「支援調整会議」とい

う。）を組織するよう努めるものとする。 

２ 支援調整会議は、困難な問題を抱える女性への

支援を適切かつ円滑に行うために必要な情報の

交換を行うとともに、困難な問題を抱える女性へ

の支援の内容に関する協議を行うものとする。 

３ 支援調整会議は、前項に規定する情報の交換及

び協議を行うため必要があると認めるときは、関

係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開

陳その他必要な協力を求めることができる。 

４ 関係機関等は、前項の規定による求めがあった

場合には、これに協力するよう努めるものとする。 

５ 次の各号に掲げる支援調整会議を構成する関

係機関等の区分に従い、当該各号に定める者は、

正当な理由がなく、支援調整会議の事務に関して

知り得た秘密を漏らしてはならない。 

一 国又は地方公共団体の機関 当該機関の職

員又は職員であった者 

二 法人 当該法人の役員若しくは職員又はこ

れらの者であった者 

三 前二号に掲げる者以外の者 支援調整会議

を構成する者又は当該者であった者 

６ 前各項に定めるもののほか、支援調整会議の組

織及び運営に関し必要な事項は、支援調整会議が

定める。 

第四章 雑則 

（教育及び啓発） 

第十六条 国及び地方公共団体は、この法律に基づ

く困難な問題を抱える女性への支援に関し国民

の関心と理解を深めるための教育及び啓発に努

めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、自己がかけがえのない

個人であることについての意識の涵(かん)養に

資する教育及び啓発を含め、女性が困難な問題を

抱えた場合にこの法律に基づく支援を適切に受

けることができるようにするための教育及び啓

発に努めるものとする。 

（調査研究の推進） 

第十七条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱

える女性への支援に資するため、効果的な支援の

方法、その心身の健康の回復を図るための方法等

に関する調査研究の推進に努めるものとする。 

（人材の確保等） 
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第十八条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱

える女性への支援に従事する者の適切な処遇の

確保のための措置、研修の実施その他の措置を講

ずることにより、困難な問題を抱える女性への支

援に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る

よう努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第十九条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱

える女性への支援に関する活動を行う民間の団

体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとす

る。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十条 都道府県は、次に掲げる費用（女性相談

支援センターを設置する指定都市にあっては、第

一号から第三号までに掲げる費用に限る。）を支

弁しなければならない。 

一 女性相談支援センターに要する費用（次号に

掲げる費用を除く。） 

二 女性相談支援センターが行う第九条第三項

第二号の一時保護（同条第七項に規定する厚生

労働大臣が定める基準を満たす者に委託して

行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務

に要する費用 

三 都道府県が置く女性相談支援員に要する費

用 

四 都道府県が設置する女性自立支援施設の設

備に要する費用 

五 都道府県が行う自立支援（市町村、社会福祉

法人その他適当と認める者に委託して行う場

合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要す

る費用 

六 第十三条第一項の規定により都道府県が自

ら行い、又は民間の団体に委託して行う困難な

問題を抱える女性への支援に要する費用 

２ 市町村は、市町村が置く女性相談支援員に要す

る費用を支弁しなければならない。 

３ 市町村は、第十三条第二項の規定により市町村

が自ら行い、又は民間の団体に委託して行う困難

な問題を抱える女性への支援に要する費用を支

弁しなければならない。 

（都道府県等の補助） 

第二十一条 都道府県は、社会福祉法人が設置する

女性自立支援施設の設備に要する費用の四分の

三以内を補助することができる。 

２ 都道府県又は市町村は、第十三条第一項又は第

二項の規定に基づく業務を行うに当たって、法令

及び予算の範囲内において、困難な問題を抱える

女性への支援に関する活動を行う民間の団体の

当該活動に要する費用（前条第一項第六号の委託

及び同条第三項の委託に係る委託費の対象とな

る費用を除く。）の全部又は一部を補助すること

ができる。 

（国の負担及び補助） 

第二十二条 国は、政令で定めるところにより、都

道府県が第二十条第一項の規定により支弁した

費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるもの

については、その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次に掲げる費用

の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が第二十条第一項の規定により支

弁した費用のうち、同項第三号及び第五号に掲

げるもの（女性相談支援センターを設置する指

定都市にあっては、同項第三号に掲げるものに

限る。） 

二 市町村が第二十条第二項の規定により支弁

した費用 

３ 国は、予算の範囲内において、都道府県が第二

十条第一項の規定により支弁した費用のうち同

項第六号に掲げるもの及び市町村が同条第三項

の規定により支弁した費用並びに都道府県及び

市町村が前条第二項の規定により補助した金額

の全部又は一部を補助することができる。 

第五章 罰則 

第二十三条 第九条第八項又は第十五条第五項の

規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の

懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八

条の規定 公布の日 

二 附則第三十四条の規定 この法律の公布の

日又は児童福祉法等の一部を改正する法律（令

和四年法律第六十六号）の公布の日のいずれか

遅い日 

三 附則第三十五条の規定 この法律の公布の

日又は刑法等の一部を改正する法律（令和四年

法律第六十七号）の公布の日のいずれか遅い日 

四 附則第三十六条の規定 この法律の公布の

日又は刑法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係法律の整理等に関する法律（令和四年

法律第六十八号）の公布の日のいずれか遅い日 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後三年を目途とし

て、この法律に基づく支援を受ける者の権利を擁

護する仕組みの構築及び当該支援の質を公正か

つ適切に評価する仕組みの構築について検討を

加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。 

２ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の

施行後三年を目途として、この法律の施行の状況

について検討を加え、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

（準備行為） 

第三条 厚生労働大臣は、この法律の施行の日（以

下「施行日」という。）前においても、第七条第

一項から第三項までの規定の例により、基本方針
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を定めることができる。この場合において、厚生

労働大臣は、同条第四項の規定の例により、これ

を公表することができる。 

２ 前項の規定により定められ、公表された基本方

針は、施行日において、第七条第一項から第三項

までの規定により定められ、同条第四項の規定に

より公表された基本方針とみなす。 

（売春防止法の一部改正） 

第四条 売春防止法（昭和三十一年法律第百十八号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（補導処分に付された者に係る措置） 

第五条 政府は、前条の規定による改正前の売春防

止法（以下「旧売春防止法」という。）第十七条

の規定により補導処分に付された者であって、施

行日前に婦人補導院（附則第十条の規定による廃

止前の婦人補導院法（昭和三十三年法律第十七号。

附則第十一条において「旧婦人補導院法」という。）

第一条第一項に規定する婦人補導院をいう。以下

同じ。）から退院し、又は旧売春防止法第三十条

の規定により補導処分の執行を受け終わったも

のとされた者以外のものが、施行日以後において

必要に応じてこの法律に基づく支援を受けるこ

とができるよう、その者に対する当該支援に関す

る情報の提供、関係機関の連携を図るための措置

その他の必要な措置を講ずるものとする。 

第六条 前条の者であって施行日前に婦人補導院

に収容されたものについては、この法律の施行の

時において刑の執行猶予の期間を経過したもの

とみなす。 

２ 旧売春防止法第五条の罪と他の罪とにつき懲

役又は禁錮に処せられ、旧売春防止法第十七条の

規定により補導処分に付された者については、刑

法（明治四十年法律第四十五号）第五十四条第一

項の規定により旧売春防止法第五条の罪の刑に

よって処断された場合を除き、前項の規定を適用

しない。 

第七条 施行日前に婦人補導院から退院した者及

び旧売春防止法第三十条の規定により補導処分

の執行を受け終わったものとされた者に係る更

生緊急保護（更生保護法（平成十九年法律第八十

八号）第八十五条第一項に規定する更生緊急保護

をいう。次項において同じ。）及び刑執行終了者

等に対する援助（刑法等の一部を改正する法律第

六条の規定による改正後の更生保護法第八十八

条の二に規定する援助をいう。同項において同

じ。）については、なお従前の例による。ただし、

更生保護法第八十六条第三項の規定は、適用しな

い。 

２ 前条第一項に規定する者に係る更生緊急保護

及び刑執行終了者等に対する援助については、前

項に規定する者の例による。 

（婦人相談所に関する経過措置等） 

第八条 この法律の施行の際現に存する旧売春防

止法第三十四条第一項に規定する婦人相談所は、

女性相談支援センターとみなす。この場合におい

て、この法律の施行の際現に行われている同条第

三項第三号の一時保護及びその委託は、第九条第

七項の規定により行われる同条第三項第二号の

一時保護及びその委託とみなす。 

２ この法律の施行後に行われる女性相談支援員

の任用に当たっては、この法律の施行の際現に旧

売春防止法第三十五条第一項又は第二項の規定

により婦人相談員を委嘱されている者について

は、第十一条第三項に規定する人材として、その

登用に特に配慮しなければならない。 

３ この法律の施行の際現に存する旧売春防止法

第三十六条に規定する婦人保護施設は、女性自立

支援施設とみなす。この場合において、この法律

の施行の際現に行われている同条の収容保護及

びその委託は、第十二条第二項の規定により行わ

れる自立支援及びその委託とみなす。 

（旧売春防止法に規定する費用に関する経過措

置） 

第九条 施行日前に行われ、又は行われるべきであ

った旧売春防止法第三十八条に規定する費用に

ついての都道府県及び市の支弁並びに国の負担

及び補助並びに旧売春防止法第三十九条に規定

する費用についての都道府県の補助については、

なお従前の例による。 

（婦人補導院法の廃止） 

第十条 婦人補導院法は、廃止する。 

（婦人補導院法の廃止に伴う経過措置） 

第十一条 旧婦人補導院法第十二条の規定による

手当金の支給及び旧婦人補導院法第十九条の規

定による遺留金品の措置については、なお従前の

例による。この場合において、これらに関する事

務は、法務省令で定める法務省の職員が行うもの

とする。 

（地方自治法の一部改正） 

第十二条 地方自治法の一部を次のように改正す

る。 

〔次のよう略〕 

（児童福祉法の一部改正） 

第十三条 児童福祉法の一部を次のように改正す

る。 

〔次のよう略〕 

（地方財政法及びストーカー行為等の規制等に

関する法律の一部改正） 

第十四条 次に掲げる法律の規定中「婦人相談所」

を「女性相談支援センター」に改める。 

一 地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第

十条第十号 

二 ストーカー行為等の規制等に関する法律（平

成十二年法律第八十一号）第九条第一項 

（公職選挙法及び日本国憲法の改正手続に関す

る法律の一部改正） 

第十五条 次に掲げる法律の規定中「、少年鑑別所

若しくは婦人補導院」を「若しくは少年鑑別所」

に改める。 
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一 公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第四

十八条の二第一項第三号 

二 日本国憲法の改正手続に関する法律（平成十

九年法律第五十一号）第六十条第一項第三号 

（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の

一部改正） 

第十六条 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和二十五年法律第百二十三号）の一部を

次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（電波法の一部改正） 

第十七条 電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（社会福祉法の一部改正） 

第十八条 社会福祉法の一部を次のように改正す

る。 

〔次のよう略〕 

（出入国管理及び難民認定法の一部改正） 

第十九条 出入国管理及び難民認定法（昭和二十六

年政令第三百十九号）の一部を次のように改正す

る。 

〔次のよう略〕 

（麻薬及び向精神薬取締法等の一部改正） 

第二十条 次に掲げる法律の規定中「、少年鑑別所

及び婦人補導院」を「及び少年鑑別所」に改める。 

一 麻薬及び向精神薬取締法（昭和二十八年法律

第十四号）第五十八条の五 

二 矯正医官の兼業の特例等に関する法律（平成

二十七年法律第六十二号）第二条第一号 

三 再犯の防止等の推進に関する法律（平成二十

八年法律第百四号）第三条第二項 

（国家公務員共済組合法の一部改正） 

第二十一条 国家公務員共済組合法（昭和三十三年

法律第百二十八号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（矯正医官修学資金貸与法の一部改正） 

第二十二条 矯正医官修学資金貸与法（昭和三十六

年法律第二十三号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（激甚(じん)災害に対処するための特別の財政

援助等に関する法律の一部改正） 

第二十三条 激甚(じん)災害に対処するための特

別の財政援助等に関する法律（昭和三十七年法律

第百五十号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（母子及び父子並びに寡婦福祉法の一部改正） 

第二十四条 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和

三十九年法律第百二十九号）の一部を次のように

改正する。 

〔次のよう略〕 

（児童手当法の一部改正） 

第二十五条 児童手当法（昭和四十六年法律第七十

三号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（行政手続法及び行政不服審査法の一部改正） 

第二十六条 次に掲げる法律の規定中「、少年鑑別

所又は婦人補導院」を「又は少年鑑別所」に改め

る。 

一 行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三

条第一項第八号 

二 行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八

号）第七条第一項第九号 

（更生保護事業法の一部改正） 

第二十七条 更生保護事業法の一部を次のように

改正する。 

〔次のよう略〕 

（更生保護事業法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十八条 施行日前に婦人補導院に収容された

者については、施行日以後は、更生保護事業法第

二条第五項に規定する被保護者とみなす。 

（児童虐待の防止等に関する法律の一部改正） 

第二十九条 児童虐待の防止等に関する法律（平成

十二年法律第八十二号）の一部を次のように改正

する。 

〔次のよう略〕 

（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律の一部改正） 

第三十条 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護等に関する法律の一部を次のように改正す

る。 

〔次のよう略〕 

（更生保護法の一部改正） 

第三十一条 更生保護法の一部を次のように改正

する。 

〔次のよう略〕 

（更生保護法の一部改正に伴う調整規定） 

第三十二条 施行日が刑法等の一部を改正する法

律附則第一項第二号に掲げる規定の施行の日以

後である場合には、前条のうち更生保護法第十六

条中第七号を削り、第八号を第七号とし、第九号

を第八号とする改正規定中「第七号を削り、第八

号を第七号とし、第九号を第八号」とあるのは、

「第六号を削り、第七号を第六号とし、第八号を

第七号」とする。 

（平成二十三年度における子ども手当の支給等

に関する特別措置法の一部改正） 

第三十三条 平成二十三年度における子ども手当

の支給等に関する特別措置法（平成二十三年法律

第百七号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（児童福祉法等の一部を改正する法律の一部改

正） 

第三十四条 児童福祉法等の一部を改正する法律

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（刑法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第三十五条 刑法等の一部を改正する法律の一部

を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 
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（刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関

係法律の整理等に関する法律の一部改正） 

第三十六条 刑法等の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整理等に関する法律の一部を

次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（法務省設置法の一部改正） 

第三十七条 法務省設置法（平成十一年法律第九十

三号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法

律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則〔令和四年六月一五日法律第六六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行す

る。〔後略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第十七条 附則第三条から前条までに規定するも

ののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定

める。 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律（令

和四年法律第六十七号。以下「刑法等一部改正法」

という。）及びこの法律（以下「刑法等一部改正

法等」という。）の施行前にした行為の処罰につ

いては、次章に別段の定めがあるもののほか、な

お従前の例による。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に対

して、他の法律の規定によりなお従前の例による

こととされ、なお効力を有することとされ又は改

正前若しくは廃止前の法律の規定の例によるこ

ととされる罰則を適用する場合において、当該罰

則に定める刑（刑法施行法第十九条第一項の規定

又は第八十二条の規定による改正後の沖縄の復

帰に伴う特別措置に関する法律第二十五条第四

項の規定の適用後のものを含む。）に刑法等一部

改正法第二条の規定による改正前の刑法（明治四

十年法律第四十五号。以下この項において「旧刑

法」という。）第十二条に規定する懲役（以下「懲

役」という。）、旧刑法第十三条に規定する禁錮

（以下「禁錮」という。）又は旧刑法第十六条に

規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含ま

れるときは、当該刑のうち無期の懲役又は禁錮は

それぞれ無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそ

れぞれその刑と長期及び短期（刑法施行法第二十

条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする

有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期（刑法施行

法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を同

じくする拘留とする。 

（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 

第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁判

の効力並びにその執行については、次章に別段の

定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せられ

た者に係る人の資格に関する法令の規定の適用

については、無期の懲役又は禁錮に処せられた者

はそれぞれ無期拘禁刑に処せられた者と、有期の

懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ刑期を

同じくする有期拘禁刑に処せられた者と、旧拘留

に処せられた者は拘留に処せられた者とみなす。 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の法

律の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しく

は廃止前の法律の規定の例によることとされる

人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せら

れた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同

じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せ

られた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられ

た者とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等一

部改正法等の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一部

を改正する法律＝令和四年六月法律第六七号〕施

行日〔令和七年六月一日〕から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 
（平成27年9月4日号外法律第64号） 

最終改正：令和4年6月17日号外法律第68号 

改正内容：令和4年3月31日号外法律第12号（令和4年10月1日） 
第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第二十条・第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 

第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職

業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性

と能力を十分に発揮して職業生活において活躍

すること（以下「女性の職業生活における活躍」

という。）が一層重要となっていることに鑑み、

男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十

八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活に

おける活躍の推進について、その基本原則を定め、

並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明ら

かにするとともに、基本方針及び事業主の行動計

画の策定、女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置等について定めることにより、

女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的

に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、

急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化そ

の他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで

活力ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職

業生活における活躍に係る男女間の格差の実情

を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、

又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、

昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活

に関する機会の積極的な提供及びその活用を通

じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映

した職場における慣行が女性の職業生活におけ

る活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性

と能力が十分に発揮できるようにすることを旨

として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生

活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護そ

の他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず

退職することが多いことその他の家庭生活に関

する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族

を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協

力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭

生活における活動について家族の一員としての

役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動

を行うために必要な環境の整備等により、男女の

職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立

が可能となることを旨として、行われなければな

らない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっ

ては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、

本人の意思が尊重されるべきものであることに

留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性

の職業生活における活躍の推進についての基本

原則（次条及び第五条第一項において「基本原則」

という。）にのっとり、女性の職業生活における

活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこ

れを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用

し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職

業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労

働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇

用環境の整備その他の女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努

めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女

性の職業生活における活躍の推進に関する施策

に協力しなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業

生活における活躍の推進に関する施策を総合的

かつ一体的に実施するため、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方

針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る基本的な方向 
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二 事業主が実施すべき女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関する基本的な

事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進する

ための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るため

に必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推

進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活

における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議

の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定

があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しな

ければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用

する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都

道府県の区域内における女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する施策についての計画（以下

この条において「都道府県推進計画」という。）

を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定め

られているときは、基本方針及び都道府県推進計

画）を勘案して、当該市町村の区域内における女

性の職業生活における活躍の推進に関する施策

についての計画（次項において「市町村推進計画」

という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は

市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣

は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組を総合的かつ効果的に実施するこ

とができるよう、基本方針に即して、次条第一項

に規定する一般事業主行動計画及び第十九条第

一項に規定する特定事業主行動計画（次項におい

て「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関

する指針（以下「事業主行動計画策定指針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げ

る事項につき、事業主行動計画の指針となるべき

ものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事

項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、

事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下

「一般事業主」という。）であって、常時雇用す

る労働者の数が百人を超えるものは、事業主行動

計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一

般事業主が実施する女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下

同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところに

より、厚生労働大臣に届け出なければならない。

これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組の内容及びその実施

時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚

生労働省令で定めるところにより、採用した労働

者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年

数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労

働者に占める女性労働者の割合その他のその事

業における女性の職業生活における活躍に関す

る状況を把握し、女性の職業生活における活躍を

推進するために改善すべき事情について分析し

た上で、その結果を勘案して、これを定めなけれ

ばならない。この場合において、前項第二号の目

標については、採用する労働者に占める女性労働

者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割

合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める

女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的

に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、これを労働者に周知さ

せるための措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、これを公表しなければ

ならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行

動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事

業主行動計画に定められた目標を達成するよう

努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数

が百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に
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即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省

令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出

るよう努めなければならない。これを変更したと

きも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が

一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとす

る場合について、第四項から第六項までの規定は

前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計

画を定め、又は変更した場合について、それぞれ

準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の

規定による届出をした一般事業主からの申請に

基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当

該事業主について、女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状

況が優良なものであることその他の厚生労働省

令で定める基準に適合するものである旨の認定

を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認

定一般事業主」という。）は、商品、役務の提供

の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に

用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令

で定めるもの（次項及び第十四条第一項において

「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表

示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商

品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を

付してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の

各号のいずれかに該当するときは、第九条の認定

を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなった

と認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反

したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたと

き。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの

申請に基づき、厚生労働省令で定めるところによ

り、当該事業主について、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関し、当該事業主の

策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実

施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標

を達成したこと、雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四十

七年法律第百十三号）第十三条の二に規定する業

務を担当する者及び育児休業、介護休業等育児又

は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成三年法律第七十六号）第二十九条に規定する業

務を担当する者を選任していること、当該女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施の状況が特に優良なものであることその他の

厚生労働省令で定める基準に適合するものであ

る旨の認定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下

「特例認定一般事業主」という。）については、

第八条第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定める

ところにより、毎年少なくとも一回、女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組の実施の

状況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労

働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準

用する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が

次の各号のいずれかに該当するときは、第十二条

の認定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り

消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなっ

たと認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又

は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの

法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けた

とき。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中

小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労

働者の数が三百人以下のものをいう。以下この項

及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業

主団体をして女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募

集を行わせようとする場合において、当該承認中

小事業主団体が当該募集に従事しようとすると

きは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一

号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該

構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」

とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特

別の法律により設立された組合若しくはその連

合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一

般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成

員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当

するものに限る。）のうち、その構成員である中

小事業主に対して女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組を実施するための人材確保

に関する相談及び援助を行うものであって、その

申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び
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援助を適切に行うための厚生労働省令で定める

基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に

規定する基準に適合しなくなったと認めるとき

は、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集

に従事しようとするときは、厚生労働省令で定め

るところにより、募集時期、募集人員、募集地域

その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働

省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なけ

ればならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の

規定による届出があった場合について、同法第五

条の三第一項及び第四項、第五条の四第一項及び

第二項、第五条の五、第三十九条、第四十一条第

二項、第四十二条、第四十八条の三第一項、第四

十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第

五十一条の規定は前項の規定による届出をして

労働者の募集に従事する者について、同法第四十

条の規定は同項の規定による届出をして労働者

の募集に従事する者に対する報酬の供与につい

て、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの

項において準用する同条第二項に規定する職権

を行う場合について、それぞれ準用する。この場

合において、同法第三十七条第二項中「労働者の

募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律第十六条

第四項の規定による届出をして労働者の募集に

従事しようとする者」と、同法第四十一条第二項

中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は

期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとす

る。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条

の二の規定の適用については、同法第三十六条第

二項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者を

して労働者の募集に従事させようとする者がそ

の被用者以外の者に与えようとする」と、同法第

四十二条の二中「第三十九条に規定する募集受託

者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律（平成二十七年法律第六十四号）

第十六条第四項の規定による届出をして労働者

の募集に従事する者」と、「同項に」とあるのは

「次項に」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、

第二項の相談及び援助の実施状況について報告

を求めることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定に

よる届出をして労働者の募集に従事する承認中

小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関す

る調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づ

き当該募集の内容又は方法について指導するこ

とにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図

るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規

定により一般事業主行動計画を策定しようとす

る一般事業主又はこれらの規定による届出をし

た一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策

定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主

行動計画に基づく措置が円滑に実施されるよう

に相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長

又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特

定事業主」という。）は、政令で定めるところに

より、事業主行動計画策定指針に即して、特定事

業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組に関する

計画をいう。以下この条において同じ。）を定め

なければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組の内容及びその実施

時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又

は変更しようとするときは、内閣府令で定めると

ころにより、採用した職員に占める女性職員の割

合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、

管理的地位にある職員に占める女性職員の割合

その他のその事務及び事業における女性の職業

生活における活躍に関する状況を把握し、女性の

職業生活における活躍を推進するために改善す

べき事情について分析した上で、その結果を勘案

して、これを定めなければならない。この場合に

おいて、前項第二号の目標については、採用する

職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年

数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位に

ある職員に占める女性職員の割合その他の数値

を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知

させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業

主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表し

なければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取

組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定

められた目標を達成するよう努めなければなら

ない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公

表 
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（一般事業主による女性の職業選択に資する情

報の公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主（常

時雇用する労働者の数が三百人を超えるものに

限る。）は、厚生労働省令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選

択に資するよう、その事業における女性の職業生

活における活躍に関する次に掲げる情報を定期

的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働

者に対する職業生活に関する機会の提供に関

する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活

との両立に資する雇用環境の整備に関する実

績 

２ 第八条第一項に規定する一般事業主（前項に規

定する一般事業主を除く。）は、厚生労働省令で

定めるところにより、職業生活を営み、又は営も

うとする女性の職業選択に資するよう、その事業

における女性の職業生活における活躍に関する

前項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一

方を定期的に公表しなければならない。 

３ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労

働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、

その事業における女性の職業生活における活躍

に関する第一項各号に掲げる情報の少なくとも

いずれか一方を定期的に公表するよう努めなけ

ればならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情

報の公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるとこ

ろにより、職業生活を営み、又は営もうとする女

性の職業選択に資するよう、その事務及び事業に

おける女性の職業生活における活躍に関する次

に掲げる情報を定期的に公表しなければならな

い。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対

する職業生活に関する機会の提供に関する実

績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活と

の両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進

するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を

推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、

創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍

を推進するため、前項の措置と相まって、職業生

活を営み、又は営もうとする女性及びその家族そ

の他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介

その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事

務の一部を、その事務を適切に実施することがで

きるものとして内閣府令で定める基準に適合す

る者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する

者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由

なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らして

はならない。 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の

推進に関する地方公共団体の施策を支援するた

めに必要な財政上の措置その他の措置を講ずる

よう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の

推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発

金融公庫その他の特別の法律によって設立され

た法人であって政令で定めるものをいう。）の役

務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留

意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主

その他の女性の職業生活における活躍に関する

状況又は女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次

項において「認定一般事業主等」という。）の受

注の機会の増大その他の必要な施策を実施する

ものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般

事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施

策を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生

活における活躍の推進について、国民の関心と理

解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要

な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に資するよう、国内外における

女性の職業生活における活躍の状況及び当該取

組に関する情報の収集、整理及び提供を行うもの

とする。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女

性の職業生活における活躍の推進に関する事務

及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下

この条において「関係機関」という。）は、第二

十二条第一項の規定により国が講ずる措置及び

同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる

措置に係る事例その他の女性の職業生活におけ

る活躍の推進に有用な情報を活用することによ

り、当該区域において女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施

されるようにするため、関係機関により構成され
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る協議会（以下「協議会」という。）を組織する

ことができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団

体の区域内において第二十二条第三項の規定に

よる事務の委託がされている場合には、当該委託

を受けた者を協議会の構成員として加えるもの

とする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認

めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員とし

て加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下

この項において「関係機関等」という。）が相互

の連絡を図ることにより、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等

の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応

じた女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体

は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公

表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議

会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、

協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らして

はならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の

組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し

必要があると認めるときは、第八条第一項に規定

する一般事業主又は認定一般事業主若しくは特

例認定一般事業主である同条第七項に規定する

一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指

導若しくは勧告をすることができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項若し

くは第二項の規定による公表をせず、若しくは虚

偽の公表をした第八条第一項に規定する一般事

業主又は第二十条第三項に規定する情報に関し

虚偽の公表をした認定一般事業主若しくは特例

認定一般事業主である第八条第七項に規定する

一般事業主に対し、前条の規定による勧告をした

場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わ

なかったときは、その旨を公表することができる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、

第十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定す

る厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定める

ところにより、その一部を都道府県労働局長に委

任することができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法

律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職

業安定法第四十一条第二項の規定による業務の

停止の命令に違反して、労働者の募集に従事した

者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処

する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、

一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処す

る。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を

漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らし

た者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、

六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処す

る。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしない

で、労働者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定

法第三十七条第二項の規定による指示に従わ

なかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定

法第三十九条又は第四十条の規定に違反した

者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用

する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十条第一項の規定による報告をせず、又

は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十条第二項の規定による立入り若しく

は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述を

した者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十一条第一項の規定に違反して秘密を

漏らした者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の

代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関し、第三十四条、第三十六条又は前

条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科

する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又

は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に

処する。 

附 則 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただ

し、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十

八条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）

の規定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年

四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限

り、その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事

務に従事していた者の当該事務に関して知り得

た秘密については、同条第四項の規定（同項に係

る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、

同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に

関して知り得た秘密については、第二十八条の規

定（同条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定

にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその

効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の

適用については、この法律は、第一項の規定にか

かわらず、同項に規定する日後も、なおその効力

を有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するも

ののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した

場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定につ

いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。 

（社会保険労務士法の一部改正） 

第五条 社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八

十九号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（内閣府設置法の一部改正） 

第六条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成二九年三月三一日法律第一四号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条

を加える改正規定及び附則第三十五条の規定 

公布の日 

二・三 〔略〕 

四 〔前略〕附則第二十一条、第二十二条、第二

十六条から第二十八条まで及び第三十二条の

規定並びに附則第三十三条（次号に掲げる規定

を除く。）の規定 平成三十年一月一日 

五 〔略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる

規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この

法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定め

る。 

附 則〔令和元年六月五日法律第二四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を

超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令

和二・六・一から施行〕 

一 〔前略〕附則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年

を超えない範囲内において政令で定める日 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令

和四・四・一から施行〕 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の

施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した

場合において、この法律による改正後の規定の施

行の状況について検討を加え、必要があると認め

るときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとする。 

附 則〔令和四年三月三一日法律第一二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第二十八条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

三 〔前略〕附則〔中略〕第二十四条〔中略〕の

規定 令和四年十月一日 

（政令への委任） 

第二十八条 この附則に定めるもののほか、この法

律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律（令

和四年法律第六十七号。以下「刑法等一部改正法」

という。）及びこの法律（以下「刑法等一部改正
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法等」という。）の施行前にした行為の処罰につ

いては、次章に別段の定めがあるもののほか、な

お従前の例による。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に対

して、他の法律の規定によりなお従前の例による

こととされ、なお効力を有することとされ又は改

正前若しくは廃止前の法律の規定の例によるこ

ととされる罰則を適用する場合において、当該罰

則に定める刑（刑法施行法第十九条第一項の規定

又は第八十二条の規定による改正後の沖縄の復

帰に伴う特別措置に関する法律第二十五条第四

項の規定の適用後のものを含む。）に刑法等一部

改正法第二条の規定による改正前の刑法（明治四

十年法律第四十五号。以下この項において「旧刑

法」という。）第十二条に規定する懲役（以下「懲

役」という。）、旧刑法第十三条に規定する禁錮

（以下「禁錮」という。）又は旧刑法第十六条に

規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含ま

れるときは、当該刑のうち無期の懲役又は禁錮は

それぞれ無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそ

れぞれその刑と長期及び短期（刑法施行法第二十

条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする

有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期（刑法施行

法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を同

じくする拘留とする。 

（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 

第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁判

の効力並びにその執行については、次章に別段の

定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せられ

た者に係る人の資格に関する法令の規定の適用

については、無期の懲役又は禁錮に処せられた者

はそれぞれ無期拘禁刑に処せられた者と、有期の

懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ刑期を

同じくする有期拘禁刑に処せられた者と、旧拘留

に処せられた者は拘留に処せられた者とみなす。 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の法

律の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しく

は廃止前の法律の規定の例によることとされる

人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せら

れた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同

じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せ

られた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられ

た者とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等一

部改正法等の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一部

を改正する法律＝令和四年六月法律第六七号〕施

行日〔令和七年六月一日〕から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略〕 
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内閣府男女共同参画局 

男女共同参画白書の序説テーマ 

令和５年度 

新たな生活様式・働き方全ての人の活躍につなげるために 

～職業観・家族観が大きく変化する中、「令和モデル」の実現に向

けて～ 

令和４年度 
人生 100年時代における結婚と家族 

～家族の姿の変化と課題にどう向き合うか～ 

令和３年度 コロナ下で顕在した男女共同参画の課題と未来 

令和２年度 
「家事・育児・介護」と「仕事」のバランス 

～個人は、家庭は、社会はどう向き合っていくか～ 

令和元年度 多様な選択を可能にする学びの充実 

平成３０年版 スポーツにおける女性の活躍と男女の健康支援 

平成２９年版 女性活躍推進法による女性活躍の加速・拡大に向けて 

平成２８年版 多様な働き方・暮らし方に向けて求められる変革 

平成２７年版 地域の活力を高める女性の活躍 

平成２６年版 変わりゆく男性の仕事と暮らし 

平成２５年版 成長戦略の中核である女性の活躍に向けて 

平成２４年版 男女共同参画の視点からの防災・復興 

平成２３年版 ポジティブ・アクションの推進－「2020年 30％」に向けて－ 

平成２２年版 女性の活躍と経済・社会の活性化 

平成２１年版 
男女共同参画の 10年の軌跡と今後に向けての視点 

−男女共同参画社会基本法施行から 10年を迎えて− 

平成２０年版 
地域における女性の活躍 

−実践的活動から進化する男女共同参画− 

平成１９年版 国際比較でみた男女共同参画の状況 

平成１８年版 
女性が再チャレンジしやすい社会へ 

男女共同参画と少子化対策は車の両輪 

平成１７年版 科学技術の進展と男女共同参画 
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男女共同参画白書の序説テーマ 

平成１６年版 男女共同参画社会へのあゆみと現状 

平成１５年版 国際比較でみた男女共同参画社会の状況 

平成１４年版 都道府県別にみた男女共同参画社会の形成の状況 

平成１３年版 
男女共同参画社会の実現に向けて 

～21世紀を豊かで活力あるものとするために～ 
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雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 
（昭和47年7月1日法律第113号） 

最終改正：令和4年6月17日号外法律第68号 

改正内容：令和4年6月17日号外法律第68号（令和4年6月17日） 
第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等 

第一節 性別を理由とする差別の禁止等（第五条―第十条） 

第二節 事業主の講ずべき措置等（第十一条―第十三条の二） 

第三節 事業主に対する国の援助（第十四条） 

第三章 紛争の解決 

第一節 紛争の解決の援助等（第十五条―第十七条） 

第二節 調停（第十八条―第二十七条） 

第四章 雑則（第二十八条―第三十二条） 

第五章 罰則（第三十三条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、法の下の平等を保障する日本

国憲法の理念にのつとり雇用の分野における男

女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、

女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の

健康の確保を図る等の措置を推進することを目

的とする。 

（基本的理念） 

第二条 この法律においては、労働者が性別により

差別されることなく、また、女性労働者にあつて

は母性を尊重されつつ、充実した職業生活を営む

ことができるようにすることをその基本的理念

とする。 

２ 事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規

定する基本的理念に従つて、労働者の職業生活の

充実が図られるように努めなければならない。 

（啓発活動） 

第三条 国及び地方公共団体は、雇用の分野におけ

る男女の均等な機会及び待遇の確保等について

国民の関心と理解を深めるとともに、特に、雇用

の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な

啓発活動を行うものとする。 

（男女雇用機会均等対策基本方針） 

第四条 厚生労働大臣は、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する施策の

基本となるべき方針（以下「男女雇用機会均等対

策基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 男女雇用機会均等対策基本方針に定める事項

は、次のとおりとする。 

一 男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職

業生活の動向に関する事項 

二 雇用の分野における男女の均等な機会及び

待遇の確保等について講じようとする施策の

基本となるべき事項 

３ 男女雇用機会均等対策基本方針は、男性労働者

及び女性労働者のそれぞれの労働条件、意識及び

就業の実態等を考慮して定められなければなら

ない。 

４ 厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方

針を定めるに当たつては、あらかじめ、労働政策

審議会の意見を聴くほか、都道府県知事の意見を

求めるものとする。 

５ 厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方

針を定めたときは、遅滞なく、その概要を公表す

るものとする。 

６ 前二項の規定は、男女雇用機会均等対策基本方

針の変更について準用する。 

第二章 雇用の分野における男女の均等な機

会及び待遇の確保等 

第一節 性別を理由とする差別の禁止等 

（性別を理由とする差別の禁止） 

第五条 事業主は、労働者の募集及び採用について、

その性別にかかわりなく均等な機会を与えなけ

ればならない。 

第六条 事業主は、次に掲げる事項について、労働

者の性別を理由として、差別的取扱いをしてはな

らない。 

一 労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を

含む。）、昇進、降格及び教育訓練 

二 住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利

厚生の措置であつて厚生労働省令で定めるも

の 

三 労働者の職種及び雇用形態の変更 

四 退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の

更新 

（性別以外の事由を要件とする措置） 

第七条 事業主は、募集及び採用並びに前条各号に

掲げる事項に関する措置であつて労働者の性別

以外の事由を要件とするもののうち、措置の要件

を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘

案して実質的に性別を理由とする差別となるお

それがある措置として厚生労働省令で定めるも

のについては、当該措置の対象となる業務の性質

に照らして当該措置の実施が当該業務の遂行上
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特に必要である場合、事業の運営の状況に照らし

て当該措置の実施が雇用管理上特に必要である

場合その他の合理的な理由がある場合でなけれ

ば、これを講じてはならない。 

（女性労働者に係る措置に関する特例） 

第八条 前三条の規定は、事業主が、雇用の分野に

おける男女の均等な機会及び待遇の確保の支障

となつている事情を改善することを目的として

女性労働者に関して行う措置を講ずることを妨

げるものではない。 

（婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱い

の禁止等） 

第九条 事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、

又は出産したことを退職理由として予定する定

めをしてはならない。 

２ 事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由と

して、解雇してはならない。 

３ 事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠した

こと、出産したこと、労働基準法（昭和二十二年

法律第四十九号）第六十五条第一項の規定による

休業を請求し、又は同項若しくは同条第二項の規

定による休業をしたことその他の妊娠又は出産

に関する事由であつて厚生労働省令で定めるも

のを理由として、当該女性労働者に対して解雇そ

の他不利益な取扱いをしてはならない。 

４ 妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過し

ない女性労働者に対してなされた解雇は、無効と

する。ただし、事業主が当該解雇が前項に規定す

る事由を理由とする解雇でないことを証明した

ときは、この限りでない。 

（指針） 

第十条 厚生労働大臣は、第五条から第七条まで及

び前条第一項から第三項までの規定に定める事

項に関し、事業主が適切に対処するために必要な

指針（次項において「指針」という。）を定める

ものとする。 

２ 第四条第四項及び第五項の規定は指針の策定

及び変更について準用する。この場合において、

同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を

求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるもの

とする。 

第二節 事業主の講ずべき措置等 

（職場における性的な言動に起因する問題に関

する雇用管理上の措置等） 

第十一条 事業主は、職場において行われる性的な

言動に対するその雇用する労働者の対応により

当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、

又は当該性的な言動により当該労働者の就業環

境が害されることのないよう、当該労働者からの

相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の

整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 事業主は、労働者が前項の相談を行つたこと又

は事業主による当該相談への対応に協力した際

に事実を述べたことを理由として、当該労働者に

対して解雇その他不利益な取扱いをしてはなら

ない。 

３ 事業主は、他の事業主から当該事業主の講ずる

第一項の措置の実施に関し必要な協力を求めら

れた場合には、これに応ずるように努めなければ

ならない。 

４ 厚生労働大臣は、前三項の規定に基づき事業主

が講ずべき措置等に関して、その適切かつ有効な

実施を図るために必要な指針（次項において「指

針」という。）を定めるものとする。 

５ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定

及び変更について準用する。この場合において、

同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を

求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるもの

とする。 

（職場における性的な言動に起因する問題に関

する国、事業主及び労働者の責務） 

第十一条の二 国は、前条第一項に規定する不利益

を与える行為又は労働者の就業環境を害する同

項に規定する言動を行つてはならないことその

他当該言動に起因する問題（以下この条において

「性的言動問題」という。）に対する事業主その

他国民一般の関心と理解を深めるため、広報活動、

啓発活動その他の措置を講ずるように努めなけ

ればならない。 

２ 事業主は、性的言動問題に対するその雇用する

労働者の関心と理解を深めるとともに、当該労働

者が他の労働者に対する言動に必要な注意を払

うよう、研修の実施その他の必要な配慮をするほ

か、国の講ずる前項の措置に協力するように努め

なければならない。 

３ 事業主（その者が法人である場合にあつては、

その役員）は、自らも、性的言動問題に対する関

心と理解を深め、労働者に対する言動に必要な注

意を払うように努めなければならない。 

４ 労働者は、性的言動問題に対する関心と理解を

深め、他の労働者に対する言動に必要な注意を払

うとともに、事業主の講ずる前条第一項の措置に

協力するように努めなければならない。 

（職場における妊娠、出産等に関する言動に起因

する問題に関する雇用管理上の措置等） 

第十一条の三 事業主は、職場において行われるそ

の雇用する女性労働者に対する当該女性労働者

が妊娠したこと、出産したこと、労働基準法第六

十五条第一項の規定による休業を請求し、又は同

項若しくは同条第二項の規定による休業をした

ことその他の妊娠又は出産に関する事由であつ

て厚生労働省令で定めるものに関する言動によ

り当該女性労働者の就業環境が害されることの

ないよう、当該女性労働者からの相談に応じ、適

切に対応するために必要な体制の整備その他の

雇用管理上必要な措置を講じなければならない。 

２ 第十一条第二項の規定は、労働者が前項の相談

を行い、又は事業主による当該相談への対応に協

力した際に事実を述べた場合について準用する。 
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３ 厚生労働大臣は、前二項の規定に基づき事業主

が講ずべき措置等に関して、その適切かつ有効な

実施を図るために必要な指針（次項において「指

針」という。）を定めるものとする。 

４ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定

及び変更について準用する。この場合において、

同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を

求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるもの

とする。 

（職場における妊娠、出産等に関する言動に起因

する問題に関する国、事業主及び労働者の責務） 

第十一条の四 国は、労働者の就業環境を害する前

条第一項に規定する言動を行つてはならないこ

とその他当該言動に起因する問題（以下この条に

おいて「妊娠・出産等関係言動問題」という。）

に対する事業主その他国民一般の関心と理解を

深めるため、広報活動、啓発活動その他の措置を

講ずるように努めなければならない。 

２ 事業主は、妊娠・出産等関係言動問題に対する

その雇用する労働者の関心と理解を深めるとと

もに、当該労働者が他の労働者に対する言動に必

要な注意を払うよう、研修の実施その他の必要な

配慮をするほか、国の講ずる前項の措置に協力す

るように努めなければならない。 

３ 事業主（その者が法人である場合にあつては、

その役員）は、自らも、妊娠・出産等関係言動問

題に対する関心と理解を深め、労働者に対する言

動に必要な注意を払うように努めなければなら

ない。 

４ 労働者は、妊娠・出産等関係言動問題に対する

関心と理解を深め、他の労働者に対する言動に必

要な注意を払うとともに、事業主の講ずる前条第

一項の措置に協力するように努めなければなら

ない。 

（妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置） 

第十二条 事業主は、厚生労働省令で定めるところ

により、その雇用する女性労働者が母子保健法

（昭和四十年法律第百四十一号）の規定による保

健指導又は健康診査を受けるために必要な時間

を確保することができるようにしなければなら

ない。 

第十三条 事業主は、その雇用する女性労働者が前

条の保健指導又は健康診査に基づく指導事項を

守ることができるようにするため、勤務時間の変

更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければなら

ない。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が

講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施

を図るために必要な指針（次項において「指針」

という。）を定めるものとする。 

３ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定

及び変更について準用する。この場合において、

同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を

求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるもの

とする。 

（男女雇用機会均等推進者） 

第十三条の二 事業主は、厚生労働省令で定めると

ころにより、第八条、第十一条第一項、第十一条

の二第二項、第十一条の三第一項、第十一条の四

第二項、第十二条及び前条第一項に定める措置等

並びに職場における男女の均等な機会及び待遇

の確保が図られるようにするために講ずべきそ

の他の措置の適切かつ有効な実施を図るための

業務を担当する者を選任するように努めなけれ

ばならない。 

第三節 事業主に対する国の援助 

第十四条 国は、雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇が確保されることを促進するため、

事業主が雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保の支障となつている事情を改善

することを目的とする次に掲げる措置を講じ、又

は講じようとする場合には、当該事業主に対し、

相談その他の援助を行うことができる。 

一 その雇用する労働者の配置その他雇用に関

する状況の分析 

二 前号の分析に基づき雇用の分野における男

女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつ

ている事情を改善するに当たつて必要となる

措置に関する計画の作成 

三 前号の計画で定める措置の実施 

四 前三号の措置を実施するために必要な体制

の整備 

五 前各号の措置の実施状況の開示 

第三章 紛争の解決 

第一節 紛争の解決の援助等 

（苦情の自主的解決） 

第十五条 事業主は、第六条、第七条、第九条、第

十二条及び第十三条第一項に定める事項（労働者

の募集及び採用に係るものを除く。）に関し、労

働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機

関（事業主を代表する者及び当該事業場の労働者

を代表する者を構成員とする当該事業場の労働

者の苦情を処理するための機関をいう。）に対し

当該苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決

を図るように努めなければならない。 

（紛争の解決の促進に関する特例） 

第十六条 第五条から第七条まで、第九条、第十一

条第一項及び第二項（第十一条の三第二項におい

て準用する場合を含む。）、第十一条の三第一項、

第十二条並びに第十三条第一項に定める事項に

ついての労働者と事業主との間の紛争について

は、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律

（平成十三年法律第百十二号）第四条、第五条及

び第十二条から第十九条までの規定は適用せず、

次条から第二十七条までに定めるところによる。 

（紛争の解決の援助） 

第十七条 都道府県労働局長は、前条に規定する紛

争に関し、当該紛争の当事者の双方又は一方から

その解決につき援助を求められた場合には、当該
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紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告

をすることができる。 

２ 第十一条第二項の規定は、労働者が前項の援助

を求めた場合について準用する。 

第二節 調停 

（調停の委任） 

第十八条 都道府県労働局長は、第十六条に規定す

る紛争（労働者の募集及び採用についての紛争を

除く。）について、当該紛争の当事者（以下「関

係当事者」という。）の双方又は一方から調停の

申請があつた場合において当該紛争の解決のた

めに必要があると認めるときは、個別労働関係紛

争の解決の促進に関する法律第六条第一項の紛

争調整委員会（以下「委員会」という。）に調停

を行わせるものとする。 

２ 第十一条第二項の規定は、労働者が前項の申請

をした場合について準用する。 

（調停） 

第十九条 前条第一項の規定に基づく調停（以下こ

の節において「調停」という。）は、三人の調停

委員が行う。 

２ 調停委員は、委員会の委員のうちから、会長が

あらかじめ指名する。 

第二十条 委員会は、調停のため必要があると認め

るときは、関係当事者又は関係当事者と同一の事

業場に雇用される労働者その他の参考人の出頭

を求め、その意見を聴くことができる。 

第二十一条 委員会は、関係当事者からの申立てに

基づき必要があると認めるときは、当該委員会が

置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な

労働者団体又は事業主団体が指名する関係労働

者を代表する者又は関係事業主を代表する者か

ら当該事件につき意見を聴くものとする。 

第二十二条 委員会は、調停案を作成し、関係当事

者に対しその受諾を勧告することができる。 

第二十三条 委員会は、調停に係る紛争について調

停による解決の見込みがないと認めるときは、調

停を打ち切ることができる。 

２ 委員会は、前項の規定により調停を打ち切つた

ときは、その旨を関係当事者に通知しなければな

らない。 

（時効の完成猶予） 

第二十四条 前条第一項の規定により調停が打ち

切られた場合において、当該調停の申請をした者

が同条第二項の通知を受けた日から三十日以内

に調停の目的となつた請求について訴えを提起

したときは、時効の完成猶予に関しては、調停の

申請の時に、訴えの提起があつたものとみなす。 

（訴訟手続の中止） 

第二十五条 第十八条第一項に規定する紛争のう

ち民事上の紛争であるものについて関係当事者

間に訴訟が係属する場合において、次の各号のい

ずれかに掲げる事由があり、かつ、関係当事者の

共同の申立てがあるときは、受訴裁判所は、四月

以内の期間を定めて訴訟手続を中止する旨の決

定をすることができる。 

一 当該紛争について、関係当事者間において調

停が実施されていること。 

二 前号に規定する場合のほか、関係当事者間に

調停によつて当該紛争の解決を図る旨の合意

があること。 

２ 受訴裁判所は、いつでも前項の決定を取り消す

ことができる。 

３ 第一項の申立てを却下する決定及び前項の規

定により第一項の決定を取り消す決定に対して

は、不服を申し立てることができない。 

（資料提供の要求等） 

第二十六条 委員会は、当該委員会に係属している

事件の解決のために必要があると認めるときは、

関係行政庁に対し、資料の提供その他必要な協力

を求めることができる。 

（厚生労働省令への委任） 

第二十七条 この節に定めるもののほか、調停の手

続に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

第四章 雑則 

（調査等） 

第二十八条 厚生労働大臣は、男性労働者及び女性

労働者のそれぞれの職業生活に関し必要な調査

研究を実施するものとする。 

２ 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、関係

行政機関の長に対し、資料の提供その他必要な協

力を求めることができる。 

３ 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、都道

府県知事から必要な調査報告を求めることがで

きる。 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第二十九条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関

し必要があると認めるときは、事業主に対して、

報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をする

ことができる。 

２ 前項に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働

省令で定めるところにより、その一部を都道府県

労働局長に委任することができる。 

（公表） 

第三十条 厚生労働大臣は、第五条から第七条まで、

第九条第一項から第三項まで、第十一条第一項及

び第二項（第十一条の三第二項、第十七条第二項

及び第十八条第二項において準用する場合を含

む。）、第十一条の三第一項、第十二条並びに第

十三条第一項の規定に違反している事業主に対

し、前条第一項の規定による勧告をした場合にお

いて、その勧告を受けた者がこれに従わなかつた

ときは、その旨を公表することができる。 

（船員に関する特例） 

第三十一条 船員職業安定法（昭和二十三年法律第

百三十号）第六条第一項に規定する船員及び同項

に規定する船員になろうとする者に関しては、第

四条第一項並びに同条第四項及び第五項（同条第

六項、第十条第二項、第十一条第五項、第十一条



- 67 - 

 

の三第四項及び第十三条第三項において準用す

る場合を含む。）、第十条第一項、第十一条第四

項、第十一条の三第三項、第十三条第二項並びに

前三条中「厚生労働大臣」とあるのは「国土交通

大臣」と、第四条第四項（同条第六項、第十条第

二項、第十一条第五項、第十一条の三第四項及び

第十三条第三項において準用する場合を含む。）

中「労働政策審議会」とあるのは「交通政策審議

会」と、第六条第二号、第七条、第九条第三項、

第十一条の三第一項、第十二条、第十三条の二及

び第二十九条第二項中「厚生労働省令」とあるの

は「国土交通省令」と、第九条第三項中「労働基

準法（昭和二十二年法律第四十九号）第六十五条

第一項の規定による休業を請求し、又は同項若し

くは同条第二項の規定による休業をしたこと」と

あるのは「船員法（昭和二十二年法律第百号）第

八十七条第一項又は第二項の規定によつて作業

に従事しなかつたこと」と、第十一条の三第一項

中「労働基準法第六十五条第一項の規定による休

業を請求し、又は同項若しくは同条第二項の規定

による休業をしたこと」とあるのは「船員法第八

十七条第一項又は第二項の規定によつて作業に

従事しなかつたこと」と、第十七条第一項、第十

八条第一項及び第二十九条第二項中「都道府県労

働局長」とあるのは「地方運輸局長（運輸監理部

長を含む。）」と、第十八条第一項中「第六条第

一項の紛争調整委員会（以下「委員会」という。）」

とあるのは「第二十一条第三項のあつせん員候補

者名簿に記載されている者のうちから指名する

調停員」とする。 

２ 前項の規定により読み替えられた第十八条第

一項の規定により指名を受けて調停員が行う調

停については、第十九条から第二十七条までの規

定は、適用しない。 

３ 前項の調停の事務は、三人の調停員で構成する

合議体で取り扱う。 

４ 調停員は、破産手続開始の決定を受け、又は禁

錮(こ)以上の刑に処せられたときは、その地位を

失う。 

５ 第二十条から第二十七条までの規定は、第二項

の調停について準用する。この場合において、第

二十条から第二十三条まで及び第二十六条中「委

員会は」とあるのは「調停員は」と、第二十一条

中「当該委員会が置かれる都道府県労働局」とあ

るのは「当該調停員を指名した地方運輸局長（運

輸監理部長を含む。）が置かれる地方運輸局（運

輸監理部を含む。）」と、第二十六条中「当該委

員会に係属している」とあるのは「当該調停員が

取り扱つている」と、第二十七条中「この節」と

あるのは「第三十一条第三項から第五項まで」と、

「調停」とあるのは「合議体及び調停」と、「厚

生労働省令」とあるのは「国土交通省令」と読み

替えるものとする。 

（適用除外） 

第三十二条 第二章第一節、第十三条の二、同章第

三節、前章、第二十九条及び第三十条の規定は、

国家公務員及び地方公務員に、第二章第二節（第

十三条の二を除く。）の規定は、一般職の国家公

務員（行政執行法人の労働関係に関する法律（昭

和二十三年法律第二百五十七号）第二条第二号の

職員を除く。）、裁判所職員臨時措置法（昭和二

十六年法律第二百九十九号）の適用を受ける裁判

所職員、国会職員法（昭和二十二年法律第八十五

号）の適用を受ける国会職員及び自衛隊法（昭和

二十九年法律第百六十五号）第二条第五項に規定

する隊員に関しては適用しない。 

第五章 罰則 

第三十三条 第二十九条第一項の規定による報告

をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以

下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（令和八年三月三十一日までの間の男女雇用機

会均等推進者の業務） 

２ 令和八年三月三十一日までの間は、第十三条の

二中「並びに」とあるのは、「、女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律（平成二十七年

法律第六十四号）第八条第一項に規定する一般事

業主行動計画に基づく取組及び同法第二十条の

規定による情報の公表の推進のための措置並び

に」とする。 

附 則〔昭和五八年一二月二日法律第七八号〕 

１ この法律（第一条を除く。）は、昭和五十九年

七月一日から施行する。 

２ この法律の施行の日の前日において法律の規

定により置かれている機関等で、この法律の施行

の日以後は国家行政組織法又はこの法律による

改正後の関係法律の規定に基づく政令（以下「関

係政令」という。）の規定により置かれることと

なるものに関し必要となる経過措置その他この

法律の施行に伴う関係政令の制定又は改廃に関

し必要となる経過措置は、政令で定めることがで

きる。 

附 則〔昭和六〇年六月一日法律第四五号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、昭和六十一年四月一日から施

行する。〔後略〕 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法

律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経

過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第二十条 政府は、この法律の施行後適当な時期に

おいて、第一条の規定による改正後の雇用の分野

における男女の均等な機会及び待遇の確保等女

子労働者の福祉の増進に関する法律及び第二条

の規定による改正後の労働基準法第六章の二の

規定の施行状況を勘案し、必要があると認めると
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きは、これらの法律の規定について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 

附 則〔平成三年五月一五日法律第七六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成四年四月一日から施行す

る。 

附 則〔平成七年六月九日法律第一〇七号抄〕 

沿革 

平成一一年一二月二二日号外

法律第一六〇号〔中央省庁等

改革関係法施行法七五六条

による改正〕 

平成一三年一一月一六日号外

法律第一一八号〔育児休業、

介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関

する法律の一部を改正する

法律附則八条による改正〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成七年十月一日から施行す

る。〔後略〕 

（雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法

律の一部改正に伴う経過措置） 

第九条 この法律の施行の際現に設置されている

働く婦人の家については、前条の規定による改正

前の雇用の分野における男女の均等な機会及び

待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する

法律第三十条及び第三十一条の規定は、この法律

の施行後も、なおその効力を有する。 

２ この法律の施行の際現に設置されている働く

婦人の家に関し、厚生労働省令で定めるところに

より、当該働く婦人の家を設置している地方公共

団体が当該働く婦人の家を第二条の規定による

改正後の育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律第三十四条に

規定する勤労者家庭支援施設に変更したい旨の

申出を厚生労働大臣に行い、厚生労働大臣が当該

申出を承認した場合には、当該承認の日において、

当該働く婦人の家は、同条に規定する勤労者家庭

支援施設となるものとする。 

附 則〔平成九年六月一八日法律第九二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十一年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

一 第一条（次号に掲げる改正規定を除く。）、

第三条（次号に掲げる改正規定を除く。）、第

五条、第六条、第七条（次号に掲げる改正規定

を除く。）並びに附則第三条、第六条、第七条、

第十条及び第十四条（次号に掲げる改正規定を

除く。）の規定 公布の日から起算して六月を

超えない範囲内において政令で定める日 

〔平成九年九月政令二九二号により、平成

九・一〇・一から施行〕 

二 第一条中雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増

進に関する法律第二十六条の前の見出しの改

正規定、同条の改正規定（「事業主は」の下に

「、労働省令で定めるところにより」を加える

部分及び「できるような配慮をするように努め

なければならない」を「できるようにしなけれ

ばならない」に改める部分に限る。）、同法第

二十七条の改正規定（「講ずるように努めなけ

ればならない」を「講じなければならない」に

改める部分及び同条に二項を加える部分に限

る。）、同法第三十四条の改正規定（「及び第

十二条第二項」を「、第十二条第二項及び第二

十七条第三項」に改める部分、「第十二条第一

項」の下に「、第二十七条第二項」を加える部

分及び「第十四条及び」を「第十四条、第二十

六条及び」に改める部分に限る。）及び同法第

三十五条の改正規定〔中略〕 平成十年四月一

日 

（罰則に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

附 則〔平成一一年七月一六日法律第八七号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第七条、第十条、第十二条、第

五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、

第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四項

から第六項まで、第百六十条、第百六十三条、

第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布

の日 

二～六 〔略〕 

（国等の事務） 

第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれ

の法律に規定するもののほか、この法律の施行前

において、地方公共団体の機関が法律又はこれに

基づく政令により管理し又は執行する国、他の地

方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十

一条において「国等の事務」という。）は、この

法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに

基づく政令により当該地方公共団体の事務とし

て処理するものとする。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規

定については、当該各規定。以下この条及び附則

第百六十三条において同じ。）の施行前に改正前

のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の

処分その他の行為（以下この条において「処分等

の行為」という。）又はこの法律の施行の際現に

改正前のそれぞれの法律の規定によりされてい
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る許可等の申請その他の行為（以下この条におい

て「申請等の行為」という。）で、この法律の施

行の日においてこれらの行為に係る行政事務を

行うべき者が異なることとなるものは、附則第二

条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの

法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に

関する規定に定めるものを除き、この法律の施行

の日以後における改正後のそれぞれの法律の適

用については、改正後のそれぞれの法律の相当規

定によりされた処分等の行為又は申請等の行為

とみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律

の規定により国又は地方公共団体の機関に対し

報告、届出、提出その他の手続をしなければなら

ない事項で、この法律の施行の日前にその手続が

されていないものについては、この法律及びこれ

に基づく政令に別段の定めがあるもののほか、こ

れを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により

国又は地方公共団体の相当の機関に対して報告、

届出、提出その他の手続をしなければならない事

項についてその手続がされていないものとみな

して、この法律による改正後のそれぞれの法律の

規定を適用する。 

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係

る処分であって、当該処分をした行政庁（以下こ

の条において「処分庁」という。）に施行日前に

行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この

条において「上級行政庁」という。）があったも

のについての同法による不服申立てについては、

施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上

級行政庁があるものとみなして、行政不服審査法

の規定を適用する。この場合において、当該処分

庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前

に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とす

る。 

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる

行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当該

機関が行政不服審査法の規定により処理するこ

ととされる事務は、新地方自治法第二条第九項第

一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

（手数料に関する経過措置） 

第百六十二条 施行日前においてこの法律による

改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含

む。）の規定により納付すべきであった手数料に

ついては、この法律及びこれに基づく政令に別段

の定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条 この附則に規定するもののほか、こ

の法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関す

る経過措置を含む。）は、政令で定める。 

２ 附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の

規定の適用に関して必要な事項は、政令で定める。 

附 則〔平成一一年七月一六日法律第一〇四

号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律

（平成十一年法律第八十八号）の施行の日〔平成

一三年一月六日〕から施行する。〔後略〕 

〔平成一一年一二月二二日法律第一六〇号

抄〕 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこの法

律（以下「改革関係法等」と総称する。）の施行

前に法令の規定により従前の国の機関がした免

許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通

知その他の行為は、法令に別段の定めがあるもの

のほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等

の施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国

の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その

他の処分又は通知その他の行為とみなす。 

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定によ

り従前の国の機関に対してされている申請、届出

その他の行為は、法令に別段の定めがあるものの

ほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の

施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国の

機関に対してされた申請、届出その他の行為とみ

なす。 

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定により従

前の国の機関に対し報告、届出、提出その他の手

続をしなければならないとされている事項で、改

革関係法等の施行の日前にその手続がされてい

ないものについては、法令に別段の定めがあるも

ののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改

革関係法等の施行後の法令の相当規定により相

当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の

手続をしなければならないとされた事項につい

てその手続がされていないものとみなして、改革

関係法等の施行後の法令の規定を適用する。 

（従前の例による処分等に関する経過措置） 

第千三百二条 なお従前の例によることとする法

令の規定により、従前の国の機関がすべき免許、

許可、認可、承認、指定その他の処分若しくは通

知その他の行為又は従前の国の機関に対してす

べき申請、届出その他の行為については、法令に

別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施

行後は、改革関係法等の施行後の法令の規定に基

づくその任務及び所掌事務の区分に応じ、それぞ

れ、相当の国の機関がすべきものとし、又は相当

の国の機関に対してすべきものとする。 

（罰則に関する経過措置） 

第千三百三条 改革関係法等の施行前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

（政令への委任） 
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第千三百四十四条 第七十一条から第七十六条ま

で及び第千三百一条から前条まで並びに中央省

庁等改革関係法に定めるもののほか、改革関係法

等の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経

過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則〔平成一一年一二月二二日法律第一六

〇号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、

平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 〔前略〕第千三百四十四条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

附 則〔平成一三年七月一一日法律第一一二

号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十三年十月一日から施行

する。 

附 則〔平成一三年一一月一六日法律第一一

八号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。〔後

略〕 

附 則〔平成一四年五月三一日法律第五四号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十四年七月一日から施行

する。 

（経過措置） 

第二十八条 この法律の施行前にこの法律による

改正前のそれぞれの法律若しくはこれに基づく

命令（以下「旧法令」という。）の規定により海

運監理部長、陸運支局長、海運支局長又は陸運支

局の事務所の長（以下「海運監理部長等」という。）

がした許可、認可その他の処分又は契約その他の

行為（以下「処分等」という。）は、国土交通省

令で定めるところにより、この法律による改正後

のそれぞれの法律若しくはこれに基づく命令（以

下「新法令」という。）の規定により相当の運輸

監理部長、運輸支局長又は地方運輸局、運輸監理

部若しくは運輸支局の事務所の長（以下「運輸監

理部長等」という。）がした処分等とみなす。 

第二十九条 この法律の施行前に旧法令の規定に

より海運監理部長等に対してした申請、届出その

他の行為（以下「申請等」という。）は、国土交

通省令で定めるところにより、新法令の規定によ

り相当の運輸監理部長等に対してした申請等と

みなす。 

第三十条 この法律の施行前にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則〔平成一四年七月三一日法律第九八号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公社法〔日本郵政公社法＝平

成一四年七月法律第九七号〕の施行の日〔平成一

五年四月一日〕から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

一 第一章第一節（別表第一から別表第四までを

含む。）並びに附則第二十八条第二項、第三十

三条第二項及び第三項並びに第三十九条の規

定 公布の日 

二 〔略〕 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十九条 この法律に規定するもののほか、公社

法及びこの法律の施行に関し必要な経過措置（罰

則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則〔平成一八年六月二一日法律第八二号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行

する。〔後略〕 

（紛争の解決の促進に関する特例に関する経過

措置） 

第二条 この法律の施行の際現に個別労働関係紛

争の解決の促進に関する法律（平成十三年法律第

百十二号）第六条第一項の紛争調整委員会（以下

「委員会」という。）に係属している同法第五条

第一項のあっせんに係る紛争については、第一条

の規定による改正後の雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以

下「新法」という。）第十六条の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

（時効の中断に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行の際現に委員会に係属し

ている第一条の規定による改正前の雇用の分野

における男女の均等な機会及び待遇の確保等に

関する法律第十四条第一項の調停に関し当該調

停の目的となっている請求についての新法第二

十四条の規定の適用に関しては、この法律の施行

の時に、調停の申請がされたものとみなす。 

（罰則に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

（検討） 

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した

場合において、新法及び第二条の規定による改正

後の労働基準法第六十四条の二の規定の施行の

状況を勘案し、必要があると認めるときは、これ

らの規定について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。 

附 則〔平成二〇年五月二日法律第二六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十年十月一日から施行

する。〔後略〕 

（処分等に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の法律（これに基づ

く命令を含む。以下この条において「旧法令」と
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いう。）の規定により次の表の中欄に掲げる従前

の国の機関（以下この条において「旧機関」とい

う。）がした認可、指定その他の処分又は通知そ

の他の行為は、この法律の施行後は、政令で定め

るところにより、この法律による改正後の法律

（これに基づく命令を含む。以下この条において

「新法令」という。）の相当規定に基づいて、同

表の下欄に掲げる相当の国等の機関（以下この条

において「新機関」という。）がした認可、指定

その他の処分又は通知その他の行為とみなす。 

一 国土交通大臣（第一条の規定

による改正前の国土交通省

設置法（以下「旧設置法」と

いう。）第四条第二十一号か

ら第二十三号までに掲げる

事務に係る場合に限る。） 

観光庁長官 

二 航空・鉄道事故調査委員会 運輸安全委員会 

三 海難審判庁 海難審判所 

四 船員中央労働委員会（旧設置

法第四条第九十六号に掲げ

る事務に係る場合に限る。） 

中央労働委員会 

五 船員中央労働委員会（旧設置

法第四条第九十七号及び第

九十八号に掲げる事務に係

る場合に限る。） 

交通政策審議会 

六 船員地方労働委員会（旧設置

法第四条第九十六号に掲げ

る事務に係る場合に限る。） 

中央労働委員会

又は都道府県労

働委員会 

七 船員地方労働委員会（旧設置

法第四条第九十七号及び第

九十八号に掲げる事務のう

ち個別労働関係紛争の解決

の促進に関する法律及び雇

用の分野における男女の均

等な機会及び待遇の確保等

に関する法律に係る事務に

係る場合に限る。） 

地 方 運 輸 局 長

（運輸監理部長

を含む。） 

八 船員地方労働委員会（旧設置

法第四条第九十七号及び第

九十八号に掲げる事務に係

る場合（七の項に掲げる場合

を除く。）に限る。） 

地方運輸局に置

かれる政令で定

める審議会 

九 地方運輸局長（運輸監理部長

を含む。）（旧設置法第四条

第九十六号に掲げる事務に

係る場合に限る。） 

厚生労働大臣又

は都道府県知事 

２ 旧法令の規定により旧機関に対してされてい

る申請、届出、申立てその他の行為は、附則第四

条の規定によりなお従前の例によることとされ

るものを除き、この法律の施行後は、政令で定め

るところにより、新法令の相当規定に基づいて、

新機関に対してされた申請、届出、申立てその他

の行為とみなす。 

３ 旧法令の規定により旧機関に対して届出その

他の手続をしなければならないとされている事

項で、この法律の施行の日前にその手続がされて

いないものについては、この法律の施行後は、政

令で定めるところにより、これを、新法令の相当

規定により新機関に対してその手続をしなけれ

ばならないとされた事項について、その手続がさ

れていないものとみなして、当該相当規定を適用

する。 

（罰則に関する経過措置） 

第六条 この法律の施行前にした行為及び前条第

四項の規定によりなお従前の例によることとさ

れる場合におけるこの法律の施行後にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるものの

ほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 

（検討） 

第九条 政府は、この法律の施行後五年を経過した

場合において、この法律による改正後の規定の実

施状況を勘案し、必要があると認めるときは、運

輸の安全の一層の確保を図る等の観点から運輸

安全委員会の機能の拡充等について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 

附 則〔平成二四年六月二七日法律第四二号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十五年四月一日から施

行する。〔後略〕 

附 則〔平成二六年六月一三日法律第六七号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、独立行政法人通則法の一部を

改正する法律（平成二十六年法律第六十六号。以

下「通則法改正法」という。）の施行の日〔平成

二七年四月一日〕から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 附則第十四条第二項、第十八条及び第三十条

の規定 公布の日 

二 〔略〕 

（処分等の効力） 

第二十八条 この法律の施行前にこの法律による

改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含

む。）の規定によってした又はすべき処分、手続

その他の行為であってこの法律による改正後の

それぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下

この条において「新法令」という。）に相当の規

定があるものは、法律（これに基づく政令を含む。）

に別段の定めのあるものを除き、新法令の相当の

規定によってした又はすべき処分、手続その他の

行為とみなす。 
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（罰則に関する経過措置） 

第二十九条 この法律の施行前にした行為及びこ

の附則の規定によりなおその効力を有すること

とされる場合におけるこの法律の施行後にした

行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

（その他の経過措置の政令等への委任） 

第三十条 附則第三条から前条までに定めるもの

のほか、この法律の施行に関し必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令（人

事院の所掌する事項については、人事院規則）で

定める。 

附 則〔平成二八年三月三一日法律第一七号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年一月一日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 第七条の規定並びに附則第十三条、第三十二

条及び第三十三条の規定 公布の日 

二～四 〔略〕 

（雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法律等の紛争の解決の促進

に関する特例に関する経過措置） 

第十一条 この法律の施行の際現に個別労働関係

紛争の解決の促進に関する法律（平成十三年法律

第百十二号）第六条第一項の紛争調整委員会又は

同法第二十一条第一項の規定により読み替えて

適用する同法第五条第一項の規定により指名す

るあっせん員に係属している同項のあっせんに

係る紛争については、第五条の規定による改正後

の雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法律第十六条及び第八条の

規定による改正後の育児休業、介護休業等育児又

は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第

五十二条の三の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 

（罰則に関する経過措置） 

第十三条 附則第一条第一号に掲げる規定の施行

前にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 

（検討） 

第十四条 政府は、この法律の施行後五年を経過し

た場合において、第五条、第六条及び第八条の規

定による改正後の規定の施行の状況について検

討を加え、必要があると認めるときは、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十三条 この附則に規定するもののほか、この

法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定め

る。 

〔平成二九年六月二日法律第四五号抄〕 

（雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法律の一部改正に伴う経過

措置） 

第二百十条 施行日前に前条の規定による改正前

の雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法律第十八条第一項に規定

する調停の申請がされた場合におけるその申請

に係る時効の特例については、前条の規定による

改正後の雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等に関する法律（以下この条にお

いて「新男女雇用機会均等法」という。）第二十

四条（新男女雇用機会均等法第三十一条第五項に

おいて準用する場合を含む。）の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第三百六十一条 施行日前にした行為及びこの法

律の規定によりなお従前の例によることとされ

る場合における施行日以後にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第三百六十二条 この法律に定めるもののほか、こ

の法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定

める。 

附 則〔平成二九年六月二日法律第四五号〕 

この法律は、民法改正法〔民法の一部を改正する

法律＝平成二九年六月法律第四四号〕の施行の日

〔平成三二年四月一日〕から施行する。ただし、〔中

略〕第三百六十二条の規定は、公布の日から施行す

る。 

附 則〔令和元年六月五日法律第二四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を

超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令

和二・六・一から施行〕 

一 〔前略〕附則第六条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の

施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した

場合において、この法律による改正後の規定の施

行の状況について検討を加え、必要があると認め

るときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとする。 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律（令

和四年法律第六十七号。以下「刑法等一部改正法」

という。）及びこの法律（以下「刑法等一部改正

法等」という。）の施行前にした行為の処罰につ
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いては、次章に別段の定めがあるもののほか、な

お従前の例による。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に対

して、他の法律の規定によりなお従前の例による

こととされ、なお効力を有することとされ又は改

正前若しくは廃止前の法律の規定の例によるこ

ととされる罰則を適用する場合において、当該罰

則に定める刑（刑法施行法第十九条第一項の規定

又は第八十二条の規定による改正後の沖縄の復

帰に伴う特別措置に関する法律第二十五条第四

項の規定の適用後のものを含む。）に刑法等一部

改正法第二条の規定による改正前の刑法（明治四

十年法律第四十五号。以下この項において「旧刑

法」という。）第十二条に規定する懲役（以下「懲

役」という。）、旧刑法第十三条に規定する禁錮

（以下「禁錮」という。）又は旧刑法第十六条に

規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含ま

れるときは、当該刑のうち無期の懲役又は禁錮は

それぞれ無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそ

れぞれその刑と長期及び短期（刑法施行法第二十

条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする

有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期（刑法施行

法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を同

じくする拘留とする。 

（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 

第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁判

の効力並びにその執行については、次章に別段の

定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せられ

た者に係る人の資格に関する法令の規定の適用

については、無期の懲役又は禁錮に処せられた者

はそれぞれ無期拘禁刑に処せられた者と、有期の

懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ刑期を

同じくする有期拘禁刑に処せられた者と、旧拘留

に処せられた者は拘留に処せられた者とみなす。 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の法

律の規定によりなお従前の例によることとされ、

なお効力を有することとされ又は改正前若しく

は廃止前の法律の規定の例によることとされる

人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せら

れた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同

じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せ

られた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられ

た者とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等一

部改正法等の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一部

を改正する法律＝令和四年六月法律第六七号〕施

行日〔令和七年六月一日〕から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略〕 
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ストーカー行為等の規制等に関する法律 
（平成12年5月24日号外法律第81号） 

最終改正：令和5年6月16日号外法律第63号 

改正内容：令和4年5月25日号外法律第52号（令和6年4月1日） 

 
（目的） 

第一条 この法律は、ストーカー行為を処罰する

等ストーカー行為等について必要な規制を行

うとともに、その相手方に対する援助の措置等

を定めることにより、個人の身体、自由及び名

誉に対する危害の発生を防止し、あわせて国民

の生活の安全と平穏に資することを目的とす

る。 

（定義） 

第二条 この法律において「つきまとい等」とは、

特定の者に対する恋愛感情その他の好意の感

情又はそれが満たされなかったことに対する

怨恨の感情を充足する目的で、当該特定の者又

はその配偶者、直系若しくは同居の親族その他

当該特定の者と社会生活において密接な関係

を有する者に対し、次の各号のいずれかに掲げ

る行為をすることをいう。 

一 つきまとい、待ち伏せし、進路に立ちふさ

がり、住居、勤務先、学校その他その現に所在

する場所若しくは通常所在する場所（以下「住

居等」という。）の付近において見張りをし、

住居等に押し掛け、又は住居等の付近をみだ

りにうろつくこと。 

二 その行動を監視していると思わせるよう

な事項を告げ、又はその知り得る状態に置く

こと。 

三 面会、交際その他の義務のないことを行う

ことを要求すること。 

四 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

五 電話をかけて何も告げず、又は拒まれたに

もかかわらず、連続して、電話をかけ、文書を

送付し、ファクシミリ装置を用いて送信し、

若しくは電子メールの送信等をすること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は

嫌悪の情を催させるような物を送付し、又は

その知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知

り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ若し

くはその知り得る状態に置き、その性的羞恥

心を害する文書、図画、電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。以下この号において同じ。）

に係る記録媒体その他の物を送付し若しくは

その知り得る状態に置き、又はその性的羞恥

心を害する電磁的記録その他の記録を送信し

若しくはその知り得る状態に置くこと。 

２ 前項第五号の「電子メールの送信等」とは、

次の各号のいずれかに掲げる行為（電話をかけ

ること及びファクシミリ装置を用いて送信す

ることを除く。）をいう。 

一 電子メールその他のその受信をする者を

特定して情報を伝達するために用いられる電

気通信（電気通信事業法（昭和五十九年法律

第八十六号）第二条第一号に規定する電気通

信をいう。次号において同じ。）の送信を行う

こと。 

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人がそ

の入力する情報を電気通信を利用して第三者

に閲覧させることに付随して、その第三者が

当該個人に対し情報を伝達することができる

機能が提供されるものの当該機能を利用する

行為をすること。 

３ この法律において「位置情報無承諾取得等」

とは、特定の者に対する恋愛感情その他の好意

の感情又はそれが満たされなかったことに対

する怨恨の感情を充足する目的で、当該特定の

者又はその配偶者、直系若しくは同居の親族そ

の他当該特定の者と社会生活において密接な

関係を有する者に対し、次の各号のいずれかに

掲げる行為をすることをいう。 

一 その承諾を得ないで、その所持する位置情

報記録・送信装置（当該装置の位置に係る位

置情報（地理空間情報活用推進基本法（平成

十九年法律第六十三号）第二条第一項第一号

に規定する位置情報をいう。以下この号にお

いて同じ。）を記録し、又は送信する機能を有

する装置で政令で定めるものをいう。以下こ

の号及び次号において同じ。）（同号に規定す

る行為がされた位置情報記録・送信装置を含

む。）により記録され、又は送信される当該位

置情報記録・送信装置の位置に係る位置情報

を政令で定める方法により取得すること。 

二 その承諾を得ないで、その所持する物に位

置情報記録・送信装置を取り付けること、位

置情報記録・送信装置を取り付けた物を交付

することその他その移動に伴い位置情報記

録・送信装置を移動し得る状態にする行為と

して政令で定める行為をすること。 

４ この法律において「ストーカー行為」とは、

同一の者に対し、つきまとい等（第一項第一号

から第四号まで及び第五号（電子メールの送信

等に係る部分に限る。）に掲げる行為について

は、身体の安全、住居等の平穏若しくは名誉が

害され、又は行動の自由が著しく害される不安

を覚えさせるような方法により行われる場合
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に限る。）又は位置情報無承諾取得等を反復し

てすることをいう。 

（つきまとい等又は位置情報無承諾取得等を

して不安を覚えさせることの禁止） 

第三条 何人も、つきまとい等又は位置情報無承

諾取得等をして、その相手方に身体の安全、住

居等の平穏若しくは名誉が害され、又は行動の

自由が著しく害される不安を覚えさせてはな

らない。 

（警告） 

第四条 警視総監若しくは道府県警察本部長又

は警察署長（以下「警察本部長等」という。）

は、つきまとい等又は位置情報無承諾取得等を

されたとして当該つきまとい等又は位置情報

無承諾取得等に係る警告を求める旨の申出を

受けた場合において、当該申出に係る前条の規

定に違反する行為があり、かつ、当該行為をし

た者が更に反復して当該行為をするおそれが

あると認めるときは、当該行為をした者に対し、

国家公安委員会規則で定めるところにより、更

に反復して当該行為をしてはならない旨を警

告することができる。 

２ 一の警察本部長等が前項の規定による警告

（以下「警告」という。）をした場合には、他

の警察本部長等は、当該警告を受けた者に対し、

当該警告に係る前条の規定に違反する行為に

ついて警告をすることができない。 

３ 警察本部長等は、警告をしたときは、速やか

に、当該警告の内容及び日時を第一項の申出を

した者に通知しなければならない。 

４ 警察本部長等は、警告をしなかったときは、

速やかに、その旨及びその理由を第一項の申出

をした者に書面により通知しなければならな

い。 

５ 前各項に定めるもののほか、第一項の申出の

受理及び警告の実施に関し必要な事項は、国家

公安委員会規則で定める。 

（禁止命令等） 

第五条 都道府県公安委員会（以下「公安委員会」

という。）は、第三条の規定に違反する行為が

あった場合において、当該行為をした者が更に

反復して当該行為をするおそれがあると認め

るときは、その相手方の申出により、又は職権

で、当該行為をした者に対し、国家公安委員会

規則で定めるところにより、次に掲げる事項を

命ずることができる。 

一 更に反復して当該行為をしてはならない

こと。 

二 更に反復して当該行為が行われることを

防止するために必要な事項 

２ 公安委員会は、前項の規定による命令（以下

「禁止命令等」という。）をしようとするとき

は、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第

十三条第一項の規定による意見陳述のための

手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければ

ならない。 

３ 公安委員会は、第一項に規定する場合におい

て、第三条の規定に違反する行為の相手方の身

体の安全、住居等の平穏若しくは名誉が害され、

又は行動の自由が著しく害されることを防止

するために緊急の必要があると認めるときは、

前項及び行政手続法第十三条第一項の規定に

かかわらず、聴聞又は弁明の機会の付与を行わ

ないで、当該相手方の申出により（当該相手方

の身体の安全が害されることを防止するため

に緊急の必要があると認めるときは、その申出

により、又は職権で）、禁止命令等をすること

ができる。この場合において、当該禁止命令等

をした公安委員会は、意見の聴取を、当該禁止

命令等をした日から起算して十五日以内（当該

禁止命令等をした日から起算して十五日以内

に次項において準用する同法第十五条第三項

の規定により意見の聴取の通知を行った場合

にあっては、当該通知が到達したものとみなさ

れる日から十四日以内）に行わなければならな

い。 

４ 行政手続法第三章第二節（第二十八条を除

く。）の規定は、公安委員会が前項後段の規定

による意見の聴取を行う場合について準用す

る。この場合において、同法第十五条第一項中

「聴聞を行うべき期日までに相当な期間をお

いて」とあるのは「速やかに」と、同法第二十

六条中「不利益処分の決定をするときは」とあ

るのは「ストーカー行為等の規制等に関する法

律（平成十二年法律第八十一号）第五条第三項

後段の規定による意見の聴取を行ったときは」

と、「参酌してこれをしなければ」とあるのは

「考慮しなければ」と読み替えるほか、必要な

技術的読替えは、政令で定める。 

５ 一の公安委員会が禁止命令等をした場合に

は、他の公安委員会は、当該禁止命令等を受け

た者に対し、当該禁止命令等に係る第三条の規

定に違反する行為について禁止命令等をする

ことができない。 

６ 公安委員会は、第一項又は第三項の申出を受

けた場合において、禁止命令等をしたときは、

速やかに、当該禁止命令等の内容及び日時を当

該申出をした者に通知しなければならない。 

７ 公安委員会は、第一項又は第三項の申出を受

けた場合において、禁止命令等をしなかったと

きは、速やかに、その旨及びその理由を当該申

出をした者に書面により通知しなければなら

ない。 

８ 禁止命令等の効力は、禁止命令等をした日か

ら起算して一年とする。 

９ 公安委員会は、禁止命令等をした場合におい

て、前項の期間の経過後、当該禁止命令等を継

続する必要があると認めるときは、当該禁止命

令等に係る事案に関する第三条の規定に違反
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する行為の相手方の申出により、又は職権で、

当該禁止命令等の有効期間を一年間延長する

ことができる。当該延長に係る期間の経過後、

これを更に延長しようとするときも、同様とす

る。 

10 第二項の規定は禁止命令等の有効期間の延

長をしようとする場合について、第六項及び第

七項の規定は前項の申出を受けた場合につい

て準用する。この場合において、第六項中「禁

止命令等を」とあるのは「第九項の規定による

禁止命令等の有効期間の延長の処分を」と、「当

該禁止命令等の」とあるのは「当該処分の」と、

第七項中「禁止命令等」とあるのは「第九項の

規定による禁止命令等の有効期間の延長の処

分」と読み替えるものとする。 

11 禁止命令等又は第九項の規定による禁止命

令等の有効期間の延長の処分は、国家公安委員

会規則で定める書類を送達して行う。ただし、

緊急を要するため当該書類を送達するいとま

がないときは、口頭ですることができる。 

12 前項の規定により送達すべき書類について、

その送達を受けるべき者の住所及び居所が明

らかでない場合には、当該禁止命令等又は当該

処分をする公安委員会は、その送達に代えて公

示送達をすることができる。 

13 公示送達は、送達すべき書類の名称、その送

達を受けるべき者の氏名及び公安委員会がそ

の書類をいつでも送達を受けるべき者に交付

する旨を当該公安委員会の掲示板に掲示して

行う。 

14 前項の場合において、掲示を始めた日から起

算して二週間を経過したときは、書類の送達が

あったものとみなす。 

15 前各項に定めるもののほか、禁止命令等、第

三項後段の規定による意見の聴取及び第十一

項の規定による送達の実施に関し必要な事項

は、国家公安委員会規則で定める。 

（ストーカー行為等に係る情報提供の禁止） 

第六条 何人も、ストーカー行為又は第三条の規

定に違反する行為（以下「ストーカー行為等」

という。）をするおそれがある者であることを

知りながら、その者に対し、当該ストーカー行

為等の相手方の氏名、住所その他の当該ストー

カー行為等の相手方に係る情報でストーカー

行為等をするために必要となるものを提供し

てはならない。 

（警察本部長等の援助等） 

第七条 警察本部長等は、ストーカー行為等の相

手方から当該ストーカー行為等に係る被害を

自ら防止するための援助を受けたい旨の申出

があり、その申出を相当と認めるときは、当該

相手方に対し、当該ストーカー行為等に係る被

害を自ら防止するための措置の教示その他国

家公安委員会規則で定める必要な援助を行う

ものとする。 

２ 警察本部長等は、前項の援助を行うに当たっ

ては、関係行政機関又は関係のある公私の団体

と緊密な連携を図るよう努めなければならな

い。 

３ 警察本部長等は、第一項に定めるもののほか、

ストーカー行為等に係る被害を防止するため

の措置を講ずるよう努めなければならない。 

４ 第一項及び第二項に定めるもののほか、第一

項の申出の受理及び援助の実施に関し必要な

事項は、国家公安委員会規則で定める。 

（職務関係者による配慮等） 

第八条 ストーカー行為等に係る相手方の保護、

捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項にお

いて「職務関係者」という。）は、その職務を

行うに当たり、当該ストーカー行為等の相手方

の安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮を

しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、

ストーカー行為等の相手方の人権、ストーカー

行為等の特性等に関する理解を深めるために

必要な研修及び啓発を行うものとする。 

３ 国、地方公共団体等は、前二項に規定するも

ののほか、その保有する個人情報の管理につい

て、ストーカー行為等の防止のために必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。 

（国、地方公共団体、関係事業者等の支援） 

第九条 国及び地方公共団体は、ストーカー行為

等の相手方に対する女性相談支援センターそ

の他適切な施設による支援、民間の施設におけ

る滞在についての支援及び公的賃貸住宅への

入居についての配慮に努めなければならない。 

２ ストーカー行為等に係る役務の提供を行っ

た関係事業者は、当該ストーカー行為等の相手

方からの求めに応じて、当該ストーカー行為等

が行われることを防止するための措置を講ず

ること等に努めるものとする。 

３ ストーカー行為等が行われている場合には、

当該ストーカー行為等が行われている地域の

住民は、当該ストーカー行為等の相手方に対す

る援助に努めるものとする。 

（調査研究の推進） 

第十条 国及び地方公共団体は、ストーカー行為

等をした者を更生させるための方法、ストーカ

ー行為等の相手方の心身の健康を回復させる

ための方法等に関する調査研究の推進に努め

なければならない。 

（ストーカー行為等の防止等に資するための

その他の措置） 

第十一条 国及び地方公共団体は、ストーカー行

為等の防止及びストーカー行為等の相手方の

保護に資するための次に掲げる措置を講ずる

よう努めなければならない。 

一 ストーカー行為等の実態の把握 

二 人材の養成及び資質の向上 
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三 教育活動、広報活動等を通じた知識の普及

及び啓発 

四 民間の自主的な組織活動との連携協力及

びその支援 

（支援等を図るための措置） 

第十二条 国及び地方公共団体は、第九条第一項

及び前二条の支援等を図るため、必要な体制の

整備、民間の自主的な組織活動の支援に係る施

策を実施するために必要な財政上の措置その

他必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

（報告徴収等） 

第十三条 警察本部長等は、警告をするために必

要があると認めるときは、その必要な限度にお

いて、第四条第一項の申出に係る第三条の規定

に違反する行為をしたと認められる者その他

の関係者に対し、報告若しくは資料の提出を求

め、又は警察職員に当該行為をしたと認められ

る者その他の関係者に質問させることができ

る。 

２ 公安委員会は、禁止命令等（第五条第九項の

規定による禁止命令等の有効期間の延長の処

分を含む。）をするために必要があると認める

ときは、その必要な限度において、当該第三条

の規定に違反する行為をしたと認められる者

その他の関係者に対し、報告若しくは資料の提

出を求め、又は警察職員に当該行為をしたと認

められる者その他の関係者に質問させること

ができる。 

（禁止命令等を行う公安委員会等） 

第十四条 この法律における公安委員会は、禁止

命令等及び第五条第二項の聴聞に関しては、当

該禁止命令等及び同項の聴聞に係る事案に関

する第三条の規定に違反する行為の相手方の

住所若しくは居所若しくは当該禁止命令等及

び第五条第二項の聴聞に係る第三条の規定に

違反する行為をした者の住所（日本国内に住所

がないとき又は住所が知れないときは居所）の

所在地又は当該行為が行われた地を管轄する

公安委員会とする。 

２ 公安委員会は、第五条第二項の聴聞を終了し

ているときは、次に掲げる事由が生じた場合で

あっても、当該聴聞に係る禁止命令等をするこ

とができるものとし、当該他の公安委員会は、

前項の規定にかかわらず、当該聴聞に係る禁止

命令等をすることができないものとする。 

一 当該聴聞に係る事案に関する第三条の規

定に違反する行為の相手方がその住所又は居

所を他の公安委員会の管轄区域内に移転した

こと。 

二 当該聴聞に係る事案に関する第三条の規

定に違反する行為をした者がその住所（日本

国内に住所がないとき又は住所が知れないと

きは居所）を他の公安委員会の管轄区域内に

移転したこと。 

３ この法律における警察本部長等は、警告に関

しては、当該警告に係る第四条第一項の申出を

した者の住所若しくは居所若しくは当該申出

に係る第三条の規定に違反する行為をした者

の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が

知れないときは居所）の所在地又は当該行為が

行われた地を管轄する警察本部長等とする。 

（方面公安委員会への権限の委任） 

第十五条 この法律により道公安委員会の権限

に属する事務は、政令で定めるところにより、

方面公安委員会に委任することができる。 

（方面本部長への権限の委任） 

第十六条 この法律により道警察本部長の権限

に属する事務は、政令で定めるところにより、

方面本部長に行わせることができる。 

（公安委員会の事務の委任） 

第十七条 この法律により公安委員会の権限に

属する事務は、警察本部長等に行わせることが

できる。 

２ 方面公安委員会は、第十五条の規定により道

公安委員会から委任された事務のうち、前項の

事務を方面本部長又は警察署長に行わせるこ

とができる。 

（罰則） 

第十八条 ストーカー行為をした者は、一年以下

の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第十九条 禁止命令等（第五条第一項第一号に係

るものに限る。以下同じ。）に違反してストー

カー行為をした者は、二年以下の懲役又は二百

万円以下の罰金に処する。 

２ 前項に規定するもののほか、禁止命令等に違

反してつきまとい等又は位置情報無承諾取得

等をすることにより、ストーカー行為をした者

も、同項と同様とする。 

第二十条 前条に規定するもののほか、禁止命令

等に違反した者は、六月以下の懲役又は五十万

円以下の罰金に処する。 

（適用上の注意） 

第二十一条 この法律の適用に当たっては、国民

の権利を不当に侵害しないように留意し、その

本来の目的を逸脱して他の目的のためにこれ

を濫用するようなことがあってはならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経

過した日から施行する。 

（条例との関係） 

２ 地方公共団体の条例の規定で、この法律で規

制する行為を処罰する旨を定めているものの

当該行為に係る部分については、この法律の施

行と同時に、その効力を失うものとする。 

３ 前項の規定により条例の規定がその効力を

失う場合において、当該地方公共団体が条例で

別段の定めをしないときは、その失効前にした
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違反行為の処罰については、その失効後も、な

お従前の例による。 

（検討） 

４ ストーカー行為等についての規制、その相手

方に対する援助等に関する制度については、こ

の法律の施行後五年を目途として、この法律の

施行の状況を勘案して検討が加えられ、その結

果に基づいて必要な措置が講ぜられるべきも

のとする。 

附 則〔平成二五年七月三日法律第七三号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月

を経過した日から施行する。ただし、第二条の

改正規定及び附則第三条の規定は、公布の日か

ら起算して二十日を経過した日から施行する。 

（通知に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正後のストーカー行

為等の規制等に関する法律（以下「新法」とい

う。）第四条第三項及び第四項の規定は、この

法律の施行後に同条第一項の申出を受けた場

合における警告について適用する。 

（条例との関係） 

第三条 地方公共団体の条例の規定で、新法で規

制する行為を処罰する旨を定めているものの

当該行為に係る部分については、第二条の改正

規定の施行と同時に、その効力を失うものとす

る。 

２ 前項の規定により条例の規定がその効力を

失う場合において、当該地方公共団体が条例で

別段の定めをしないときは、その失効前にした

違反行為の処罰については、その失効後も、な

お従前の例による。 

（政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律

の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第五条 ストーカー行為等その他の特定の者に

対する恋愛感情その他の好意の感情又はそれ

が満たされなかったことに対する怨恨の感情

を充足する目的で当該特定の者等に不安を覚

えさせるような方法による行為の規制等の在

り方については、近年、当該行為に係る事案の

数が高い水準で推移していること、当該行為が

多様化していること等を踏まえ、所要の法改正

を含む全般的な検討が加えられ、速やかに必要

な措置が講ぜられるものとする。 

２ 政府は、前項の行為の実情等を把握すること

ができる立場にあることを踏まえ、同項の規制

等の在り方について検討するための協議会の

設置、当該行為の防止に関する活動等を行って

いる民間の団体等の意見の聴取その他の措置

を講ずることにより、同項の検討に当たって適

切な役割を果たすものとする。 

附 則〔平成二八年一二月一四日法律第一

〇二号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十

日を経過した日から施行する。ただし、第二条

並びに附則第四条、第五条及び第六条（銃砲刀

剣類所持等取締法（昭和三十三年法律第六号）

第五条第一項第十五号の改正規定中「命令」の

下に「若しくは同条第九項の規定によるその延

長の処分」を加える部分に限る。）の規定は、

公布の日から起算して六月を経過した日から

施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行の日前にした第一条の

規定による改正前のストーカー行為等の規制

等に関する法律（附則第四条において「第一条

による改正前の法」という。）第二条第二項に

規定するストーカー行為に該当する行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

（条例との関係） 

第三条 地方公共団体の条例の規定で、第一条の

規定による改正後のストーカー行為等の規制

等に関する法律で規制する行為で同法で罰則

が定められているものを処罰する旨を定めて

いるものの当該行為に係る部分については、こ

の法律の施行と同時に、その効力を失うものと

する。 

２ 前項の規定により条例の規定がその効力を

失う場合において、当該地方公共団体が条例で

別段の定めをしないときは、その失効前にした

違反行為の処罰については、その失効後も、な

お従前の例による。 

（禁止命令等に関する経過措置） 

第四条 次に掲げる命令についての第二条の規

定による改正後のストーカー行為等の規制等

に関する法律（以下この条において「第二条に

よる改正後の法」という。）第五条第八項の規

定の適用については、同項中「日から起算して

一年」とあるのは、「時から、ストーカー行為

等の規制等に関する法律の一部を改正する法

律（平成二十八年法律第百二号）附則第一条た

だし書に規定する日から起算して一年を経過

する日まで」とする。 

一 附則第一条ただし書に規定する日前にし

た第二条の規定による改正前のストーカー行

為等の規制等に関する法律（次条において「第

二条による改正前の法」という。）第五条第一

項の規定による命令 

二 この法律の施行の日前に第一条による改

正前の法第五条第一項の規定による命令を受

けた者に対し、当該命令に係る第一条による

改正前の法第三条の規定に違反する行為につ

いて附則第一条ただし書に規定する日から起

算して一年以内にした第二条による改正後の

法第五条第一項の規定による命令 
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２ 前項第二号に掲げる第二条による改正後の

法第五条第一項の規定による命令をしたとき

は、当該命令を受けた者に対し当該この法律の

施行の日前にした第一条による改正前の法第

五条第一項の規定による命令は、その効力を失

うものとする。 

（仮の命令に関する経過措置） 

第五条 附則第一条ただし書に規定する日前に

した第二条による改正前の法第六条第一項の

規定による命令については、同条第二項から第

十一項までの規定は、同日以後も、なおその効

力を有する。この場合において、同条第二項中

「前項」とあるのは「ストーカー行為等の規制

等に関する法律の一部を改正する法律（平成二

十八年法律第百二号）第二条の規定による改正

前の第六条第一項」と、同条第八項中「したと

き」とあるのは「し、又は前条第三項の規定に

より禁止命令等をしたとき」と、同条第九項中

「場合」とあるのは「場合及び前条第三項の規

定により禁止命令等をする場合」とする。 

（銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正） 

第六条 銃砲刀剣類所持等取締法の一部を次の

ように改正する。 

〔次のよう略〕 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から第五条までに規定する

もののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政

令で定める。 

附 則〔令和三年五月二六日法律第四五号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十

日を経過した日から施行する。ただし、第二条

の改正規定（同条第一項の改正規定を除く。）、

第三条（見出しを含む。）及び第四条第一項の

改正規定、第五条の改正規定並びに第十九条第

二項の改正規定並びに附則第四条及び第五条

の規定は、公布の日から起算して三月を経過し

た日から施行する。 

（条例との関係） 

第二条 地方公共団体の条例の規定で、この法律

（前条ただし書に規定する規定にあっては、当

該規定。以下この項において同じ。）による改

正後のストーカー行為等の規制等に関する法

律（以下この項において「新法」という。）で

規制する行為で新法で罰則が定められている

ものを処罰する旨を定めているものの当該行

為に係る部分については、この法律の施行と同

時に、その効力を失うものとする。 

２ 前項の規定により条例の規定がその効力を

失う場合において、当該地方公共団体が条例で

別段の定めをしないときは、その失効前にした

違反行為の処罰については、その失効後も、な

お従前の例による。 

（政令への委任） 

第三条 前条に規定するもののほか、この法律の

施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正） 

第四条 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和三十三年

法律第六号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（総合法律支援法の一部改正） 

第五条 総合法律支援法（平成十六年法律第七十

四号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔令和四年五月二五日法律第五二号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則〔中略〕第三十八条の規定 公

布の日 

二～四 〔略〕 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この

法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定

める。 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律

（令和四年法律第六十七号。以下「刑法等一部

改正法」という。）及びこの法律（以下「刑法

等一部改正法等」という。）の施行前にした行

為の処罰については、次章に別段の定めがある

もののほか、なお従前の例による。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に

対して、他の法律の規定によりなお従前の例に

よることとされ、なお効力を有することとされ

又は改正前若しくは廃止前の法律の規定の例

によることとされる罰則を適用する場合にお

いて、当該罰則に定める刑（刑法施行法第十九

条第一項の規定又は第八十二条の規定による

改正後の沖縄の復帰に伴う特別措置に関する

法律第二十五条第四項の規定の適用後のもの

を含む。）に刑法等一部改正法第二条の規定に

よる改正前の刑法（明治四十年法律第四十五号。

以下この項において「旧刑法」という。）第十

二条に規定する懲役（以下「懲役」という。）、

旧刑法第十三条に規定する禁錮（以下「禁錮」

という。）又は旧刑法第十六条に規定する拘留

（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、

当該刑のうち無期の懲役又は禁錮はそれぞれ

無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそれぞれ

その刑と長期及び短期（刑法施行法第二十条の

規定の適用後のものを含む。）を同じくする有

期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期（刑法施行

法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を

同じくする拘留とする。 

（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 
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第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁

判の効力並びにその執行については、次章に別

段の定めがあるもののほか、なお従前の例によ

る。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せら

れた者に係る人の資格に関する法令の規定の

適用については、無期の懲役又は禁錮に処せら

れた者はそれぞれ無期拘禁刑に処せられた者

と、有期の懲役又は禁錮に処せられた者はそれ

ぞれ刑期を同じくする有期拘禁刑に処せられ

た者と、旧拘留に処せられた者は拘留に処せら

れた者とみなす。 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の

法律の規定によりなお従前の例によることと

され、なお効力を有することとされ又は改正前

若しくは廃止前の法律の規定の例によること

とされる人の資格に関する法令の規定の適用

については、無期拘禁刑に処せられた者は無期

禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられ

た者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられ

た者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくす

る旧拘留に処せられた者とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等

一部改正法等の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号

抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一

部を改正する法律＝令和四年六月法律第六七

号〕施行日〔令和七年六月一日〕から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

附 則〔令和五年六月一六日法律第六三号

抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年

を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第七条〔中略〕の規定 公布

の日 

二 〔前略〕第四十九条〔中略〕並びに次条〔中

略〕の規定 公布の日から起算して三年を超

えない範囲内において政令で定める日 

（公示送達等の方法に関する経過措置） 

第二条 次に掲げる法律の規定は、前条第二号に

掲げる規定の施行の日以後にする公示送達、送

達又は通知について適用し、同日前にした公示

送達、送達又は通知については、なお従前の例

による。 

一～十 〔略〕 

十一 第四十九条の規定による改正後のスト

ーカー行為等の規制等に関する法律第五条第

十三項及び第十四項 

十二～十五 〔略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第六条 この法律の施行前にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律

の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経

過措置を含む。）は、政令で定める。
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松原市男女輝きまちづくり条例 

平成27年3月27日条例第4号 

松原市男女輝きまちづくり条例 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれており、国際

的協調の下に「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」を批准し、男女

平等の達成に向けた様々な取組が進められてきた。また、平成11年には「男女共同参画

社会基本法」が制定された。 

一方、松原市では、平成10年11月に第１期となる「松原市男女協働参画プラン～輝け

まつばら 女と男で～」を策定し、平成26年４月には、「第３期まつばら男女かがやき

プラン」を策定し数値目標を設定した。さらに、施策等の拠点施設となる男女共同参画

センターを設置し、社会経済情勢など様々な変化に対応し、男女共同参画に関する取組

を深化・拡大させてきた。 

しかしながら、社会のあらゆる分野で課題は残されており、その課題を解決していく

ためには、市、市民、事業者等及び教育関係者が協働して取組を進めていく必要があ

り、男女が共に輝き、豊かで活力ある魅力に満ちたまちづくりの実現を目指し、この条

例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関する基本理念を定め、市、市民、事業者

等及び教育関係者の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策

について、基本となる事項を定めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に

推進し、誰もが生き生きと活躍できる男女共同参画社会の実現に寄与することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところ

による。 

(１) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会

のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治

的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担う

ことをいう。 

(２) 積極的改善措置 社会のあらゆる分野における活動に参画する機会において、

男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、

当該機会を積極的に提供することをいう。 

(３) ドメスティック・バイオレンス 配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者及び交際関係のある同居者を含む。以下同じ。）若しくは

配偶者であった者又はこれらに準ずる親しい関係にある者が、その相手方に対し、

身体的、精神的、性的又は経済的な苦痛を与える暴力的行為をいう。 

(４) セクシュアル・ハラスメント 職場その他の社会的関係において、相手の意に

反した性的な言動によって、当該言動を受けた個人に苦痛若しくは不快感を与え、

又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与えることをいう。 
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(５) 性的指向 異性、同性又は両性のいずれかを性的意識の対象とする概念をい

う。 

(６) 性同一性障害 生物学的な性と性の自己意識が一致しないことにより、精神的

な葛藤を抱え、家庭生活及び社会生活における活動に困難が生じている状態をい

う。 

(７) 市民 市内に在住、在勤又は在学する者をいう。 

(８) 事業者等 市内において、営利又は非営利を問わず、事業活動を行う法人、団

体及び個人をいう。 

(９) 教育関係者 学校教育をはじめ、家庭、地域、職場その他の社会のあらゆる場

において教育に携わる者をいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、次の各号に掲げる事項を基本理念として行わなければ

ならない。 

(１) 男女が、個人としての尊厳を重んじられること、性別及び性的指向による差別

的取扱いを受けないこと並びに個人として能力を発揮する機会が確保されること。 

(２) 男女の性別だけでなく、性同一性障害を有する人、先天的に身体上の性別が不

明瞭である人その他のあらゆる人の人権が尊重され、かつ配慮されること。 

(３) 社会における制度又は慣行が、男女の社会における活動の自由な選択に対し

て、影響を及ぼさないように配慮されること。 

(４) 男女が、社会の対等な構成員として、市における政策又は市民による方針の立

案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

(５) 家族を構成する市民が、男女相互の協力と社会の支援の下に、家事、育児、介

護その他の家庭生活における活動に家族の一員として共に役割を担い、あらゆる分

野における活動に参画できるように配慮されること。 

(６) 男女が、それぞれの身体的特徴及び心身の変化についての理解を深め、妊娠、

出産等に関する事項について、互いの意思が同等に尊重されるとともに、生涯にわ

たり健康な生活を営むことができるように配慮されること。 

(７) 男女共同参画の推進に関する取組は、国際社会における理念及び情勢と密接に

関連していることから、その動向に留意して行われること。 

(８) 男女間におけるあらゆる暴力は重大な人権侵害であり、男女共同参画社会の実

現を阻むものであることから、これらのあらゆる暴力が根絶されること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、男女共

同参画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的かつ計画

的に推進する義務を有する。 

２ 市は、男女共同参画推進に関する施策を推進するに当たっては、国及び他の地方公

共団体と連携するとともに、市民、事業者等及び教育関係者（以下「市民等」とい

う。）と協働して取り組むものとする。 

３ 市は、職場、学校、地域、家庭等において、職員一人ひとりが率先垂範して男女共

同参画推進のために取組を進めるよう努めるものとする。 
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（市民の責務） 

第５条 市民は、男女共同参画について理解を深め、基本理念に基づき、職場、学校、

地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において積極的に男女共同参画の推進に努め

なければならない。 

（事業者等の責務） 

第６条 事業者等は、男女共同参画について理解を深め、基本理念に基づき、各々の事

業活動を行うに当たり積極的に男女共同参画の推進に努めるものとする。 

２ 事業者等は、職場その他の活動の場における男女の対等な参画の機会を確保するよ

う努めるとともに、家庭生活との両立を支援するための環境整備に努めなければなら

ない。 

（教育関係者の責務） 

第７条 教育関係者は、男女共同参画について理解を深め、基本理念に基づき、教育を

行うに当たり、男女共同参画の推進に努めなければならない。 

（協働及び活動の推進） 

第８条 市及び市民等は、男女共同参画の推進に当たっては、協働してこれに取り組む

ものとする。 

（性別等による権利侵害の禁止） 

第９条 全ての市民は、社会のあらゆる分野において、特に次の各号に掲げる行為その

他暴力等による人権侵害を行ってはならない。 

(１) 性別及び性的指向を理由とする人権侵害及び差別的取扱い 

(２) ドメスティック・バイオレンス 

(３) セクシュアル・ハラスメント 

(４) 性同一性障害を有すること又は先天的に身体上の性別が不明瞭であることによ

る人権侵害 

（公衆に表示する情報への配慮） 

第10条 市民等は、公衆に表示する情報において、基本理念に反する表現、男女間にお

ける暴力を助長する表現その他人権を侵害する性的な表現を行わないよう努めなけれ

ばならない。 

第２章 基本的施策 

（基本計画） 

第11条 市長は、基本理念に基づき、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するため、男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」

という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ第16条に規定する松原市男

女共同参画推進審議会の意見を聴取するとともに、基本計画に市民等からの意見が反

映されるよう適切な措置を講ずるものとする。 

３ 市長は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表するものとする。 

４ 前２項の規定は、基本計画の変更についても準用する。 

５ 市長は、基本計画の推進状況について、定期的にその概要を公表するものとする。 

（施策の策定に当たっての配慮） 
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第12条 市は、あらゆる施策の策定に当たり、男女共同参画に関する施策を効果的に実

施するため、配慮するものとする。 

（市民等の理解を深めるための措置） 

第13条 市は、男女共同参画の推進に関する市民等の理解を深めるため、広報及び啓発

を行うとともに、相談体制及び支援策等の整備その他必要な情報提供を行うものとす

る。 

第３章 推進体制等 

（推進体制の整備） 

第14条 市は、男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、必要な

体制の整備に努めるものとする。 

（拠点施設の整備） 

第15条 市は、男女共同参画社会の実現に向けた施策を実施するとともに、市民等によ

る男女共同参画の取組を支援するため、実施拠点の整備及び充実に努めるものとす

る。 

（松原市男女共同参画推進審議会） 

第16条 市長は、男女共同参画の推進に関する重要事項について意見を聴くため、松原

市男女共同参画推進審議会（以下「審議会」という。）を置くものとする。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、男女共同参画の推進に係る事項を審議する。 

３ 審議会は、委員10人以内で組織し、委員は、学識経験者、市民団体等の代表者又は

推薦者、市民その他市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織、運営その他審議会について必要な事項

は、規則で定める。 

（苦情処理及び相談体制） 

第17条 市長は、市民等から市が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共

同参画社会の実現に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情、意見又は提案

（以下「苦情等」という。）を受けたときは、迅速かつ誠実に応答するものとする。 

２ 市長は、苦情等に対し、必要と認めるときは、審議会の意見を聴き、必要な措置を

講ずるものとする。 

３ 市民等は、第９条に規定する行為その他男女共同参画社会の実現を阻害する要因に

より人権が侵害されたとき又はそのおそれがあるときには、市長に相談の申し出をす

ることができるものとする。この場合において、市長は、相談の申し出に対し、関係

機関と連携し、迅速かつ適切に対応するものとする。 

第４章 雑則 

（施行の細目） 

第18条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に策定されている男女共同参画社会基本法（平成11年法律第

78号）第14条第３項に規定する市町村男女共同参画計画は、第11条第１項の規定によ

り策定された基本計画とみなす。 

（執行機関の附属機関設置条例の一部改正） 

３ 執行機関の附属機関設置条例（昭和40年条例第20号）の一部を次のように改正す

る。 

（次のよう略） 
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松原市男女輝きまちづくり条例施行規則 

平成27年3月27日規則第21号 

松原市男女輝きまちづくり条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松原市男女輝きまちづくり条例（平成27年条例第４号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則の用語の意義は、条例の定めるところによる。 

（会長及び副会長） 

第３条 条例第16条に定める松原市男女共同参画推進審議会（以下「審議会」とい

う。）に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要に応じ招集し、その議

長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決すると

ころによる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、その意見又は説

明を聴くことができる。 

（秘密の保持） 

第５条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、ま

た同様とする。 

（審議会の運営） 

第６条 審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、市民協働部人権交流室において行う。 

（苦情等の申出） 

第８条 条例第17条第１項の規定による苦情等は、苦情等申出書（別記様式）により行

わなければならない。ただし、苦情等申出書により行うことができない特別の理由が

あると市長が認めるときは、口頭により行うことができる。 

２ 市長は、前項ただし書の規定により口頭による苦情等の申出があったときは、その

内容を記録した書面を作成するものとする。 

（苦情等の申出に対する処理） 

第９条 市長は、苦情等の申出を受けた場合は、速やかに当該申出について処理を行う

ものとする。 

２ 市長は、苦情等の申出の処理を開始することを決定したときは、その旨を苦情等の

申出を行ったもの（以下「申出者」という。）に通知するものとする。 
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３ 第１項の規定にかかわらず、市長は、苦情等の申出の内容が次に掲げる事項に該当

する場合は、処理をしないものとし、その旨を申出者に通知するものとする。 

(１) 裁判所の判決、議会の議決等により確定した事項 

(２) 裁判所において係争中又は行政庁において不服申立ての審理中の事案に関する

事項 

(３) 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47

年法律第113号）その他の法令の規定により処理すべき事項 

(４) 請願法（昭和22年法律第13号）、その他の法令の規定により本市に請願又は陳

情を行ったことのある事項 

(５) 私人間の争いであると認められる事項 

(６) 条例又はこの規則に基づく審議会の委員の職務に関する事項 

(７) 苦情等の申出に係る事実のあった日から起算して１年を経過している事項。た

だし、正当な理由があると認める場合は、この限りでない。 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が処理することが適当でないと認める事項 

（処理結果の通知） 

第10条 市長は、苦情等の申出について処理を行った場合において、必要があると 

認めるときは、処理の結果を申出者に通知するものとする。 

（施行の細目） 

第11条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（松原市男女共同参画推進審議会規則の廃止） 

２ 松原市男女共同参画推進審議会規則（平成24年規則第68号）は、廃止する。 
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松原市男女共同参画推進組織設置要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市における男女共同参画行動計画を推進するために必要な組織の設置等

について定めることを目的とする。 

（推進本部の設置） 

第２条 本市における男女共同参画の総合的な企画及び効果的な推進を図るため、松原市男女共

同参画推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第３条 推進本部は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 男女共同参画社会の実現を目指す松原市男女共同参画行動計画（以下「行動計画」とい

う。）の効果的な推進に関すること。 

(２) 男女共同参画に係る事項の関係部局間の連絡調整に関すること。 

(３) その他前条に規定する目的を達成するために必要なこと。 

（構成） 

第４条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

２ 本部長は市長を、副本部長は副市長をもって充てる。 

３ 本部員は、別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。 

（本部長及び副本部長の職務） 

第５条 本部長は、推進本部の事務を総理し、推進本部を代表する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、あらかじめ本部長が指定した順序

により、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 推進本部の会議は、必要に応じて本部長が招集する。 

２ 推進本部の会議は、構成員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 推進本部は、必要があると認めるときは、推進本部の会議に関係職員又は学識経験者の出席

を求めて、その意見を聴くことができる。 

（連絡会議） 

第７条 推進本部の所掌事務の円滑な実施を図り、並びに男女共同参画に係る具体事項に関して

協議し、及び検討するため、推進本部の下に連絡会議を置く。 

２ 連絡会議は、議長、副議長及び委員をもって構成する。 

３ 議長は市民協働部長を、副議長は市民協働部人権交流室長をもって充てる。 

４ 委員は、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。 

５ 議長は、連絡会議の事務を総理し、連絡会議を代表する。 

６ 副議長は議長を補佐し、議長に事故あるときは、その職務を代理する。 

７ 連絡会議の会議は、必要に応じて議長が招集する。 

８ 委員は、議長の承認を得て、前項の会議に代理の者を出席させることができる。 

（研究会） 

第８条 行動計画の推進に必要な調査研究を行うため、連絡会議の下に研究会を置く。 

２ 研究会の会員は、連絡会議の議長が推薦する職員をもって構成する。 

３ 研究会は互選により会長を選出し、会長は研究会を代表する。 

４ 研究会の会議は、必要に応じて会長が招集する。 

５ 研究会の会議は、協議事項の関係者のみで、これを開催することができる。 

６ 研究会は、分科会を設置することができる。 

（準用） 

第９条 第６条第３項の規定は、連絡会議及び研究会の会議に準用する。この場合に 

おいて、連絡会議の会議にあっては「推進本部」とあるのは「連絡会議」と、研究会の会議にあっ

ては「推進本部」とあるのは「研究会」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第 10条 推進本部、連絡会議及び研究会の庶務は、市民協働部人権交流室が所掌する。 
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（補則） 

第 11条 この要綱に定めるもののほか、推進本部、連絡会議及び研究会の運営等に関し必要な事

項は、これらの組織の長がそれぞれ定める。 

 

附則 

この要綱は、平成１５年４月２日から実施する。 

附則 

この要綱は、平成１６年４月１日から実施する。 

附則 

この要綱は、平成１８年４月１日から実施する 

附則 

この要綱は、平成１９年４月１日から実施する。 

附則 

この要綱は、平成２１年１０月３０日から実施する。 

附則 

この要綱は、平成２３年４月１日から実施する。 

附則 

この要綱は、平成２６年４月１日から実施する。 
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◎ 

○ 

松原市男女共同参画推進審議会委員 名簿 

 

氏名 所属 

 

岡島 克樹 

 

 

辻 由起子 

 

 

上西 玲子 

 

 

亥口 寛 

 

 

長谷川 徳子 

 

 

加藤 伊都子 

 

 

田崎 由佳 

 

 

原田 薫 

 

 

関野 伸一 

 

 

川端 綾子 

 

 

大阪大谷大学 教授 

 

 

社会福祉士 

 

 

松原商工会議所女性会 会長 

 

 

松原文化サロン男性料理教室 

 

 

一般社団法人日本フリーランスウーマン協会 代表 

 

 

有限会社フェミニストカウンセリング堺 

 

 

ＮＰＯ法人やんちゃまファミリーwith 代表 

 

 

ウィメンズセンター大阪 

 

 

松原市ボランティア連絡会 代表 

 

 

市民 

◎会長  ○副会長 
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令和５年度 松原市男女共同参画推進審議会 審議経過 
 

 

  

 日程 議題 

１ 令和５年８月２１日(月) 諮問 

２ 令和５年１０月１２日(木) 
第４期プランの検証 

素案の検証 

３ 令和５年１１月１４日(火) 
第４期プランの検証 

素案の検証 

４ 令和６年３月１８日（月） 答申 
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女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 
1985年（昭和 60年）6月 24日批准 

1985年（昭和 60年）7月 1日公布 

1985年（昭和60年）7月25日発効 

 
この条約の締約国は、国際連合憲章が基本的

人権、人間の尊厳及び価値並びに男女の権利

の平等に関する信念を改めて確認している

ことに留意し、世界人権宣言が、差別は容認

することができないものであるとの原則を

確認していること、並びにすべての人間は生

まれながらにして自由であり、かつ、尊厳及

び権利について平等であること並びにすべ

ての人は性による差別その他のいかなる差

別もなしに同宣言に掲げるすべての権利及

び自由を享有することができることを宣明

していることに留意し、人権に関する国際規

約の締約国がすべての経済的、社会的、文化

的、市民的及び政治的権利の享有について男

女に平等の権利を確保する義務を負つてい

ることに留意し、国際連合及び専門機関の主

催の下に各国が締結した男女の権利の平等

を促進するための国際条約を考慮し、更に、

国際連合及び専門機関が採択した男女の権

利の平等を促進するための決議、宣言及び勧

告に留意し、しかしながら、これらの種々の

文書にもかかわらず女子に対する差別が依

然として広範に存在していることを憂慮し、

女子に対する差別は、権利の平等の原則及び

人間の尊厳の尊重の原則に反するものであ

り、女子が男子と平等の条件で自国の政治的、

社会的、経済的及び文化的活動に参加する上

で障害となるものであり、社会及び家族の繁

栄の増進を阻害するものであり、また、女子

の潜在能力を自国及び人類に役立てるため

に完全に開発することを一層困難にするも

のであることを想起し、窮乏の状況において

は、女子が食糧、健康、教育、雇用のための

訓練及び機会並びに他の必要とするものを

享受する機会が最も少ないことを憂慮し、衡

平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の

確立が男女の平等の促進に大きく貢献する

ことを確信し、アパルトヘイト、あらゆる形

態の人種主義、人種差別、植民地主義、新植

民地主義、侵略、外国による占領及び支配並

びに内政干渉の根絶が男女の権利の完全な

享有に不可欠であることを強調し、国際の平

和及び安全を強化し、国際緊張を緩和し、す

べての国（社会体制及び経済体制のいかんを

問わない。）の間で相互に協力し、全面的か

つ完全な軍備縮小を達成し、特に厳重かつ効

果的な国際管理の下での核軍備の縮小を達

成し、諸国間の関係における正義、平等及び

互恵の原則を確認し、外国の支配の下、植民

地支配の下又は外国の占領の下にある人民

の自決の権利及び人民の独立の権利を実現

し並びに国の主権及び領土保全を尊重する

ことが、社会の進歩及び発展を促進し、ひい

ては、男女の完全な平等の達成に貢献するこ

とを確認し、国の完全な発展、世界の福祉及

び理想とする平和は、あらゆる分野において

女子が男子と平等の条件で最大限に参加す

ることを必要としていることを確信し、家族

の福祉及び社会の発展に対する従来完全に

は認められていなかつた女子の大きな貢献、

母性の社会的重要性並びに家庭及び子の養

育における両親の役割に留意し、また、出産

における女子の役割が差別の根拠となるべ

きではなく、子の養育には男女及び社会全体

が共に責任を負うことが必要であることを

認識し、社会及び家庭における男子の伝統的

役割を女子の役割とともに変更することが

男女の完全な平等の達成に必要であること

を認識し、女子に対する差別の撤廃に関する

宣言に掲げられている諸原則を実施するこ

と及びこのために女子に対するあらゆる形

態の差別を撤廃するための必要な措置をと

ることを決意して、次のとおり協定した。 

第一部 

第一条 

この条約の適用上、「女子に対する差別」と

は、性に基づく区別、排除又は制限であつて、

政治的、経済的、社会的、文化的、市民的そ

の他のいかなる分野においても、女子（婚姻

をしているかいないかを問わない。）が男女

の平等を基礎として人権及び基本的自由を

認識し、享有し又は行使することを害し又は

無効にする効果又は目的を有するものをい

う。 

第二条 

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別

を非難し、女子に対する差別を撤廃する政策

をすべての適当な手段により、かつ、遅滞な

く追求することに合意し、及びこのため次の

ことを約束する。 

（ａ） 男女の平等の原則が自国の憲法その

他の適当な法令に組み入れられていない場

合にはこれを定め、かつ、男女の平等の原則

の実際的な実現を法律その他の適当な手段

により確保すること。 
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（ｂ） 女子に対するすべての差別を禁止す

る適当な立法その他の措置（適当な場合には

制裁を含む。）をとること。 

（ｃ） 女子の権利の法的な保護を男子との

平等を基礎として確立し、かつ、権限のある

自国の裁判所その他の公の機関を通じて差

別となるいかなる行為からも女子を効果的

に保護することを確保すること。 

（ｄ） 女子に対する差別となるいかなる行

為又は慣行も差し控え、かつ、公の当局及び

機関がこの義務に従つて行動することを確

保すること。 

（ｅ） 個人、団体又は企業による女子に対

する差別を撤廃するためのすべての適当な

措置をとること。 

（ｆ） 女子に対する差別となる既存の法律、

規則、慣習及び慣行を修正し又は廃止するた

めのすべての適当な措置（立法を含む。）を

とること。 

（ｇ） 女子に対する差別となる自国のすべ

ての刑罰規定を廃止すること。 

第三条 

締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社

会的、経済的及び文化的分野において、女子

に対して男子との平等を基礎として人権及

び基本的自由を行使し及び享有することを

保障することを目的として、女子の完全な能

力開発及び向上を確保するためのすべての

適当な措置（立法を含む。）をとる。 

第四条 

１  締約国が男女の事実上の平等を促進す

ることを目的とする暫定的な特別措置をと

ることは、この条約に定義する差別と解して

はならない。ただし、その結果としていかな

る意味においても不平等な又は別個の基準

を維持し続けることとなつてはならず、これ

らの措置は、機会及び待遇の平等の目的が達

成された時に廃止されなければならない。 

２  締約国が母性を保護することを目的と

する特別措置（この条約に規定する措置を含

む。）をとることは、差別と解してはならな

い。 

第五条 

締約国は、次の目的のためのすべての適当な

措置をとる。 

（ａ） 両性いずれかの劣等性若しくは優越

性の観念又は男女の定型化された役割に基

づく偏見及び慣習その他あらゆる慣行の撤

廃を実現するため、男女の社会的及び文化的

な行動様式を修正すること。 

（ｂ） 家庭についての教育に、社会的機能

としての母性についての適正な理解並びに

子の養育及び発育における男女の共同責任

についての認識を含めることを確保するこ

と。あらゆる場合において、子の利益は最初

に考慮するものとする。 

第六条 

締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女

子の売春からの搾取を禁止するためのすべ

ての適当な措置（立法を含む。）をとる。 

第二部 

第七条 

締約国は、自国の政治的及び公的活動におけ

る女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとるものとし、特に、女子

に対して男子と平等の条件で次の権利を確

保する。 

（ａ） あらゆる選挙及び国民投票において

投票する権利並びにすべての公選による機

関に選挙される資格を有する権利 

（ｂ） 政府の政策の策定及び実施に参加す

る権利並びに政府のすべての段階において

公職に就き及びすべての公務を遂行する権

利 

（ｃ） 自国の公的又は政治的活動に関係の

ある非政府機関及び非政府団体に参加する

権利 

第八条 

締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国

際機関の活動に参加する機会を、女子に対し

て男子と平等の条件でかついかなる差別も

なく確保するためのすべての適当な措置を

とる。 

第九条 

１ 締約国は、国籍の取得、変更及び保持に

関し、女子に対して男子と平等の権利を与え

る。締約国は、特に、外国人との婚姻又は婚

姻中の夫の国籍の変更が、自動的に妻の国籍

を変更し、妻を無国籍にし又は夫の国籍を妻

に強制することとならないことを確保する。 

２ 締約国は、子の国籍に関し、女子に対し

て男子と平等の権利を与える。 

第三部 

第十条 

締約国は、教育の分野において、女子に対し

て男子と平等の権利を確保することを目的

として、特に、男女の平等を基礎として次の

ことを確保することを目的として、女子に対

する差別を撤廃するためのすべての適当な

措置をとる。 

（ａ） 農村及び都市のあらゆる種類の教育

施設における職業指導、修学の機会及び資格

証書の取得のための同一の条件。このような

平等は、就学前教育、普通教育、技術教育、

専門教育及び高等技術教育並びにあらゆる

種類の職業訓練において確保されなければ

ならない。 
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（ｂ） 同一の教育課程、同一の試験、同一

の水準の資格を有する教育職員並びに同一

の質の学校施設及び設備を享受する機会 

（ｃ） すべての段階及びあらゆる形態の教

育における男女の役割についての定型化さ

れた概念の撤廃を、この目的の達成を助長す

る男女共学その他の種類の教育を奨励する

ことにより、また、特に、教材用図書及び指

導計画を改訂すること並びに指導方法を調

整することにより行うこと。 

（ｄ） 奨学金その他の修学援助を享受する

同一の機会 

（ｅ） 継続教育計画（成人向けの及び実用

的な識字計画を含む。）、特に、男女間に存

在する教育上の格差をできる限り早期に減

少させることを目的とした継続教育計画を

利用する同一の機会 

（ｆ） 女子の中途退学率を減少させること

及び早期に退学した女子のための計画を策

定すること。 

（ｇ） スポーツ及び体育に積極的に参加す

る同一の機会 

（ｈ） 家族の健康及び福祉の確保に役立つ

特定の教育的情報（家族計画に関する情報及

び助言を含む。）を享受する機会 

第十一条 

１ 締約国は、男女の平等を基礎として同一

の権利、特に次の権利を確保することを目的

として、雇用の分野における女子に対する差

別を撤廃するためのすべての適当な措置を

とる。 

（ａ） すべての人間の奪い得ない権利とし

ての労働の権利 

（ｂ） 同一の雇用機会（雇用に関する同一

の選考基準の適用を含む。）についての権利 

（ｃ） 職業を自由に選択する権利、昇進、

雇用の保障並びに労働に係るすべての給付

及び条件についての権利並びに職業訓練及

び再訓練（見習、上級職業訓練及び継続的訓

練を含む。）を受ける権利 

（ｄ） 同一価値の労働についての同一報酬

（手当を含む。）及び同一待遇についての権

利並びに労働の質の評価に関する取扱いの

平等についての権利 

（ｅ） 社会保障（特に、退職、失業、傷病、

障害、老齢その他の労働不能の場合における

社会保障）についての権利及び有給休暇につ

いての権利 

（ｆ） 作業条件に係る健康の保護及び安全

（生殖機能の保護を含む。）についての権利 

２ 締約国は、婚姻又は母性を理由とする女

子に対する差別を防止し、かつ、女子に対し

て実効的な労働の権利を確保するため、次の

ことを目的とする適当な措置をとる。 

（ａ） 妊娠又は母性休暇を理由とする解雇

及び婚姻をしているかいないかに基づく差

別的解雇を制裁を課して禁止すること。 

（ｂ） 給料又はこれに準ずる社会的給付を

伴い、かつ、従前の雇用関係、先任及び社会

保障上の利益の喪失を伴わない母性休暇を

導入すること。 

（ｃ） 親が家庭責任と職業上の責務及び社

会的活動への参加とを両立させることを可

能とするために必要な補助的な社会的サー

ビスの提供を、特に保育施設網の設置及び充

実を促進することにより奨励すること。 

（ｄ） 妊娠中の女子に有害であることが証

明されている種類の作業においては、当該女

子に対して特別の保護を与えること。 

３  この条に規定する事項に関する保護法

令は、科学上及び技術上の知識に基づき定期

的に検討するものとし、必要に応じて、修正

し、廃止し、又はその適用を拡大する。 

第十二条 

１ 締約国は、男女の平等を基礎として保健

サービス（家族計画に関連するものを含む。）

を享受する機会を確保することを目的とし

て、保健の分野における女子に対する差別を

撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

２ １の規定にかかわらず、締約国は、女子

に対し、妊娠、分べん及び産後の期間中の適

当なサービス（必要な場合には無料にする。）

並びに妊娠及び授乳の期間中の適当な栄養

を確保する。 

第十三条 

締約国は、男女の平等を基礎として同一の権

利、特に次の権利を確保することを目的とし

て、他の経済的及び社会的活動の分野におけ

る女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとる。 

（ａ） 家族給付についての権利 

（ｂ） 銀行貸付け、抵当その他の形態の金

融上の信用についての権利 

（ｃ） レクリエーション、スポーツ及びあ

らゆる側面における文化的活動に参加する

権利 

第十四条 

１ 締約国は、農村の女子が直面する特別の

問題及び家族の経済的生存のために果たし

ている重要な役割（貨幣化されていない経済

の部門における労働を含む。）を考慮に入れ

るものとし、農村の女子に対するこの条約の

適用を確保するためのすべての適当な措置

をとる。 

２ 締約国は、男女の平等を基礎として農村

の女子が農村の開発に参加すること及びそ

の開発から生ずる利益を受けることを確保

することを目的として、農村の女子に対する

差別を撤廃するためのすべての適当な措置
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をとるものとし、特に、これらの女子に対し

て次の権利を確保する。 

（ａ） すべての段階における開発計画の作

成及び実施に参加する権利 

（ｂ） 適当な保健サービス（家族計画に関

する情報、カウンセリング及びサービスを含

む。）を享受する権利 

（ｃ） 社会保障制度から直接に利益を享受

する権利 

（ｄ） 技術的な能力を高めるために、あら

ゆる種類（正規であるかないかを問わない。）

の訓練及び教育（実用的な識字に関するもの

を含む。）並びに、特に、すべての地域サー

ビス及び普及サービスからの利益を享受す

る権利 

（ｅ） 経済分野における平等な機会を雇用

又は自営を通じて得るために、自助的集団及

び協同組合を組織する権利 

（ｆ） あらゆる地域活動に参加する権利 

（ｇ） 農業信用及び貸付け、流通機構並び

に適当な技術を利用する権利並びに土地及

び農地の改革並びに入植計画において平等

な待遇を享受する権利 

（ｈ） 適当な生活条件（特に、住居、衛生、

電力及び水の供給、運輸並びに通信に関する

条件）を享受する権利 

第四部 

第十五条 

１ 締約国は、女子に対し、法律の前の男子

との平等を認める。 

２ 締約国は、女子に対し、民事に関して男

子と同一の法的能力を与えるものとし、また、

この能力を行使する同一の機会を与える。特

に、締約国は、契約を締結し及び財産を管理

することにつき女子に対して男子と平等の

権利を与えるものとし、裁判所における手続

のすべての段階において女子を男子と平等

に取り扱う。 

３ 締約国は、女子の法的能力を制限するよ

うな法的効果を有するすべての契約及び他

のすべての私的文書（種類のいかんを問わな

い。）を無効とすることに同意する。 

４ 締約国は、個人の移動並びに居所及び住

所の選択の自由に関する法律において男女

に同一の権利を与える。 

第十六条 

１ 締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべ

ての事項について女子に対する差別を撤廃

するためのすべての適当な措置をとるもの

とし、特に、男女の平等を基礎として次のこ

とを確保する。 

（ａ） 婚姻をする同一の権利 

（ｂ） 自由に配偶者を選択し及び自由かつ

完全な合意のみにより婚姻をする同一の権

利 

（ｃ） 婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の

権利及び責任 

（ｄ） 子に関する事項についての親（婚姻

をしているかいないかを問わない。）として

の同一の権利及び責任。あらゆる場合におい

て、子の利益は至上である。 

（ｅ） 子の数及び出産の間隔を自由にかつ

責任をもつて決定する同一の権利並びにこ

れらの権利の行使を可能にする情報、教育及

び手段を享受する同一の権利 

（ｆ） 子の後見及び養子縁組又は国内法令

にこれらに類する制度が存在する場合には

その制度に係る同一の権利及び責任。あらゆ

る場合において、子の利益は至上である。 

（ｇ） 夫及び妻の同一の個人的権利（姓及

び職業を選択する権利を含む。） 

（ｈ） 無償であるか有償であるかを問わず、

財産を所有し、取得し、運用し、管理し、利

用し及び処分することに関する配偶者双方

の同一の権利 

２ 児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有し

ないものとし、また、婚姻最低年齢を定め及

び公の登録所への婚姻の登録を義務付ける

ためのすべての必要な措置（立法を含む。）

がとられなければならない。 

第五部 

第十七条 

１  この条約の実施に関する進捗 (ちよく )

状況を検討するために、女子に対する差別の

撤廃に関する委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。委員会は、この条約の効力発生

の時は十八人の、三十五番目の締約国による

批准又は加入の後は二十三人の徳望が高く、

かつ、この条約が対象とする分野において十

分な能力を有する専門家で構成する。委員は、

締約国の国民の中から締約国により選出さ

れるものとし、個人の資格で職務を遂行する。

その選出に当たつては、委員の配分が地理的

に衡平に行われること並びに異なる文明形

態及び主要な法体系が代表されることを考

慮に入れる。 

２ 委員会の委員は、締約国により指名され

た者の名簿の中から秘密投票により選出さ

れる。各締約国は、自国民の中から一人を指

名することができる。 

３ 委員会の委員の最初の選挙は、この条約

の効力発生の日の後六箇月を経過した時に

行う。国際連合事務総長は、委員会の委員の

選挙の日の遅くとも三箇月前までに、締約国

に対し、自国が指名する者の氏名を二箇月以

内に提出するよう書簡で要請する。同事務総

長は、指名された者のアルファベット順によ

る名簿（これらの者を指名した締約国名を表

示した名簿とする。）を作成し、締約国に送

付する。 
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４ 委員会の委員の選挙は、国際連合事務総

長により国際連合本部に招集される締約国

の会合において行う。この会合は、締約国の

三分の二をもつて定足数とする。この会合に

おいては、出席しかつ投票する締約国の代表

によつて投じられた票の最多数で、かつ、過

半数の票を得た指名された者をもつて委員

会に選出された委員とする。 

５ 委員会の委員は、四年の任期で選出され

る。ただし、最初の選挙において選出された

委員のうち九人の委員の任期は、二年で終了

するものとし、これらの九人の委員は、最初

の選挙の後直ちに、委員会の委員長によりく

じ引で選ばれる。 

６ 委員会の五人の追加的な委員の選挙は、

三十五番目の批准又は加入の後、２から４ま

での規定に従つて行う。この時に選出された

追加的な委員のうち二人の委員の任期は、二

年で終了するものとし、これらの二人の委員

は、委員会の委員長によりくじ引で選ばれる。 

７ 締約国は、自国の専門家が委員会の委員

としての職務を遂行することができなくな

つた場合には、その空席を補充するため、委

員会の承認を条件として自国民の中から他

の専門家を任命する。 

８ 委員会の委員は、国際連合総会が委員会

の任務の重要性を考慮して決定する条件に

従い、同総会の承認を得て、国際連合の財源

から報酬を受ける。 

９ 国際連合事務総長は、委員会がこの条約

に定める任務を効果的に遂行するために必

要な職員及び便益を提供する。 

第十八条 

１ 締約国は、次の場合に、この条約の実施

のためにとつた立法上、司法上、行政上その

他の措置及びこれらの措置によりもたらさ

れた進歩に関する報告を、委員会による検討

のため、国際連合事務総長に提出することを

約束する。 

（ａ） 当該締約国についてこの条約が効力

を生ずる時から一年以内 

（ｂ） その後は少なくとも四年ごと、更に

は委員会が要請するとき。 

２ 報告には、この条約に基づく義務の履行

の程度に影響を及ぼす要因及び障害を記載

することができる。 

第十九条 

１ 委員会は、手続規則を採択する。 

２ 委員会は、役員を二年の任期で選出する。 

第二十条 

１ 委員会は、第十八条の規定により提出さ

れる報告を検討するために原則として毎年

二週間を超えない期間会合する。 

２ 委員会の会合は、原則として、国際連合

本部又は委員会が決定する他の適当な場所

において開催する。 

第二十一条 

１ 委員会は、その活動につき経済社会理事

会を通じて毎年国際連合総会に報告するも

のとし、また、締約国から得た報告及び情報

の検討に基づく提案及び一般的な性格を有

する勧告を行うことができる。これらの提案

及び一般的な性格を有する勧告は、締約国か

ら意見がある場合にはその意見とともに、委

員会の報告に記載する。 

２ 国際連合事務総長は、委員会の報告を、

情報用として、婦人の地位委員会に送付する。 

第二十二条 

専門機関は、その任務の範囲内にある事項に

関するこの条約の規定の実施についての検

討に際し、代表を出す権利を有する。委員会

は、専門機関に対し、その任務の範囲内にあ

る事項に関するこの条約の実施について報

告を提出するよう要請することができる。 

第六部 

第二十三条 

この条約のいかなる規定も、次のものに含ま

れる規定であつて男女の平等の達成に一層

貢献するものに影響を及ぼすものではない。 

（ａ） 締約国の法令 

（ｂ） 締約国について効力を有する他の国

際条約又は国際協定 

第二十四条 

締約国は、自国においてこの条約の認める権

利の完全な実現を達成するためのすべての

必要な措置をとることを約束する。 

第二十五条 

１ この条約は、すべての国による署名のた

めに開放しておく。 

２ 国際連合事務総長は、この条約の寄託者

として指定される。 

３ この条約は、批准されなければならない。

批准書は、国際連合事務総長に寄託する。 

４ この条約は、すべての国による加入のた

めに開放しておく。加入は、加入書を国際連

合事務総長に寄託することによつて行う。 

第二十六条 

１ いずれの締約国も、国際連合事務総長に

あてた書面による通告により、いつでもこの

条約の改正を要請することができる。 

２ 国際連合総会は、１の要請に関してとる

べき措置があるときは、その措置を決定する。 

第二十七条 

１ この条約は、二十番目の批准書又は加入

書が国際連合事務総長に寄託された日の後

三十日目の日に効力を生ずる。 

２ この条約は、二十番目の批准書又は加入

書が寄託された後に批准し又は加入する国
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については、その批准書又は加入書が寄託さ

れた日の後三十日目の日に効力を生ずる。 

第二十八条 

１ 国際連合事務総長は、批准又は加入の際

に行われた留保の書面を受領し、かつ、すべ

ての国に送付する。 

２  この条約の趣旨及び目的と両立しない

留保は、認められない。 

３ 留保は、国際連合事務総長にあてた通告

によりいつでも撤回することができるもの

とし、同事務総長は、その撤回をすべての国

に通報する。このようにして通報された通告

は、受領された日に効力を生ずる。 

第二十九条 

１  この条約の解釈又は適用に関する締約

国間の紛争で交渉によつて解決されないも

のは、いずれかの紛争当事国の要請により、

仲裁に付される。仲裁の要請の日から六箇月

以内に仲裁の組織について紛争当事国が合

意に達しない場合には、いずれの紛争当事国

も、国際司法裁判所規程に従つて国際司法裁

判所に紛争を付託することができる。 

２ 各締約国は、この条約の署名若しくは批

准又はこの条約への加入の際に、１の規定に

拘束されない旨を宣言することができる。他

の締約国は、そのような留保を付した締約国

との関係において１の規定に拘束されない。 

３  ２の規定に基づいて留保を付した締約

国は、国際連合事務総長にあてた通告により、

いつでもその留保を撤回することができる。 

第三十条 

この条約は、アラビア語、中国語、英語、フ

ランス語、ロシア語及びスペイン語をひとし

く正文とし、国際連合事務総長に寄託する。 

以上の証拠として、下名は、正当に委任を受

けてこの条約に署名した。 

（右条約の英文）〔省略〕 
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【用 語 解 説】 
 

◆ ＳＤＧｓ（エス・ディー・ジーズ） 
 持続可能な開発目標（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ）のこ

と。平成２７年９月の国連サミットにて採択されたもので、国連加盟国１９３か国が平成２８年

から令和１２年の１５年間で以下の１７の事柄を達成するために掲げた目標。 

１７の目標 

① 貧困をなくそう 

② 飢餓をゼロに  

③ すべての人に健康と福祉を 

④ 質の高い教育をみんなに  

⑤ ジェンダー平等を実現しよう  

⑥ 安全な水とトイレを世界中に 

⑦ エネルギーをみんなに、そしてクリーンに 

⑧ 働きがいも経済成長も 

⑨ 産業と技術革新の基盤をつくろう 

⑩ 人や国の不平等をなくそう 

⑪ 住み続けられるまちづくりを  

⑫ つくる責任、つかう責任 

⑬ 気候変動に具体的な対策を 

⑭ 海の豊かさを守ろう  

⑮ 陸の豊かさも守ろう  

⑯ 平和と公正をすべての人に  

⑰ パートナーシップで目標を達成しよう 

 

◆ ジェンダー 
生物学的、身体的な性別に対し、社会的・文化的に作られる性別のこと。男女の社会的・文化的

役割の違いや男女間の関係性によって形成された性別のこと。 

 

◆ ジェンダー・ギャップ指数 
国際機関である「世界経済フォーラム」が各国内の男女間の格差を数値化し、ランク付けした

もの。項目としては、政治分野・経済分野・教育分野・健康分野のデータから算出され、性別によ

る格差を明らかにする。 

 

◆ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進  
一人ひとりが、やりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や

地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選

択・実現できる社会を目指す。 

 

◆ セーフコミュニティ 
 直訳すると『安全な地域』と表記できるこの活動は、１９７０年代にスウェーデンの地方都市

で始まった「安全なまちづくり」の取り組み。 

一定の基準を満たした地域に対して、ＷＨＯ(世界保健機関)セーフコミュニティ協働センター

が認証を行っている。  

 現在、世界では４００を超える地域が認証を受けており、本市は平成２５年１１月に世界で３

２３番目、国内では８番目、大阪府では初めてとなるセーフコミュニティ国際認証都市となった。

平成３０年１１月、再認証を取得、令和５年１１月、再々認証を取得。 
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◆ ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 
直訳は家庭内暴力。ＤＶについて明確な定義はないが、一般的には、「配偶者や交際相手など親

しい関係にあるパートナーからの暴力のこと」をいい、身体的暴力だけでなく、精神的暴力、社会

的暴力、性的暴力、経済的暴力等のことをいう。 

 

◆ 配偶者暴力相談支援センター 
配偶者からの暴力防止及び被害者の保護を図るため、都道府県や市町村に以下の機能させ、実

施している。 

① 相談や相談機関の紹介 

② カウンセリング 

③ 被害者及び同伴者の緊急時における安全の確保及び一時保護 

④ 自立して生活することを促進するための情報提供その他の援助 

⑤ 被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供その他の援助 

⑥ 保護命令制度の利用についての情報提供その他の援助 

 

◆保護命令制度 
配偶者からの身体的・精神的暴力を受けた被害者の申立てにより、地方裁判所が相手配偶者に

対し、以下の行為を禁止する命令を発令する制度。 

保護命令の内容 

① 被害者への接近禁止命令（１年間） 

② 被害者への電話等禁止命令（１年間） 

③ 被害者の子への接近禁止命令（１年間） 

④ 被害者の子への電話等禁止命令（１年間） 

⑤ 被害者の親族等への接近禁止命令（１年間） 

⑥ 退去命令（２か月間） 

 

◆ アンコンシャス・バイアス 
「無意識の思い込み、偏見」と訳され、他人と話すときや接する時に、これまで経験したことや

見聞きしたことをベースに「この人〇〇だからこうだ」や「普通〇〇だからこうだ」というよう

に、あらゆる事象について自分なりに判断し、何気ない行動や発言をすること。その行動や発言

により、時には相手を傷つけたり、物事の進捗過程で意見がぶつかり合うことが生じる。 

 

◆ ＬＧＢＴＱ 
 女性同性愛者（Ｌｅｓｂｉａｎ）男性同性愛者（Ｇａｙ）両性愛者（Ｂｉｓｅｘｕａｌ）出生時

に法律的・社会的に定められた自らの性別に違和感をもつトランスジェンダー（Ｔｒａｎｓｇｅ

ｎｄｅｒ）自身の性自認・性指向が定まっていないクエスチョニング（Ｑｕｅｓｔｉｏｎｉｎｇ）

の総称で、それぞれの頭文字からなる略語。 

近年は一部の先進企業を中心に、性的指向による差別を禁じる社内規定を設けたり、性的少数

者向けの就職説明会を開いたりするなど、働きやすい職場づくりに取り組む動きも徐々に広がり

を始めている。 

 

◆ パートナーシップ・ファミリーシップ制度 
同性同士の婚姻が法的に認められていない中、自治体が独自にＬＧＢＴＱカップルに対して「結

婚に相当する関係」とする証明書を発行し、様々なサービスや社会的配慮を受けやすくする制度。 

制度のメリットは、病院で家族と同様の扱いを受けられたり、公営住宅の入居に家族として入

居が可能であったり、生命保険金の受け取りにパートナーを指定することができたりする。 

平成２７年に渋谷区が初めて実施。令和５年１１月時点で、約３６０の自治体が導入しており、

本市では令和５年５月にパートナーシップ・ファミリーシップ制度を開始。 
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タブレット端末 
タッチパネルになっている板状の情報端末。インターネットと接続されており、検索や動画視

聴、ゲーム等の様々な用途として使用され、現在学校では、ＧＩＧＡスクール構想において、タブ

レット端末を児童・生徒に１台を配布し、学校での授業や家庭での学習において使用されている。 

 

◆ 情報リテラシー 
情報を正しく活用していく力。情報リテラシーが必要な理由は、情報化社会で簡単に情報が発

信・入手が可能な状況下で、何が正しくて何が間違っているのか判断する力を発信者も受信者も

身に着け、勉強等に活用していく必要がある。 
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